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ねん がつ わせだだいがく そうりつしやおおくましげのぶこう とうじはくしやく とうざいぶんめい 

1907 年 4 月、早稲田大学の創立者大隈重信侯（当時伯爵）は「東西文明 

の調和」と題する講演を行ない、世界の文明は西アジアに^し、西と " k に 

分かれて発達する過程で非常に違ったものになっていった。しかし、 M 另 

へ渡っていった文明は、アジアのはずれにある日本で堰止められて止ま っ 

た0他方、西方へ私っていった文明' も、アメリカを g て日本へ渡り、ここ 

において「すべての 文明' は 世界を 一 周9して、日本に;^て初めて虫した の 

、 

である」一一このように説いておられ名。 

この 諭 調には、 老侯得 A の 大風呂敷が あらわれているが、鐘の MS を辕 
ちながら幕末来熱心に西洋の文明を学び吸 3 収 3 して、西洋諸国に矗けな 
いりっぱな国になろうとした明治の政治家の自負をそこに読みとることが 
できる。 “ 

それ以来80年近い年月が過ぎ去った。大隈老侯の理想とされた M 西安 
明の調和が日本において実現しだかどうかといえば、簡単に肯是も否邊も 
できない状況にある。両者が「調和」しているのではなくて、「;剪」し 
ているにすぎないようにも思われるし、東の文明にぐらべ、西の文明'が勝 
ちすぎているようにも思えてならない。しかし、国の独立を保ちながら西 
洋文明を吸 3 収 7 するという点では、日本はもっとも成果をあげた国のひと 
つといえるだろう0 

そういう意味で、日本の現状 7 は®#文明、を去んだ国 i の人にとっ て.も、 
東洋文明を保ち続けた国々の人にとっても興味あることに違いない。最近、 
欧米諸国からもアジア諸国からも研究者や留学生が多く日本を訪れるよ 


ゆうべん ものがた 

うになったことが、そのことを雄弁に物語っている。そして、それだけに. 
東西文明の調和ということを建学の精神の一つとしたわが早稲田大挙の餐 
務は重いといわなければならない。 ‘ 

現在早稲田大学には600人に近い外国人留学生が学んでいる。その M 
は、日本の大学の中でもっとも多い部類に属するし、私立大学の中では癌 
¥である0今後とも、早稲田大学としては留学 i 受け义れのための.条件 
を整備し、、留学生諸君が留学目的を十分達成できるように配慮すると共 
に、晏け入れ数も少しずつ拡大していきたいと考えている。 ' 

留学‘: i け入れの条件の一つとして、日本をよりよく知ってくため 
の授業科目の-置がある。早稲田大学では、1985年度な降、大部分の学# 
に、それぞれの学問分野に関する「日本入門講座」を設置することとなっ 
た0そして、そこで用いる教材の一環として fe 集したのが、この「日本 
入門 一 ■日本と アジア」 である。 

この本は、文字どおり日本を理解して頂くための入門書であって、日本 
の事情を完全に明し魚くしてはいない。また、文章の表現にも、留学 

せいしよくん ぶぶん おも 

生諸君にとってわかりにぐい部分があるように思われる。これらについて 
は、読者である留学生諸君の意見や希望を聞きながら、順次 g 加、修正し 
ていくこととしたい。 

終わりにのぞみ、忙しい時間をさいてこの本の執筆のために#尽力くだ 
さった先生方に対し、心から感謝の気持ちを捧げるとともに、この本が留 
学生諸君の日本理解に多少なりとも役立つことを原 i うものである。 

1986年2月16日 

わせだだいがくそうちよう 

早稲田大学総長 
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第 5 章日本の経 


たいへいようせんそうじだい けいざい だい しよう さんぎよう 

すでに太平洋戦争時代までの日本経済については第 4 章「日本の産業 


せつめい 


けいざい 


史」でくわしい説明がありました。したがいまして、 r 日本の経済」として 
これからのべますことは、戦後における日本経済の発展とその様相につい 

ぜんたい みつ ぶぶん 

てであります。全体は三つの部分にわかれています。 


だい せつ 


せん 


ふつこう 


まず第1節では、戦後の復興から高度経済成長を実現してきた時期をあ 

こうどせいちよう よういん 

つかっています。ここでは高度成長が、もっぱらどのような要因によづて 

たつせい せつめい 

達成されたのかということを説明いたします。 


だい せつ 


わん 


うこんにち 


じき 


つぎの 第2 節では、 1970年 以降今日までの時期がと り あげられます。二 
クソン.ショックおよび オイノ レ.ショック以 皤、国際経済環 夤が爹花した 
なかで、日本経済の構造も変化しております。ここではそれがどのように 
かわってきたかをあきらかにします。 

最後の第 3 節では、世界経済'のなかの日本経癀ということで、日本簦餐 
におけるさまざまな自由化や国際協調、世界経済、こおける日本の餐15に 


ついての ベます 0 


第1 節 日本経済の成長要因 

1 . 市場経済め確立 

1945 挙 8 !15 に 日ち、日本は「ポツダム1誉」をうけいれ、 M 群に4じ M 
件降伏をしました。長いあいだつづいた戦争に終止身がうたれてみると、 
敗戦ということもありますが、日本経済はさんたんたる状態にな っ ており 
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第 5 章日本の経済 
ました。 

日本!深の餐的資産（国富）のおよそ25パーセントが太平洋戦争によっ 
てうしなわれてしまいました。生産面では、1945年8月の滅エ業生産が 
戦前水準 （1934 —36年の平均）のおよそ10パーセントにまで落ちこんで 
いました。その後もしばらくのあいだはあまり上昇しませんで、20パー 
セント台をつづけるような状態でした。また農業€産をみると、終戦の 
翌年 （1946 年）で戦前水準の60パーセント、実質賃金水準は30パーセン 
卜、国民一人あたりの実質消費水準は60パーセントという低さで、終戦 
当初における日本経済の落ちこみがいかに大きなものであったかがこれで 
想像できるでしょう。 

経済の復興にさいしてはさまざまな困難がありました。国土は荒廃し、 
戦災で200万戸もの住宅が焼かれ、深刻な食糧危機にみまわれていまし 
た。し方、生 i 設備も戦争の被 i をうけ、残った設備をつかって生産をふ 
やそうとしても原材料がかぎられていましたから思うように増加しませ 
ん でした。そのうえ、 きわめて ひどい インフレーションが 猛威をふるって 
いました。 

そこで：:のような状況を打開するため、1946年末から、かぎられた資 
源と必要な資金とを石炭と鉄鋼を生産するために重点的に投入するよう 
な方式がとられました。これにくわえ、アメリカの援助によって、輸入 
超過額のほとんどがまかなわれ、それが経済の復興におおいに役立ちまし 
た。1945年の9ガから1951年までのアメリカによる輸ズ援助額はおよそ 
21億3,000万ドルにおよんでいます（表 5-1 参照)〇 

1948年ごろからアメリカの対日占領政策に大きな変化があられてまい 
ります。そして日本め経凑政策に文 f してもアメリカは根本的な変化をもと 
めるようになりましな。その内容というのはおよそつぎのようなものでし 
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第 1 節日本経済の成長要因 


表 5-1 対日援助と輸入額の関係 （単位：觸万ドル) 



輸入総額 

援助輸入額 

比 率 

1945—46年 

305 

192 

62% 

47年 

523 

404 

77 

48年 

684 

461 

67 - 

49年 

904 

534 

59 . 

50年 

974 

361 

37 

51年 

2,211 

176 

8 

合 計 

5,601 

2,128 

38 


注：1945年は9月一12月の合計。 


出所：安藤良雄編 f 近代日本経済史要覧』 ：( 第 2 版） 1979 年、152頁。 


た0終戦直後からとられてきたインフレーション政策を中止すること0 
単二為替レートを髮定し、国際経済取引に参加するための基礎をはやくっ 
X ること.。民間企業は政府にたよってばかりいないで、.自力で合理化をす 
すめ、自由競争ができるようになることでした。そしてこれらの要求を 
実現するため、デトロイト銀行頭取のジョセフ • ドッジ （Joseph M . 
Dodge ) という特命全権公使をアメリカは日本におく っ てまいりました。 
当時の日本経癀をみて、«は「竹馬経邊」という表現をもちいました。 

かざいせい ほじよきん えんじよ たけ ほん 

家財政によるさまざまな補助金とアメリカの援助という竹でできた2本の 
足の上に日本経済がのっていて、自分の足を地にっけていないというので 
す。彼の提案というのはインフレーション政策をただちに廃止するという 
ことでありました。それによ っ て、1949年度の国家予算はそれまでに前例 
のない黒字予算にさせられ、「超”均衡予算」とつづけられました。また、 
アメリカの援助物資を日本で売却した資金が積みたてられていましたが、 
これらの資金の使い方がきびしく制限されました。このようにして、アメ 
リカはインフレーションをなくし、物価水準の安定をはかろうとしまし 
た。それと同時に、安 i した単二固定為替レートで国際貿易を可能にする 
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ため、1949年4月25日に1ドル=360円のレートがきめられました。 

このような;^策の||果、1949年中に日本銀行券め発行高は急速に減少 
しました0したがってぜ価水準も安定しはじめ、イン フ レー ショ ンも 
しました。そこでその時期に、戦後のさまざまな経済統制がつぎつぎにと 
りのぞかれ、自由な市場経済への道がひらかれていきました。しかし反面 

きぎよう しきんぶそく せいさんぶつ はんばいふしん たいか ぞうだい きぎようせいり とうさん 

では、企業の資金不足、生産物の販売不振、滞貨の増大、企業整理や倒産 

いじよう 

がふえてきました。以上のように、イ ンフレーションを おさえるために デ 
フ L -ー ション 政策が採』され、そ咚が経済の収縮をおこしたので、このと 
きの状況は「安定恐慌」という名でよばれるようになりました。 

しかし、このような安定恐慌が進行するなかで、1950年6月25日、朝 
鮮の38度線で戦争がおこりました0そのため扉連軍(アメリカ軍）から軍 
事物資につき日本に大きな注文がだされました6これを「特需」とよんで 
いましたが、1950年には 1. 5億ドル、51年 5. 9億ドル、52年および53年 
にはそれぞれ8億ドル以上にもなっております。これによって日本の国際 
収支の天井は非常に高くなりました。それまではせいぜい10億ドルぐら 
いしか輸入できなかったのですが、特需があったために2倍の20億ドル 
の輸入が可能となりました。このような国際収支のゆとりを利用して、こ 
のころ設備投資がさかんにおこなわれるようになりました0しかも、この 
投資景気のあとに消費景気がつづいておこりました0以上のように、特需 
は義備投資を誘赛し、そこに乗数効果がはたらいて所得を増大させ、消費 
水準をたかめていったといえましょう。 

このあと、1954年には輸入が増大しすぎて外貨危 il がおこりました。し 
かし、金融•財政-から引締咸策がとられました0そのため景気の後退 
が生じますが、それは、日本経^が特需への&存をやめ、新しい発展のた 
めの施策でありました。このようにして1955年には景気が回復し、.経 
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第 1 節日本経済の成長要因 

餐は i 笑して、 SiST 暴んは篓 I 、誠 i し^: M 辜とぃぅ i ' iH ； が__し 
ます。この1955年という年は、日本経済にとって戦後の復興が一応終わ 
りをとげ、新しい出発の年、つまり度成長の時 W にはいる年といえまし 
ょぅ〇 

さて、敗戦からのこの10年は日本経済にとって;^菱苦しい時#でした。 
最初のあいだ経済の復興はゆっくりとしかすすみませんでしたが、途中か 
ら急速に進行し、海 〆 からも奇跡的と思われるくらいでした。その关深の 
筋道につきましてはこれまでのべてまいりましたが、実は、このようなす 
ばらしい復興が可能となり、市場経ポが確立するためには、その * 後に、 
占領軍による経済民主化のための大きな希 i 度改革があったことをあげな 
ければなりません。それは、①財閥解体、 ② 農地改革、 ③ 労働の民主 花で 
ありました〇つぎにこれらについて順次説明をいたしましょう。 

(1) 財閥の解体 

日本には朋治時代のなかごろから三井 • 三菱 • 住友等々の「財閥」とよ 
ばれる、一家族によって大きな資本の蓄積がおこなわれたコンツヱルンが 
ありました。それは多方面にわたって事業活動をいとなんでいた大企業 
集団でした。実際に財閥の解“がはじまったのは1946年の8月からでし 
た。持株会社である各財閥本社および持株によって姜数の子会社を支配し 
ていた事業会社など、あわせて83社が解“されました。そしてそれらが 
所有していた株式も処分されました。さらに、財閥の家族はいうにおよば 
ず、その指導者たち多数が&放され、財岸での活動を禁止されました。 

これ 以外にも産業組織の改革がつづけられました。そのうちのひとつ 
は、1947年4月に制—されたいわゆる「独占禁止—」であります。 これは 
財閥がふたたび復活しないことをねらったもので、戦後における日本経済 
の基本原則をあらわす法律となりました。_二は、1947年12月に！立し 
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た赛玉富眾_窿^」です。このにょって ■ 1抑8挙 2 賀には 
325の S & が分 S の奋定をうけましたが、結果的にこの法律の適応をうけ 
たのは巨关企業18社にとどまりました。 

のような發革によって、戦後における日本の産業社会には、はげし 
い競争がおこなわれるような条件がつくりだされます。それが市場機構 
をり貪鋅に A 龍させ、 g に S 度成長 1 をうみだすひとつの有力な要因になり 
ました。 

(2) 農地改革 

戦前における日本の農地はおよそ46パーセントが小作地でありました。 
そして，1ヽ作料は収穫の50パーセントにもおよぶ高率のものでした0 
載4、£り貪軍の指4にもとづくきびしい農地改革がおこなわれました。 
未雈4罜 （ Sf ^ にすんでいない地主）の土 A は全4、在村地主（農村内 
に住んで いる 地主）でも約1 へ クタールを限度として、残りすべてを耕作 
者に手わたさなければならなくなりました0その結果、小作地の割合はお 
よそ10パーセン トへ と大きく低下しました0 

このようなドラスチックな改革ではありましたが、そのあと農民の意欲 
のたかまりとともに、 M 地の改良、新技術の導入などがあって生産性が大 
きく萬 1 しました0そのため、戦前とくらべると、農村は非常 5 に豊かにな 
り、のの増乂がやがて国€市場 7 の拡大に寄与し、篙度成長 5 を実現 
させるための大きな力となりました0 


(3) 労働の民主化 

襄?載の_ (1945 年）の年末から1947年の春にかけて、占領軍の指令に 

ろうどうくみあいほう ろうどうかんけいちようせいほう ろうどうきじゆんほう ろうどうさんぼう せい 

ょり、労働組合法、労働関係調整法、労働基準法のいわゆる労働三法が成 
好しました。それとともに労働組合運動がさかんになり、労働組合の組織 
¥はきな_まりをみせました（表 5-2 参照)。 
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表 5-2 労働組合の推移 



組合数 

組合員数 

推定組織率 

1945年 

509 

381千人 

3.2% 

46 

17,266 

4,926 

41.5 

47 

23,323 

5,692 

45.3 

48 

33,926 

6,677 

53.0 

49 

34,688 

6,655 

55.8 

50 

29,114 

5,774 

46.2 


出所：安藤良雄編、前掲書（第1版）、1975年、178頁。 


その労働組合運動の結果、労働者の労働条件はあきらか、によくなりま 
した0ことに、はじめのうちは実質賃金の改善が目だっておりました。ま 
た、労働組合運動をすすめるなかで、組合は企業に忠威をちかうかわり 
に、労働条件を d 善しつつ、 人員 逢理をせず、終 身. 用をみとめさせるよ 
うになっていきます。このようにして、他国にはみられないような日本独 

とぐ’. しゆうしんこようせい ねんこうじよれつが•たちんぎんせい_ ろうしかんけい 

特の「終身雇用制」とか:「年功序列型賃金制」という労使関係ができあが 
りました。 

いじよう ろうどうくみあいうんどう ろうどうじようけん かいぜん ちんぎん 

以上のように、労働組合運動をつうじての労働条件の改善、とくに賃金 
の改善が、労働者の生活を向上させました。しかもそれは、日本経済全成 
からみますと、最終消費需要を増大させ、その安定-を高めることにも 
なりました。こうして、さきにのベた農村での購買力のたかまりとあいま 
って、それが日本経ポの度成長に大きな影響をおよぼすことになりま 
す。 

2 . 技術革新と設備投資 

戦争中に、日本以外で、さまざまな多数の技術が開発され、蓄積されて 
おりました。戦後、それらの技術が各国において実際に産業でもちいられ 
るようになっていました。しかし、1950年以前の日本では、戦前より欧米 
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表 5-3 外国技術導入件数の推移 


年 

件数 

年 

件数 

年 

件数 

1950 

27 

1960 

327 

1970 

1，330 

51 

101 

61 

320 

71 

1，546 

52 

142 

62 

328 

72 

1,916 

53 

101 

63 

564 

73 

1,931 

54 

82 

64 

500 

74 

1，572 

55 

71 

65 

472 

累計 

15,289 

56 

143 

66 

601 



57 

118 

67 

638 



58 

90 

68 

1，061 



59 

153 

69 

1,154 




出所：正村公宏『日本経済論』1978年、92頁。 


で実用化されていた技術の多くが導入されていませんでした。それがは 
じまるのギ1950年ごろからですが、その後は続々と新しい技術がはい っ 
てきました（表 5-3 参照 7 )。1950年代をつうじおよそ1，000件、1960年代 
全体では約6,000件、そして70年代前半だけで8, 000件ム上に達してい 
ます。このように技術導入件数が年々増大していったことは、日本の技 
術の外国依存度が年々たかまっていったことをかならずしも意味しません。 
戦後における国際間での技術の貿易はきわめてさかんであって、日本の技 
術導入はその一部を反映するものといえましょう。 

日本には独自の技術が少ないとよくいわれます。しかし、外国から技術 
を導入し、その技術革新によって、日本の企業は独自の技術を開赛してい 
っ たということもたしかです。その場合、日本の特色は、外国から導入し 
た技術をいろいろと組み合わせ、低いコストで質のよいものを大量に生産 
する体制をつくりだすという点にあります。しかし、それを可能にするた 
めには、他面において、大型の設備投資がおこなわれる必要がありました。 
ところが、ことに1960、61年には大きな投資ブームがおこり、まずそのこ 
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とを可能にさせました。1959年における民間設備投資の対前年増加率は 
16.9パーセントであり、それが60年には 40. 9バーセント、61年には 
36.8パーセントとなりました0また、民間義備投資の,民総生産 （ GNP ) 
に対する比をみてみると、1959年にはそれが 15. 6パーセント、60年には 
18.8パーセント、61年には21.4パーセントと大きく増大しました。これ 
は当時の アメリカ と比べても大きな数値でありました。 

ここで、 M 資と経済旎長の関#について考えてみましょう。笑きな Ms 
が大きな所得増カロ（高度成長)..になるための条件として「資本係数」（会 
本ストックの編民総生産に対する比）が小さいということが指できます。 
日本における経済成長と資本係数の値'は表 5-4 で示されているとおりで 
す0経済成長率は 1951— 55年度の 7. 6パーセントから次_にたかまって 
1965— 70,年度には 11. 2パーセントにもなっています。また資本係数のほ 
うは最初から低く、やはり次第にたかまる傾向をしめしていますが、1960 
年代末までは1パーセント台でありました。そして1970年代にはいりそ 
れが急速に上昇していることがわかります。 


表 5-4 経済成長率および資本係数の推移 



1951—55 

年度 

1955-60 

年度 

1960-65 

年度 

1965—70 

年度 

1970—75 

年度 

経済成長率 

7.6% 

8.5% 

9.8% 

11.2% 

5.1% 

資本係数 

1.0 

1.3 

1.5 

1.6 

3.6 


注,：資本係数=民間設備投資+国民総生産 


出所：.香西泰.荻野田太郞『日本経済展望』.1980年、19頁の表 2-2 により作成。 

ところで、資本係数が/パさいということは、たとえば、 i 場や A 綠 、 S 
備というような形で投資がおこなわれると、それが大ぎな所得増加（高度 
成長）になるということを意味します。終戦直後の資本設為はすでに古 
くなっておりましたので、近代化されなければならない状態にありまし 
た〇そのような状況のなかで、さきにのベましたような新技術の導入と 
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設備邊資ブームが発生しましたので、それが高度成長をひきおこすのに大 
きな役割を果たしました。そして高度成長期にはいってまいりますと、 
「投資が投資を呼び」、産業間で相互に影響をおよぼしあって、_くの M 
業がつぎつぎに発展をとげていきました。このようにして資本ストックが 
次第に増大していくのにもかかわらず、1960年代いっぱいをつうじて資本 
係数を低位にたもてたのは、この高度成長過程において労働の!産甚 が碰 
速に上昇していたからであります。 

以上のように、資本係数がノ J ミさいという状況のなかで投資がさかんに 
おこなわれ、この点に高度成長のひとつの要因がありました。しかし、そ 
の背後には、さらに、農地改革や労働組合運動の祕果、農村にも都+にも 
大きな市場が形成され、•大量生産によるざまざまな商品が傷内でよぐ売 
れたという事情がありました。やはり、このような大きな需要がつぐりだ 
されることがなければ、投資がさかんにおこなわれ、供給:能力が増大じ 
ても、高度成長はできなかったでしょう。 

3 . 人的資源 

新しい技術どそれにもとづく設備投資だけでは生産は可能ではありませ 
ん。以下において、特に経済成長と労働力の関係を考_してみましょう。 

終戦 （1945 年）から数年のあいだは、軍！^がなくなったことや籍外から 
の引き揚げ者などによって労働力が次威に増大していきました。しかし、 
日本経済が正常に戻った1950年代前半になってもその傾向はやみません 
でした01951 —55 年のあいだに労働力は約15パ“セントも増力卩したとい 
われています 6 最近の5年間、すなわち 1980— 85年における労働力の増 

か 

加はおよそ5パーセントにすぎません。 

このようにして、高度経済成長期にはいってもしばらくのあいだ、日本 
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表 5-5 総資本利潤率め推移 


(製造業、％) 



大企業 

中小企業 


大企業 

中小企業 

1956年 

7.6 

7.4 

1963年 

5.1 

5.9 

57 

6.7 

7.4 

64 

4.6 

5.1 

58 

4.6 

5.2 

65 

3.6 

.4.1 

59 

6.7 

7.5 

66 

4.9 

5.3 

60 

7.7 

8.5 

67 

5.9 

6.9 

61 

6.5 

8.3 

68 

5.7 

7.6 

62 

4.5 

6.0 

69 

6.2 

7.7 


出所：有沢広巳監修『昭和経済史』1976年、410頁。 



経済には良質の労働力が多数ありました0そして労働市場は超過供給の 
状態がつづ V 、ておりました。そのため、賃金はきわめて低い水準にあり 
ました。1975年における製造業 5 の実質賃金を100としますと、1956年か 
ら60年の5年間の実質賃金の平均は 37. 7でした。高度-長期にはい っ 
ても賃金水準はこのような状態でしたので、反面で企業の利潤一が高く 
なっておりました。製造業における総資本利潤._は表 5-5 のとおりです。 
この表によれば、1956年から60年における < 企業の総資本利潤ボの年苹 
均は 6.6 パーセント、中小企業のそれは 7.1 パーセントになっています。 
これを最近の数字と比較するため、1979 —83 年度における法人企業の総資 
本利潤率（逢常収益率）の年平均をみると、それは 4.6 パーセントであ 
ります。これであきらかなように、当時、企業利潤がかなり高かったこと 
がわかります。このように大きな利潤を得た企業は、前項でのべましたよ 
うに、それを投資にむけ、新しい設備を建設していきました。 

つぎに、労働力と経邊歲長 5 との結びつきに関し、もうひとつのかかわり 
方について考えてみましょう。戦争がおわり、軍隊から復員した者、 益外 
から引き揚げてきた者、それまで軍需エ場で働いていた者などで過剰な労 
働力がうまれたことは上述のとおりです0そこで、これらの人び、とによ 
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表 5-6 労働力人口と失業者、失業率の推移 



労働力人口 

完全失業者 

完全失業率 


労働力人口 

完全失業者 

完全失業率 

1950年 

万人 

3,616 

万人 

44 

% 

1.2 

1956年 

万人 

4,268 

万人 

71 

% 

1.7 

51 

3,661 

39 

1.1 

57 

4,362 

59 

1.4 

52 

3,776 

47 

1.2 

58 

4,387 

63 

1.4 

53 

3,989 

53 

1.3 

59 

4,433 

65 

1.5 

54 

4,056 

67 

1.7 

60 

4,511 

50 

1.1 

55 

4,195 

76 

1.8 

61 

4,562 

44 

1.0 


出所：東洋経済新報社編『経済統計年鑑』（1980年版）、94頁より作成。 


って大きな失業者群が発生すると一般には考えるところであります。と 
ころが、当時の統(総理府統計局）でみるかぎり、失業率は2パーセン 
卜にもみたない状況でした（表* 1 5-6 参照 5 )。これを、完全雇ボが達成され 
た，よろこぶべき状況とみなしてはいけません0実は、過剰な労働力の 
雾くが翼業ぅにあつまっていたのです。農業部門では食糧が生産されます 

おお ひと ぜんたい 

ので、ここにいままでよりも多くの人びとがはい っ てきても、全体として 
はなんとか笙 g が奇 i ■となってしまうわけです0労働力が増加してもそ 
れに居じて急速に耕 A がふえたり、また、終戦直後に新しい農業技術の 

かいはつ のうさんぶつ せいさんりよう ろうどうりよく ぞうか 

開発があったわけでもありませんから、農産物の生産量が労働力の増加 

ぞうだい とうじ のうそん はたら 

とともに増大はしませんでした0したがいまして、当時の農村には、働い 
ているようにみえて実喊には農業生産にそれほど役だっていない人びと 

たすう いつしゆ ぎそうしつぎよう 

が#数おりました。これは一種の「偽装失業 」 (disguised unemploy ¬ 
ment ) であり、また「潜在失業」、のちに「不完全就業」とよばれるよ 
うになった現象です。以上のベてきましたように、労働力がふえたのに 
もかかわらず、農業¥産物がそれほど増大しなければ、農業部門におけ 
る一人あたりの所得は低くなります。そこで機会があれば農業部門から 
製造業南.門や卸 • 4ヽ秦など、サービス業部門へと労働力が移動する傾向 
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表 5-7 国内純生産構成比の推移 （单位.％) 



第一次産業 

第二次産業 

第三次産業 

1955年 

23.1 

28.6 

48.3 

60 

14.9 

36.3 

48.8 

65 

11.2 

35.8 

53.0 

70 

6.1 

41.8 

52.1 

75 

5.5 

37.3 

57.2 

80 

3.6 

37.6 

58.8 


出所：日本経済新聞社編『ゼミナール日本経済入門』1985年、45頁。 


表 5-8 産業別就業者数の推移 


(単位：％) 



第一次産業 

第二次産業 

第三次産業 

1955年 

41.0 

23.5 

35.5 

60 

32.6 

29.2 

38.2 

65 

24.6 

32.0 

43.4 

70 

19.3 

33.9 

46.7 

75 

13.9 

34.1 

52.0 

80 

10.9 

33.6 

55.5 


出所：経済企画庁調査局編『経済要覧』（昭和60年版）、181頁よ*}作成。 

がでてきます。 

二般に、経済'が4展するにつれ、一人あたりの所得水準が上昇してく 

だいいちじさんぎよう のうりんぎよう すいさんぎよう だいにじさんぎよう こうぎよう せいぞうぎよう 

ると、 第一次産業（農林業、水産業） から 第二次産業（鉱業、製造業、 

けんせつぎよう だいさんじさんぎよう おろし こうりぎよう きんゆうぎよう うんゆぎよう た 

建設業)、さらに第三次産業 （• 小売業、金融業、.運輸業、その他の 
サービス 業）へと労働者の比重が移っていくという法則があります0これ 
を 「ペティ. クラークの法則」 （ Petty - Clark’s Law ) といいます。 表 5-7 
および案 5-8 から、戦4における日本達済の発展ないし成長の 氣程でも 
「ペティ. クラークの法則」とよばれる この 経験法則があてはまることが 
わかります。表 5-8 に示されているように、終戦から1955年くらいまで 
は、 1 ^就業者総数のうちおよそ40パーセントが第一次産業に従事してい 
ました。しかし、高度成長期にはいるとともにそれが大きく第二次産業 
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、表5 _ 9.産業 別就業者の数の増減率 (年平均増減率、単位：％) 



第一次産業 

第二次産業 

第三次産業 

1950 —55 年 

△ 1.3 

3.4 

5.6 

1955—60年 

△ 2.3 

7.7 

4.0 

1960—65年 

A 3. 5 

3.9 

4.7 

1965—70年 

△2.8 

3.2 

3.6 

1970—75年 

△5.4 

0.4 

2.7 

1975—80年 

△3.4 

0.8 

2.4 


出所：経済企画庁調査局編『経済要覧』各年版より作成。 

ぉょび灰 I 嘗にしてぃきます。その歸燊、，二各1蓄にし髮秦す 
る者の割合は、1970年になると約19パーセント、1980年にはおよそ11パ 
—セントとな っ ています。 

第一次産業から労働者が大量に#義をはじめたのは1956%からであり 
ます。表 5 - 9 によりますと、 1955— 60年には第二次産業から挙苹篇 2. 3 
パーセントの率で、また次の5年間、すなわち1960 —65 年には年年均 3. 5 
パ— セントの割合で労働者が他の産業部門に暴動しています。その备動 
先である威二次産業について同じ時期の年平均増加率をみると、1955 —60 
年には 7. 7パーセント、1960 —65 年には 3. 9パーセントとなっています0 
とくに、この時期は日本経清に投資ブームがおこり、重化学工業化がすす 
められ、過剰労働力がなくなり、労働力不足がはっきりとしてきました。 
1961年ごろから完全雇用の状態になったといってよいでしょう。 


4 ♦ 貿易の拡大 

資源を豊富にもっている国といえども、国民の経済生活を fe ] 上させるた 
めには、輸入をしなければなりません。ましてや資源の少ない国であれば， 
他の国々から様々な資源を輸入して経済生? i の向上をはかるのは当然で 

くに ゆにゆう 

:ず。したがいまして、いかなる国でも輸入しなければならないのですが、 
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をするためには sir をするがあります。つまり、 sir というのは、 
輸入をするために^要なことなのです。 

つぎに、日本の高度成長と貿易——とくに輸出一•との関ポをのべる 
まえに、高度成長が実現される時期の国際状況についてのべておきまし 
ょう。第一次世界#戦がはじまるころから第二次世界大戦がおわるまでの 
あいだ、 ア メリ カおよびョ ーロッバ 諸国の経済成長率はおよそ 1.3 パー 
セントであった とされています。これに対し、国連統計によれば、第 
二次 < 戦後、1955 —65 年における世‘の国内総生産の成長率はおよぞ5 
パーセントで、 戦前にくら べ戦备 は大きな経済成長が実現されたことがわ 
かります。パつぎに、世-と日本の貿易数量のそれぞれの成長ボを表 5-10 
によってみてみましょう0 

1955年ごろから日本経済は本格的な成長期にはいりますが、とくに 
1960年代は高度成長の時代であります。戦後における日本経済の成長期 
15年間を5年ごとに3期にわけて、各期における世界貿易と日本の貿易の 
それぞれの年平均伸び率を計算してあるのが表 5-10 です 6 いずれの期に 
ついて比較しましても、日本の貿易量の#びのほうが世界全の貿易量 
の伸びよりも1.6倍から 1.9 倍の大きさで増大してきています。また、こ 
の期間全“すなわち1956年から1970年までの15年間の年均を比較しま 


表 5-10 世界および日本の貿易の年平均成長率（単位.％) 



世界貿易 
の成長率 

日本貿易 
の成長率 

1956—1960年 

5.7 

9.7 

1961—1965 

7.3 

13.6 

1966—1970 

10.5 

16.6 

1956— 1970年 

y 1 

7.6 

13.0 


出所：安藤良雄編『近代日本経済史要覧』（第2版、1979年）およ 
び東洋経済新報社編『経済統計年鑑』 （1978 年版）より作成。 
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すと、日本の貿易のほうが 1.7 倍の大きさで;びてまいりました。 

みてきましたように、戦後における急速な経済成長期に、世界全“ 
のボ長率は戦前の3倍から4倍ちかい大きさになっておりました 0 世界 
鏊汝のこのように大きな成長"が日本経済にと っ ては市場’のを B 味し 
ておりました。しかも、世界貿易の年平均成長率が 7.6 パーセントとい 
うことは、15年間で貿易量がちょうど3ぜになることを蠢味します。こ 
れが、日本経済の高度成長にとってきわめて恵まれた好条件となってい 
ました。ざらに、このように世界貿易が大きく拡¥した背景には、戦後つ 
く りだされた GATT • IMF 社:制 （GATT = General Agreement on 
Tariff and Trade ••…•関“と貿易に関する二般協遠、 IMF = Interna _ 

tional Monetary Fund ._ 際通貨基金）というものがあり、それがはた 

した自由貿易促進の機を強調しておかなければなりません。 

ここで、貿易（輸出”）の拡¥と経済成長のかかわりあいについてのベて 
みましょう。まずはじめに、輸出が大きく伸びたとします。すると、さら 
に輸出を増大するため、その輸出品生産部門で投資がおこなわれ、新しい 
機械がそなえつけられたり、工場が建設されたりします0このような投資 
の結奐、この輸出品生産部門の生産連がたかまります0その結果、輸出品 
のコストがさがり、価格を安くすることができます。いいかえれば国際 
競%力がつよくなるわけです。そのためさらに輸出が拡¥し、この部門 
でまた新しい投資がおこなわれます。当然、生库性が向上し、国際競争 
力がさらに強イ匕されます0このようにして、上にのべられたことがくりか 
えされ、次驁にこの循環過■の規模が大きくなり、この面から経済の成 
長が実現されていきます。 

戦後、日本済が'成長する過程でさまざまな商品が大量に生産される 
ようになりました。最初、それらの商品はもっぱら都 g で販売されました 
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表 5-11 商品別輸出構成の推移 


(単位：％) 



織維およ 
び同製品 

化学製品 

( A ) 

48.7 

2.0 

37.2 

5.1 

30.2 

4.5 

18.7 

6.5 

12.5 

6.4 



金属および 
同製品 
( B ) 

機械機器 

(0 . 

19.4 

10.5 

19.2 

12.4 

14.0 

25.5 

20.3 

35.2 

19.7 

46.3 


その 


重化学 
工業化率 
(A + B + C ) 



31.8 

36.7 

44.0 

62.0 

72.4 


出所：正村公宏 8 ■日本経済論』1978年、 134—135 頁。 


が、 ついで それが農村にはいっていき、そのあとで輸出品として海外にで 
ていきました。しかし、成長期をつうじ輸出商品のウェイトが変化して 
います0表 5-11 をみると、日本産業の重化学工業化とともに商品另34 
出構-も次第に重化学エ業化の割合をたかめていることがわかります。 
1950年には日本からの輸出商品のトッブは繊維および織#製品で、輸出 
額全体の約半分 （48. 7パーセント）をしめていました。しかし、1970%に 
はそれが12.5パーセントに低下し、それにかわって自動車や船舶、ラジ 
才、テレビ、 ミシン、 カメラなどさまざまな機械.機器がトッブになり、 
全体の5割ちかくを占めるようになっています。輸出品目のうち、化学- 

ひん きんぞく どうせいひん きかい きき ごうけい ゆしゆつじゆうかがくこうぎようかりつ 

品と金属および同製品、機械•機器を合計し、輸出の重化学工業化率とよ 
ぶことができます。1950年にはそれが 31.8 パーセントでしたが、1970年 
には 72.4 パーセントと全“の7割以上になっており、現在では8割をこ 


えています。 

日本経済の復興がおわり、ひきつづき成長期にはいるころから、日本経 
済は各国から注目されるようになりました。それと同時に、本に対 1 し各 
国から貿易自由化の要請がたかまってきました。そのため、1960年にはい 
ると輸入品目の自由化が徐々にすすめられるようになりました。輸入総 
額全体に対し自-化品目の占める割合は1960年4月には41パーセントで 
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したが、1年後の1961年4月には62パーセントにたかめられました〇そ 
の i に日本銨南は「貿易•為替自由化計画大綱」を発表し、3年間に自由 
化率を90パーセントにまでたかめると発表しました （1960 年6月）〇そ 
して1962年10月°には輸入総額に占める自由化品目の割合は88パーセン 
卜になり、64年10月には93パーセントに達し、さらに65年10月にはつ 
いに自動車の輸入を自由化しました0 

〜ところで、1960年なかば資易自由化の方針が最終的に決定される前後 
から投資が急速に増:^しました。したがいまして、1960年以降、設備 
投資を促進させたひとつの重要な要素は「貿易の自由化」であったとい っ 
てよいでしょう。1960年#にはいるころの日本経済はかなり高い成長 5 率 
を実しておりましたが、実質的にほいわゆる「中進国」で一人あたりの 
国民所得水準もそれほどたかぐありませんでした0しかし、産業_造の 
面では急速に重化学エ業化がすすんでいました。そして輸出でも重化学 
i 業品のシェアがたかまってきて.、輸出総額の4割以上 3 をしめるように 
なりました。それでも当時は他の先進国と競争して、それらの国々の輸 

しゆつ .ぼうえき かわせめん 

出をおびやかすようなこともありませんでした。しかし、貿易•為替面で 
はかなりの規制をおこなっていました。そこでアメリカや IMF および 
GATT 4事姜などからたびたび要請をうけて貿易 • 為替の自由化にふみ 
きったわけです0 

1960 %当初の日本の企業は先進国とくらべ規模もそれほど大きくあり 
ませんし、経営効率もそれほどよくありませんでした。そこで政府は貿易 
の4由4を装 A しておいて、民間企業にぜし「自由化で大きな打撃をこう 
むるかもしれない」ということを大きく強調しました0そめため企業の 
ほうも投資を増加させ、規模をおおきぐするど同時に効率化をはかるよう 

に努力しました。その結果、多くの企業が強い国際競争力を身につける 

• : . ■ _ 
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ようになりました。それは、その後の1964年4月、 IMF 8条国に移行す 
るというスケジュールにまにあうように産業を近代化させるための投資 
ラッシュであったと考えることもできます0 

5 . 経済政策 

戦後、経_の復興、そして経済成長のために、日本政府はさまざまな施 
策をおこなってきました。ここでは経済成長との関係で財政政策と金融 
政策とをとりあげることにしましょう。 

⑴財政政策 

戦後における日本の財政を特色づけるものは、赤字をださず、歳出を歳 
% 内でおさえる「均®財® Ll ないし「超均磕財®^でありました。この 
ようななかで財政政策としての成長 j 政策が展開されはじめるのは1950年 
W なかばからであります。そして1960年には貿易宿由化計画と所得倍増 
計画が発表され、日本経 g の国際化と高度成長とが経済政策の目標とし 
て高くかかげられました。こうして、高度成長を財政面からも促進しよう 
として、二般十の歳出予算も非常に大きくなっています0表 5-12 によ 
ってその文 I 前年伸びボをみますと、1960年と61年、62年のこの3か年は 


表 5-12 —般会計歳出予算の伸び率 

(補正後、単位：％) 


1955年 

1.3 

1963年 

19.3 

56 

7.5 

64 

9.3 

57 

8.7 

65 

12.1 

58 

12.5 

66 

19.6 

59 

13.4 

67 

10.6 

60 

16.7 

68 £ 

11,8 

61 

19.4 

69 

13.9 

62 

21.6 

70 

14.7 


出所：安藤良雄編、前掲書(第2版)、1979年、174頁。 






第 5 章日本の経済 

特に大きぐ20パーセント前後になっています。そして60年代後半にはい 
りますと、66年をのぞき、大きな変動はみられなぐなります。 

ム上からあきらかなように、経済成長 5 期における財政支出"は1960年 W 

せいちようそくしんがた ねんだいこうはん けいざいせいちよう あんていてき しんこう 

なかばまで成長促進型にうごき、60年代後半は経済成長を安定的に進行 
させるような役割をはたしてきたといえましょう。 

なお、高度成長期における財政支出 5 の内容をみてみますと、1960年 Wlf 
半では公共事業費の高まりが大きぐ、この時代に道路、港湾など社^資本 
が建設され、民間企業の活動を外部から増強させたといえましょう。そし 
て60年代後半には福祉ということに力がそそがれたため、社 g 保障関係 
費の伸び率が大きくなゥています。 

さらに、第二の予算といわれる財政投融資の動きをみてみますと、1950 
年代はもっぱら基幹産業のウェイトが高ぐ、60年代にはいると、そのゥェ 
イトは、生活環境整備や運輸通信、道路にうつっていきます。そして、60 
年代後半では生環境道備と住宅とに大きな比重がかけられるようにな 
りました0 
(2) 金融政策 

けいざいせいちようき きんゆうせいさく さい'だい かだい せいちよう'しきん I きよう‘きゆうえんかつ 

経済成長期における金融政策の最大の課題は成長資金の供給を円滑に 

七*ゆうねユ<2，う ぎノ， * 

おこなうことでありました。そのため、日本の中央銀行である日本銀行は 

1950年 W および60年代をつうじたえず低金利政策をとってきました。^ 

\ • • - 

気が過熱して国際収支が悪^(匕し、金融弓 I 締政策が必要になるとき、公定歩 
合をひきあげるも のの、 それは市中金利よりも低い水準にとどまること 
がしばしばありました。そして実感の引締政策は、二這の限度ム上に日本 
銀行から借り入れをする市中銀行に高い利率を課す「高率適用^ lj 度」の運 
用と「窓口規制'」とによって景気抑制の効果をあげてきました。二方、臨 
時金利調整法によって預資金金利の上限が低くおさえられてきました。 
20 
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それゆぇ、のと蘇き糸 F の 1 ^装ぅを M 筷するょぅなか#で1為がきまら 
ず、実ぎよりも低い水準に人: i 的に釘づけされていました0他方、!府は 
設備投資に対し減ポや免税をおこなって、設備投資を促進させる政策をと 
っておりました。そのため、銀行からの借り入れに頼ってでも、企業は設 
備投資を増強していきました。 

以上のような事情から、高度成長期には銀行に W する資金需要のほうが 
資金供給（預金）をつねに上まわっていました0そこで銀行はもっぱら 
預金をあつめることについてはげしい競争をおこなってきました。しか 
し、銀行は自分であつめただけの預金では資金の借入需要に応ずることが 
できなかったので、.たえず日本銀行から借り入れをし、それで企業の資金 
需要に応ずる.ようにしていました0したがいまして、経済成長のための資 
金は、最終的に、民間銀行に対する中央銀行（日本銀行）の貸し出しとい 
う形で供給ざれていました。そのため、民間企業の設備資金の供給に関 
しても中央銀行が間接にかかわっていたということができましょう。こ 
のように、企業の収益率よりもかなり低い水準に金利を人為的に固定し、 
その面から企業の投資盖欲をかため、他面において企業の保護 • 育成•資 
本蓄積をうながし、設備投資を増強させることによって、政府は高度成 
長を実現してきました0 

第2節日本経済の構造的変化 

1 . 日本経済を取り卷く環境の変化 

(1) 経済環境の外部的•内部的変化 

1970年ぜに入ると、日本経済を取り巻く内外の経済環境は激しい変化 
を見せました。とりわけ、国際経済環境の著しい k 、 化は、国際貿易との深 
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_わりあ—をもつ日本経済に多大な影書を;^ぼし、めざましかった60 

a んだ:い こう•どせいちようし，う V .そ••う .. 


ねんだ V こうどせいちようしゆつしふ •つ 

年 W の高度成長に終止符を打つこととなりました, 


国際的な経済環境の変化としては、まず第一に、1971年夏のニクソン米 

こ.くだいとうりよう しんけいざいせいさく はつびよう ともな こくさいつうかたいせい へん 〆 う 

国大統領にょる「新経済政策」の発表とそれに半う国際通貨体制の変動を 
あげねばなりません01950年代末からの金保有高の減少と国際収支の篆 
字窠積にょるドノレ不安の解消 9 を目的とした「新 g 済政策」は、1944挙 
の IMF 体制を離れ、会動相場制への道を開ぐこととなりました。日本の 
丙は、19ア1年の冬に、ドッジ•ライン以*おょそ20车じ上■いた1ド 
ル= 360円の固定相場制'に別れをつげました。そして1973 _弱めに、罜_ 
国通貨の変動相場制への#行とともに、日本も釦動箱場希 I をせざるを 
えなくなりました0この円切り上げは、貿易の拡大とそれに伴う麵麄 1 !^ 
黒字基調の調整に遅れた日本違済に強い.ショックを掌え、 W 業に蘇する 
不安を高めたために、「ニクソン •ショック」 と呼ばれています。日本経済 
は、それまでの安定的なドルを中心とした国際経请の中で、その観 5 等り另 
を強め、輸出にょる®度成長を図ってきましたが、こ‘著しい国謹盔貨雈 
制の変化は、日本がいかに国際経汝の安适に謹く ft 存しているかを^ k て 
認識させました 0 

またこの時期に h 切り上げを臣 i 避するために、の I * 花、随 
税引き下げなどが*施され、日本 g 済の国際、花が大きく S められました。 


ねんだいこうはん 


しほんじゆうかせいさく 


ねんいこうせつきよくてき お 


とくに1960年代後半からの資本自由化政策は1971年以降積極的に押し 

^どうしざ でんさんきさんぎよう じゆうよう せいちようさんぎよう かんぜんしほん 

進められ、自動車おょび電算機産業といった重要な成長産業も完全資本 
關花の! r 贏ぅとされました。しかし、■し!^の Ml 4冒に綱するた 

おおがたよさん ざいせいきんゆうせいさく つうかきようきゆうりようぞうか まね 

めの大型予算にょる財政金融政策は、通貨供給量の増加を招き、インフ 
レーションの要因を知り、さらに日本歹 1島改造と福祉の耘茺といった_ 

きよくてき けいざいけいかく はくしゃ 

極的な経済計画がインフレーションに拍車をかけました。 
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第二の国際経済環境の変化としては、1973年秋の中東戦争による石油 
輸 ttT の制限と禁止、それに伴う OPEC の原油価格引き上げをあげること 
ができます。この「第一次石油危機」は、国内で消費するほとんどの原油 
を海外に依存する日本経-に極めて激しい衝撃を与えました。とりわけ 
将1来の石油不足を i 込んだ「負いだめ」と「眷りおしみ」から二時的に g 
油関連 i 品の需要と供給に不均衡が生じ、「狂乱喊価」と呼ばれるほどの 

“ちじる けいけん 

著しい インフレーションを 経験することとなりました。これによって、 
経済成長率は急速に-卡し、国際収支も大幅な赤字に陥'りました。こう 
したイン フレーション の進行に対処するために、公共投資の抑ポ i と強い 
総需要の引き締めが行なわれ、1974年から77.年にわたる長期の不況が続 
きました。 

石油危機以後の数年間は、日本経済にとってまさに:！:機の吾期でありま 
したが、同時に日本経済の構造的な柔軟性を試すよい機会でもありまし 
た。企業倒産と失業は増加しましたが、■本企業は否油を中心とするェ 
ネルギー消費の節約に努め、人件費の削減を図るための「減量経邊」を_ 
極的に取り入れ、生産性の向上に努力しました。とりわけ、「運‘共同 
¥」的な認識に基づく日本型労使関係を背‘とした「春闘」 においては、 

じつしつちんぎんぞうかりつ せいぞうぎよう ぷつかじようしようりつ したまわ けいざい.かいふく こう 

実質賃金増加率（製造業）が物価上昇率を下回り、日本経済の回復に貢 
献しました。また国際収支も1975年までに均衡をとりもどし、その後は 
輸出 7 の増大とともに大幅な黒字を示し、石油 t ： 機と産業調整に時間を要 
した米国などの先進諸国との間に貿易摩擦を引き起こすこととなりました。 

日本経済の内部的変化としては、高度成長の「負の副産-」としての 
「環境 7 問題」をあげることができます0自動車の_気ガスや工場による;^ 

きおせん こうじようはいすい すいしつおだく さまざま こうがい しやかいもんだい 

気汚染、工場排水による水質汚濁、ヘドロなど様々な「公害」が社会問題 
として取りあげられ、「経済成長優先」にポする批判が強まり、或府は 
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ねんなつ かんきようちよう ほつそく こうがい ぎようせいてき きせい ちやくしゆ 

1971年夏に「環境庁」を発足させ、公害の行政的な規制に着手しまし 
た。そして短期間に公害の低減に著しい成果を収めましたが、現在でもこ 
の問題は日本経済の抱'える重要な課題のひとつとなっています。 

(2) 「第一次石油危機」以後の日本経済 

経済環境 7 の激変は、日本経済の高度成長に終わりをもたらしましたが、 
こうした試練をへて日本経済はむしろ一層その力を強めていきました。日 
本経済はすでに1%〇年代の翯度成長 5 によって世界にゆるぎない遍备を- 
くとともに、国内市場も十分に発展し、国際経済の彘動に葑してある is 
の耐久力と学習^果を身につけたと言えます。とくに1978年朶 £( 齡、 
opec の褚三にわたる原油価 E の#|き玉げにもかかわらず、 

機のようなひどい経済的混乱はみられませんでした。それは、政府の物瑞 
I ■■と日本羅にょる签■答の弓ひ1き玉げ、 i 蟲 Hi ■など、「_ 
内インフレーション」の拡大を防ぐ政策が早目にとられたためです。消費 
者物価への影響は第一次石油危機ほど大きくはありませんでしたが、 

原材料価格の上 5 昇っによる「輸入イ ンフレーション」 とそれ か らし星ずる ! i 
気の後 i は避けられませんでした。 IS でも冒 i すべき#くの喆 i があ 
りますが、全体的にみれば、日本は先進諸国の中では比較順調にこの 


きき の こ 


きび かん 


危機を乗り越えたと考えられます。そして日本は、このような厳しい環 
境条件の中で、「高度成長」期から「安是成長」巔へと备荇していった 

のです 6 


.Y ふ :: f 

.盞 

3 


2 . 産業構造の変化と安定成長 

(1) 就業構造の変化 

日本縫は1970鞍の 秦ゎりから 荽羅な釀 i 茗を1茶する 赫 に 
a り、 W しい b | 筏に麓した M 嘗顯への鐵をめること 
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となりました。図 5-1 は1955年から1980年代の初めまでの実質経済成 
長率を表していますが、1973年から74年にかけての石油危機を境 V 'とし 
て、日本の経済成長が高度成長型から持続的安定型に蠢わ っ たことがわ 
かります0しかし、石油を中心としたエネルギー価格の高騰は、市場機構 
を I じて、日本の iWii に关きな新匕を¥しました。 w 5 - 13 は、し M 
業構造からみた産業構造の変化を示しています。工業部門から I :り名: 
つ第二次産業に従事する人の数は、1960年には全就業者の 29. 2パーセ 

/ たて？ 

ン トでしたが、1984年には 34. 2.パー セン トに達し、 フランスや イギリス 

に近い構成比_となっています。しかし、その増加率は石油危機及後；び 

悩んでいます。またサービス産業を中心とする第三次産業の成長率は 

. _ 

めざましく、その構成比率は、1960年の 38. 2パーセントから1984年の 
56.9 パーセントへと大幅な増加を示しています。 


図 5-1 高度成長から安定成長へ 
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表 5-1 3就業構造の変化 
^ m [ 構成比（％) 


総雇用者 

(1，000人） 


第一次 
産 業 


第二次 
産 業 


第三次 
産 業 


1950 

1960 

1970 

1984 

35,626 

43,716 

52,042 

57,660 

1970 

1983 

78,627 

100,834 




21,378 


出所：経済広報センター 『Japan 1985 j, 20頁 c 


(2) 製造業の内部構造変化 

第一次石油危機後の産業構造の変化の中で特に重要なのは、日本の 
産業の中心が、 エネルギーを 多く消費す る 基礎素材産業から、 エネルギ 
一節約型の加工組立産業へと移行したことです。図5-2は、製造業の内 
部_造がいかに备化したかを表しています。1973年から1975年ごろまで 
は、基礎素材産業（鉄鋼、非鉄金属、セメント、パルプ、化学など）と加 
エ組立産業（電気機器、自動車、精邊機械など）との生産指数にあまり差 
異がみられませんでした。しかし、1976年以降、生産指数の格差は急速に 
拡大し、1982年までには加：£組立産業" 5 はすでに1975年の水準の2倍強 
の成長をとげました。これに対して、基礎素材産業の!産指数は、1980 

ねん はい げんしようけいこう しめ 

年に入ってから減少傾向さえ示しています。 

こうした製造業の構造的変化の背景には、コン ピュータやエレクトロニ 
クスを中心とした技術革新による精密機藏、工作機“、電子工業、自動車 























電気機械 
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な どの M ぎ秦 のき 赢ぅ1ち矣 ぅをあげることができます。 函 5-3 は笙 M の U 口* f | 
額の構成比からみた製造業の内部変化を示していますが、とくに電気機器 
産業と g 動車産業 5 の構成比率が高ま っ ていることがわかります。 

(3) 石油消費と エネルギー節約 

日本の産業構^ i を転換させた大きな理由のひとつは、石油危機に対処 
するための石油消費の節約とエネルギーの;^約を目的とする投妾と w き発 
開発があげられます。表 5-14 に示されたように、 M 二次および第兰灰若 
油危機を体験した日本経済は、1973年から1981挙の9年簡に若备4に A 
量を20パーセント以上減少させ、また GNP あたりの石备輸叉 iWb 
較すれば40パーセントもの削減に努力したのです。1984年現居の石油消 
費量と1973年（第一次石油危機）の石油消費量を同じように GNP あたり 
で比べますと、後者を100とすれば前者は 56.9 となり、いかに日本が石油 
節約型産業_造に転換したかを理籍することができます。またエネルギ 
—全体としても、1983年の国際比較によれば、国民一人あたりのエネルギ 
一消費量は米国の3分の1程度ですし、ドイツの3分の2、イギリスやフ 

ぶん 

ランスの 5 分の 4 となっています。 

石油を中心としてそのほとんどのエネルギー資源を治外からの入に 
依存する日本にと っ ては、いかにエネルギーを効率的に使用するかが国民 


表 5- M 石油危機 後の 石油な らびにエネルギーの消費量の 変化 



石油輸入量 

実質 GNP 

1 

石油生産性 

年 

/ A : 1億 \ 

\キロリットル) 

(B :1 兆 円） 

/C=A/B:100 万、 
\キ〇リットル ノ 

1973 

2.89 

145 

2.00 

1980 

2.54 

188 

1.40 

1981 

2.27 

194 

1.20 


出所 ： The Japan-U.S. Study Group 『 Japan’s Economy and 


Japan-ILS. Trade 』 1982 年、 27 頁 0 
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的な課題のひとつであることには変わりありません0 
(4) 省エネルギー•省力化への投資 

新しい産業_造を生み出したもうひとつの理由は、民間設備投資の変 
花の?に1函すことができます0第一次石油危機後、民間設備投資は成 


ちようどんか ともな げんしよう .しほん 

長の鈍化に伴って減少しましたが、資本スト 


りようちようせい すす 

ク量の調整が進むにつれ 


しよう I しようりよくか ごうりか せつびとうし ふ ねんいこう 

て省エネルギー•省力化（合理化）のための設備投資が増え、1978年以降 


はむしろ d 資拡大期を迎えました。特に半導体•集積回路 （1 C ) を中心 

マ^ノ し / a さ/ぜ}う のう 

とするエレグトロニクスやカラー TV • VTR など電子 • 電機産業の能 

りよくぞうきよう. とうし てつこうぎようれんぞくちゆうぞうせつび 'そざいがたさんぎよう 

力増強の ための 投資と、鉄鋼業の連続铸造設備など素材型産業にぉけ 
る大規模な省エネルギー•合理化投資が活発となりました。こうした新技 
術' 1 ^省エネルギー •合理化の ための 邊資は、ロボ ッ ト、 NC 機械の導入を 

つう さんぎよう せいさんせい ひんひつ こうじよううなが かいがいしじよう かいはつ むす 

通じて日本産業の生産性と品質の向上を促し、海外市場の開発に結びつ 

ず ろうどうせいさんせいかくだい こくさいてき 

いていぎ ました0図 5-4 は、日本の労働生産性の拡大が屆際的に みていか 


図 5-4 日本の労働生産性の推移 



出所：経済広報センタ ー 、前掲書、74頁 
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にき羸ぅ■でぁったかを_してぃます。どりゎけ、凝誠 H nkm 

盔 でんしせいひん せいさんせい せいちようりついちじる べいこく しよこく せいさんせいかくさ 

器、電子製品の生産性の成長率が著しく、米国や EC 諸国との生産性格差 
の M 犬は、その後の k 易摩擦を引き起こす大きな要因ともなったのです0 
_また金害防止のための投資も、公害規制の強化とエネルギー節約の必要 
S から高まり、設備投資の中で重要な&置を占めるょうになりました。 

(5) 産業政策の転換 

石油危機以降の激しぃ産業構造の k 化は、氣商産業省などにょる産 
業政策の転換をもたらしました0重化学エ業化と国際競争力の強化を 
目的とした高度成長期の産業政策は、国際通貨制度の変化と石油危機へ 

たいおう なか こくさいてき .こくないてき さんぎようちよう ぜいせい さく じゆうてん うつ 

の対応の中で、国際的•国内的な産業調整政策へと重点が移りました。 
1970年代初めの签害裁判に端的に示された産業優先的思想に-する批判 
め増大、石油危機直後のカルテル形成^こ対する独占禁止法の強化、欧米諸 
茵の台頭する貿易保護主義に対処するための GATT (関税貿易ご般協 

てい たいせいいじ ひつようせい ゆにゆうしようへき けいげん てつばい あたら じたいちよく 

定）体制維持の必要性と輸入障壁の軽減•撤廃とぃった新しぃ事態に直 
面する中で、それまでの重化学至業化政策から技術集約度の高ぃ知識 
集約型産業の助成政策へと大きな発想の転換が試みられたのです。そこ 
ではコンピュータ、 ic など先端技術 5 産業の育成が 「ビジョン」 として 掲 
げられるとともに、船舶、 アルミニウム、 合成繊維、化学肥料、鋼材など 

ちようきてき こうぞうふきよう みま さんぎようちようせいせいさく かじようせつび はいし きゆうし 

長期的な構造不況に見舞われた産業の調整政策（過剰設備の廃棄 • 休止、 
不況カルテルの戒 i 、 おょび雇用転換など）も産業政策の重要な役割と 
なったのです。 

また日本鼗品の海外輸出が増加したために、2度の石油危機にょる: i 気 
後退•停滞と経常収支の赤字に悩む先進諸国、とりわけ米国との間に 
「貿易摩擦」が深刻化し、産業政策もこうした国際間の調‘を重視せざる 
をえなぐなりました。.日米の貿易摩擦は、1970年代初めの繊維、鉄 ii 、 力 
30 
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ラー TV から諮まり、70挙芪 M 挙には悬■輩、単縁#へと送がり、4猫 

主規制などの輸出制限措置と同時に国内市場開放をもり込んだ産 
の必襄性を高めました。日本の産業政策は、日本経済が高度から 

じぞくてき あんていせいちようき いこう なか さんぎよういくせい ほごせいさく じじようき 

持続的な安定成長期に移行する中で、産業育成•保護政策から、市場機 
構を重視した 「ビジョン」 による調整政策へと k 化していきました。 


(6) 財政•金融政策とその問題点 

産業構造をとりまく内外の環境象化は、産業政策の方向を妾えただ 
けでなく、それと表裏一体をなす財政.金融政策の機と目標にも変花を 
与えました0財政政策の中心は公共事業への支出と蘇の増減でずが、轉 
に度成長期には道路投資を中心とした公共事業費が20パーセント1 


ご . たか せいちようりつ しめ 


ていせいちようき 


いこう ともな 


ざい 


後の高い成長率を示しました0しかし、低成長期への移行に伴って、財 
源の慢性的な不足に陥り、签共事業費の伸びは止まり、茨碧备4：矗4 


の りつ 


とど 


はその伸び率はほぼゼロに留ま っ ています。低成長のために税の自然増 
収が止まり、さらに1975年から公共事業の財源確保のための大”量の_接 

はつこう おこ ざいせい あかじ きゆうそく ぞうだい 

発行を行なったために、財政の赤字を急速に増大させる結果となりまし 


た0 

日本の金融政策の中心は、金利威策、公開市場操作、日本銀行による i 
口指導や貸出限度額制度、預金準備率操作などですが、その4で签1毐答 
操作を中心とする金利政策が中心とな っ てきました。威一次およ び 
次石油危機のインフレーションに対しては、 S 定嘉合、の引き上げによる荃 
融引締政策などを-施しましたが、その後こうした景気政策としての墓禾り ij 
政策は、丨円相場の不安定」のためにその機動性が弱まり、政策の選択の夕 
イミングが難しくなっています。 

石油危機とそれに伴う経済成長の減速化は、産業構造の化と花 
を通じて、産業 5 政策の質的変化をもたらし、また財政赤字、円箱“の変 
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どろ ぼ A え务步さつ たいしよ そうじゆようせいさく だんりよくてきうんよう ひつようせい つよ 

動、貿易摩擦に対処するために、総需要政策の弾力的運用の必要性が強く 


ろん 


論じら域ています。 


3 . 経済のソフト化と先端技術 

2產にわたる石油危機を体験した日本経済は、様々な問題を残しながら 
も、 $ 急激な経洁環境の変化を乗り切ってきました0近年の日本経済の大 
きな k れは、経済の①サー ビス 化 •ソフ ト化、②情報化を中心とした先 
端技術の拡大の中に見出すことができます01 
(1) 産業のサービス化とソフト化 

日本経済の サービス化•ソフ ト 化は、サービス 産業の増大、製造部門に 
备まれて いたサービス 部門の分離独立、さらに企業内'部で めソフト （情 
報連)義能の拡大などとして表れてきています。図 5-5 は、産業別国内 

'.'マ 

_生産の構成比からみたサービス産業化の推移です0金融 • 保険 • 不動 

図 5-5 産業別国内総生産の構成比の変化 


財 


電気•ガス.水道 
建設業 

鉱業•製造業 
農業•水産業 


1970年 54.8 
1973年 54.0 

19ク6年 50.7 


5.7 


1979年 
1983年 


49.9 


33.1 


1 

HH1 

ffl! 

BB 

m 

1 

■ 

B 

37.0 

函 

m 

14.4 

6.4 

10.5 


9.6 

2.3+ 


サービス 


卸売•小売 

金融*保険•不動産 
交通•通信 


15.6 


14.8 


7.1 


11.7 


その他 

45.2 


46.0 

49.3 


■ 

-4.7 33,0 

9.9 

2.4- 

_ 

13.8 

16.2 

7.4 

12.7 


1 

-3.5 33.0 

■ 

i 

13.0 

18.0 

7.4 

13.2 

51.6 





出所：経済広報センター、前掲書、 20 頁。 
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ill iiii 嘗が聞を宗してぃますが、これに II して H し .4 、M 
業はむしろ減少の方向にあります0またサービス産業の中では、情報 

れんきぎようかんれん たいきぎよう ぎよういちじるぞうかしめ さんぎようこうぞう 

連、企業関連、の対企業サービス業が著しい増加を示しており、産業構造 
の S 度化•知識集約化に大きく k 献しています。さらに職業^就 3 * 

しやこうせい へんか せんもんてき ぎじゆつてきしよくぎようじゆうじしやかくじつぞうか 

者構成の変化からみますと、専門的•技術的職業従事者の確実な増加 
が特徴的です0 

(2) ブロセス•イノベー ション と技術の複合化 

経済のソフト化.サービス化を支えているのは、普うまでもなく電子技 
術を核とする新しい技術革新です0日本は先進国との技術^格差を急速に 
縮めるために、先端的な技術の導入に多大な努力を払いました。特に輸 
入技術を生産に応用する分野では、日本は極めて短期間に先進^に追いつ 
き、追い越していきました。量産化、自動化、品資向上をめざした技術 ^ 
新は、「プロセス•イノベーション」と呼ばれ、省エネルギーを直接の契機 
として、石油危機‘後の技術進歩の中心となっています。半導¥と 1 ^集積 
回路の技術は、コンピュータ利用の発^とともに、急速な進歩を|せてい 
ますし、ロボシト、メカトロニクス、さらにニューメディアなどの発展を 
促しています。電子技術を軸とした技術 5 革新は、それをとりまく多くの技 
術、たとえば新素¥や光氣信などの新技術^によって支えられており、ます 
ます技術は複€化しています0コンピュータやロボットを中心としたエ 
場やオフィスの自福化は、省力化•备理花の有力な手段として急 H っを 
遂げています0 

(3) 研究開発投資の拡大 

こうした著しい技術進歩の背景には、研究開赛に対する投資の拡¥を 
見逃すことはできません。研究開発費は、表 5-15 にみられるように、急 
速に増加していますし、国民所得に占める比率からみても、着実に k ; し 
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表 5-15 0本の研究開発費 



年 

総 額 

fus \ 

1100 万ドル ノ 

国民所得 
に占める.. 
比 率 

公的資金 
の占める 
比 率 


1970 

5,033 

1.96% 

25.2% 

日 本 

1975 

11，039 

2.13 

27.5 

1980 

19,721 

2.41 

25.8 


1983 

27,384 

2.95 

22.2 


1970 

26，134 

2.89 

57.0 

米 国 

1975 

35,213 

2.53 

51.4 


1983 

e 87,678 

e 2.99 

e 46,0 

ソ 連 

1982 

33,695 

4.70 

47.0 

西ドイツ 

1983 

18,322 

3.20 

42.3 

フランス 

1982 

11,104 

2.32 

57.8 

イギリ又 

1981 

12,219 

2.76 

: 49.8 


ノ注： e は推定値。なお、 US ドル= 237.5円で計算ざれてレ、る。 
出所：経済広報センター、前掲書、26頁。 


ていることがわかります。先進国と比較するど、日本では研究費における 

こうてきしきん ひりつ ひく けんきゆうかいはつ せいひんぎじゆつちゆうしん みんかんしゆどうか•た.. 

公的資金の比率が低ぐ、研究開発が製品技術を中心とした民間主導型で 
あることも指摘できます。このことは、軍事的な研究に資金が振り向けら 
れず、むしろ商業べースの応用研究に力点があることを意味しています0 
日本の製品技林 f の赛塵は、企業間の技術開発競争の激しさから生じたも 
のです。こうした研究開発競争は、日本の産業技術の堯達に大いに貢献 

してきましたが、基礎研究の遅れという点で多くの問題を残しています0 

....... . . - . - . .. ... - 

ぎじゆつ ゆにゆうがく かぎ ぎじゆつぼうえきしゆうし おおはば あかじ きん 

技術の輸入額でみる限り、日本の技術貿易収支は大幅な赤字ですが、近 
年は改善の兆しがみられます。盖外からの技術導入が難しくなっている 
今日、日本の.独自の技術開^が強く求められています0 
⑷技術革新と産業の質的変化 

せんたんぎじゆつ.かん さんぎようせいさく しんぎじゆつ いてん そくしん さんぎようかん 

先端技術に関する日本の産業政策は、新技術の移転を促進し、産業間 
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10兆円 


図 5-6 先端技術産業とその市場規模の推移 
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出所：経済企画庁『経済白書昭和 58 年版』、 205 頁。 

にぉける 技 南っ籠冀 篆# を 花す る ©15 を 燊 たした d られます 。 M 
.度成長期には鉄鋼、自動車、電機などが成,長を促進する「トリガー産 
の役割を果たしましたが、今後の日本経汝の安定的成長を#»する戦り鼷 
的産業としては、図 5-6 に示されたように、セラ ミック •炭素繊癌.ァモ 
ル ファス 金属な どの 新素材、医療•食品な どに 関連した バイ オ テクノロジ 

ひかりつうしん 

一、 グラス. ファ イノぐ一による 光通信、 マイ クロエ レクト ロニ クスなどが 

かんが 

考えられ てい ます0 

急速に進行する技術革新は、日本産業の質的な側面にをもたらし 
つつあります0まず第一に、日本の企業 5 活動の重要な部分を占める中小 
企業への影響があげられます。経済の ソ フト化. サービス花と 技戒 暴 
は、 e 盛な企業家精神と独自な技術に基づいて、新たなる事蒼の AS を4 
みだしています 0「ベンチャービジネス」と 春ばれる ち 羊 H 輩は 、 mm 
歩に伴う新しいニーズを掘り起こし、付加価値を高めることによって 、 s i 
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成長を遂げています0 M にコンピュータのソフトウェア部門、「ニューサ 
ー ビス」と呼ばれる教育•文化•嘉暇に関連したサービス部門は、中小 
4 ぎ業の裔躍する新しい分野となっています。 

' 第二に、日本産業の特徴のひとつである企業集団に変化の兆しがみら 
れる点です。日本経済の核として高度成長を支えてきた企業集団も、イ£ 

せいち■よう さんぎようこうぞう へんか ぎじゆつかくしん なみ あら しようしや ぎんごう そうたいてき 

成長•産業構造の変化 • 技術革新の波に洗われ、商社と銀行の相対的な 
地イ i の低下に伴って集 5 団の求 5 心力を弱めつつあるようです。特に、企業 
集団の中にあって資源輸入•製品輸出を主な職務としてきた商社は、海 
外資源開発プロジヱクトやニューメディア計画など従来の企業集団の枠 
を越えた活動の中に新しい役割を見出そうとしています。また企業集団 
の中心にあった銀行も、金融の自由化 • 国際化のみならず、石油危機後の 

げんりようけいえいともなじこしほんひりつかいぜん きぎよう ぎんこうばな あたら 

減量経営に伴う自己資本比率の改善によって企業の“銀行離れ”という新 
しい局面を迎えつつあります0 

先端技術の進歩は、経_のソフト化•サービス化とともに、伝統的な日 
本の産業 7 社^を徐々にですが、確 si に変えつつあります0 

4 • 国民生活と福祉 

(1) 消費構造の変化と生活の質的向上 

こうどけいざいせいちよう こくみん せいかつすいじゆんきゆうそく せんしんこくすいじゆん ちか 

高度経済成長によって、日本国民の生活水準は急速に先進国水準に近 
づきました。次石油危機直後の1974年には、消費者物価は1年間で 
24パーセント以上も急騰しましたが、その後は徐々に低下し、第二次石油 
危機の1980年を.いて消費者—価上 3 昇率はほぼ 2— 4パーセント前後に 
留まっています。高度成長期の「大量生産•大量消費」に支えられて、 
図 5-7 から明らかなよ，に、カラ ー TV 、 洗濯機、冷蔵庫、自動車、冷房機 
と言った.耐久消費財の普及は著しく、その一方で、家計の総支出に占め 
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図 5-7 耐久消費財の普及度 



る食費の割合を*表すユンゲノレも畜 i に磋卞しました。しかし、 

機を契機に国民は、「*的な豊かさ」から Fg 諮な靈かさ」へと®金1の 
笑きな羅を宗しています。とりわけ猫と！ち！:う 1 UI する辰著が、 


こう した 気運に拍車を かけました。またし 織ぎ 出の？ では、 W # ゃ嘉最へ 

ししゆつ たか けいこう せいかつ しつてきこうじよう うご 

の支出が高まる傾向にあり、生活の質的向上をめざす動きがみられます。 

こうした消費構造の変化に対して、家計の貯蓄率の方は若^！:®4もほ 
ぼ 2 〇パーセント 前後に 留まり、 安 I 的に推'#してぃます。 1 M の苹筠誃 


かけい ちよちくがく 


まんえん 


おお 


_ たかち卜ちくりつささ 

な家計の貯蓄額は600万円をこえていますが、この高い貯蓄率を支える矢 


よ立いん じゆうたく とち かくほ かけい ふさいざんだか へい 

きな要因のひとつは、住宅と土地の確保にあります。家計の負債残高は平 


均で200万円ほどですが、その90バーセント以 1 ^が答のためで 
す。このことは住宅と土地の確保が日本の家計の大きな目標であること 
を物語っています n 
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食生活からみた消費 il の変化は、4し去く/匕、_鼠/匕とともに「菜廳れ」 
現象として現れています〇この問-は日本の M 業 5 のあり劳、とりわけ- 
給率と農産物の貿易問題と深く結びついています。肉藝篇に II する 
需墟の増加と采消費量 5 の減少は、日本の食 rfi き給率を引き下げ、 

物の海外への依存を高めています。また日本では、多数の零細な兼業農 
家を支えるために生産者米価. k 価などの価格支持政策がとられており、 
日本の簋産物の価格を国際的にみて高いものにしています。食糧管理法 
に基づく価格支持政策は、財政赤字の要因のひとつですし、また都+勤労 
者の家計に余分な負担をもたらレています。日本の農業政策は、米国と 
の貿易摩擦から派生した農産-輸入の自由化に対する足力の高まりと自 
給率の確保との間で、大きな転機に直面しています。 


(2) 高齢化社会と労働の質的変化 

国民生活のもうひとつの大きな备化は、労働市場の化の中に見出すこ 
とができます。石油危機後の花としては、減量経営による失業_の上 
昇、サービス産業の拡大と威事負担の軽減に伴う中高年齢の女子パート 
タイム労働の増加、再就職の困難な高年齢労働の増方 Ei 、 自動化•ロボッ 
卜 / b こよる労働需要の低減などがあげられます。特に女子労働の増加と高 
“花は、日本の伝統的な H 用制度そのものに大きな釦革をもたらすものと 
考えられています。すなわち、「終身雇用第 li 」 と呼ばれる長期雇用^ ii 度と 
年功賃金制度は、日本企業の労働生産性を高めたと再評価されています 

ていせいちようともな けいえい こうりつかついきゆう せんたくていねんせい しよくのうきゆう どう 

が、低成長に伴う経営の効率化追求のために、選択定年制•職能給の導 
入など雇用® j 度そのものを変えざるをえなくなっています。人口の高齢化 
は、図 5-8 に示されるように、21世紀になって深刻化しますが、激しい技 
術革新の中で、高齢者の勤労意欲と生きがいを保つために、再教% •高 
齢者向竹の職場拓、ワークシヱアリンダなど新しい労働市場の形‘が大 
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図 5-8 日本人口の高齢化 



(3) 社会保障の拡大と負担の増加 

高齢化は社会保障や医療制度との問題と深く結ひ'ついています。日本 
の社会保障は、図 5-9 に示されるように'先進国水準に近づきつつありま 
すが、まだかなりの格差があります。嵩齢化の進拜とともに、厚生年金は 
2000年には受給4が被保険者の数を上回ると予想されていますし、また 
高“花の福祉対策として1973年から導入された老人医療無料制度も、巨 
額の健康保険赤字によって財政破錠に追い込まれ、最近は自己負担の増加 

図 5-9 日本の社会保障費 （1979— 1980年） 

国民1人あたり保障費(万円） GNP (国民総生産）に占める比率(％) 

100_80 50 40_20 _0 0_5__10 __15_20_25 _30 

スウェーデン 

西ドイツ 

フランス 

イギリス 

アメリカ 


出所：日本経済新聞社編『経済を見る100の指標』1984年、405頁。 
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へと向かっています。 

(4) 新しい「環境」問題と社会資本の充実の必要性 


こぐみんせいかつ と ま じゆうよう かだい 

国民生活を取り巻く重要な課題のひとつとして、 


かんきようほご 

環境保護があります< 


こう■どせいちようせいさく 、 . 

高度成長政策のひずみとしての大気汚染 


たいきおせん すいしつおだく 


かんきようはかい こう 

水質汚濁など環境破壊は、公 


がいぼうしほう もと すこ かいぜん ほうこう こくどり 

害防止法の下で、少しずつ改善の方向をたどっています0しかし、国土利 


よラ 

用 


とく じゆうたくりつち かたよ しよう としもんだい せいかつ しつ たい 

特に住宅立地の偏りから生ずる都市問題、および「生活の質」に対す 


かんしん たか しよう そうおん しんどう につしようけん あら 

る関心の高まりとともに生じてきた騷音•振動•日照権など「新たなる 


公害」問題に取り組む必要があります0 

また国民生？ i を支える基盤のひとつとして、社会資本の充実があげられ 
ます。-臺 i 長期には産業基盤のための道路 • 鉄道などが社会資本整備 
の^？心に置かれてきましたが、安定成長からは公園 • 下水道 • 文化ス 
ポーツ施設など生活関連の社‘資本の充実に目が向けられるようになり 
ました。しかし、財成のひっ迫によって、こうした生活関連社会資本の伸 
びは抑制され、国民のニーズの変化にいかに対応すべきかが残された課題 


となっています 0 

日本の国民生:^は、量的にも、質的にも向上し、また福祉の側面でも、 
ますます充実化されつつありますが、こうした水準を維持拡大していく 
ためには、国民一人一人の負担の増加は避けられません。特に石油危機後 
の経済成長の低下と財政赤字の拡大は、^府の肥大化と様々な制約的な規 
si に対する反省を促し、民間の活力を用いた効_的な経済機構の再編-を 
必要と.しています。こうした状況の中で、日本国民は、国内的にも、また 
国際的にも、自らの「要求」と負うべき「責任」について十分な認識をも 
つことが強く求められています。 
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第3節世界経済の中の日本経済 

—日本経済の国際化と課題— 

これまでに ii したとおり、日本経餐は蓋圣餐じ冬ぅ挙の窗 W 、 な 

とうしぎじゆつかくしんめぐ じんてきしげんえんかつろうしかんけいてきせつけいざいせいさく 

投資と技術革新、恵まれた人的資源、円滑な労使関係、適切な経済政策の 
施行などが_まって、順調な成長を遂げてきました。現在では、国民総 
生産 （ GNP ) の規模からすると、ァメリカに次いで自由経済圏二番目の地 
位に あ り、自由世界に占めるシニアはおよそ10 パーセント に及んでいま 
す。 

その間、わが国の国際競争力は強まり、賣易は高い伸びを示し、今や日 
本の貿易額は世赤の10パーセント近くを占めるようになっています〇ま 
た、 i 外への資本投資や経済協力についても、着“な増加が見られます0 
このように、： i 近の日本逢済は国際的な地&を高めるとともに、外国経済 
との結びつぎを深めています。それだけに、わが国は「経済大国」の一つ 
として国際的な役割を果たすことが期待されるようヒなりました0そこで、 
本—においては、日本経:^の国際化の Jb きとその_際的な役割について考 
えることにします 0 

1 . 自由化と国際協調 

邊兰次世界大戦後しばらく、日本の対外経済取引はすべて「占領軍総司 
‘南」 （ GHQ ) の管理下に置かれていました。しかし、1947年には制限付 
きながら民間貿易が違隨され、その後1949年に、1ドル=360円の単一為 
替レートが設定されました0 

当初、この k 替レートのもとで輸出可能な商品は少なく、そのうえ、食 
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i ぅも 1 W も A « Ii も邊こ又ぅに綾らなければなりませんでした。したがっ 
て、わが顏の iT 又外貨不足の状態がいかに深刻であったかは想像 
に難くありません0そのため、外貨割当による輸入の抑制や、補助金供与 
による促進の政策が実施されました0同時に、国内産業の育-を図 
るため、工業‘の産業政策が採られました。 

こうした I ：府の保護政策のもとで、日本経済の復興は急速に進み、1950 
%茯军頃には戦前の水準を回復し、やがて翯度経済成長 5 に向かって始動 
しはじめました。そして、重化学：?：業化の進展に伴い、低コスト•高品資 
の製品の生産が可能となり、国際競争力もついて、1950年代後半には貿 
易収支は黒字基調に転じることになりました0 

以上のように、工業化と輸出促進を積極的に押し進める一方で、日本 
は協力機構への参加にも努力してきました。1952年に「国際通«：基 
金」. ( IMF ) と「世界銀行」の加盟国となり、次いで1955年には、「貿易と 
関藐に関する二般協遠」 ( GATT ) に加盟しました〇また、1956%には 
「国際連合」に加 g して、国際社会の一員になることができました0 

日本経済の復興と成長が進むにつれ、より白由な貿易や資本の取引を求 
める動きが次第に強くなりました。わが国は1960年に、まず貿易•為替 
の自由化に踏み出し、1963挙には GATT 11条国に暴行して、輸出補助や 
輸入外貨割当を廃止することになりました0さらに、1964年には IMF 8 
条国へ备行し、国際収支を理由とする経常取引の制限が禁止されまし 
た。また、同年には「経済協力開発機構」 （ OECD ) に加 g して、資本自 
由化の義務を負うなど、経済面で先進国の一員として行動することが要- 
される ようになりました。 

その後、196ブ年に始まった「ケネディ•ラウンド」や、1973年に開始さ 
れた「綠ラゥンド」.に茄ゎり、笑? I な鼸の弓 1 V き卡げを_しました。 
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聞畚に、の i 礙にも i め、とりゎけ Mx 實 E に健しては、罜 

要先進国に比べ、劣ることのない開放度を達-しています。 

他方、資本取引の本格的な自由化は、時期的には貿易自由イヒの動きにぷ 
し遅れて始まったのです01960年代も後半に至ると、貿易収支の黒字が 
貿易外収支の赤字を上回って、経常収支が黒字基調を示すようになりま 
した。その結果、日本は資本不足から資本余剰の状態に逢わり、外: ft 準備 
の蓄積も急激に増加しました。以上の背景のもとで、鼓府は対外投資の自 
由化を速やかに進め、以後、日本企業の海外進出が盛んになっていきまし 
た0 

これに！％応して、外_の対日投資に対する自由化も、1967年から的 
に進められました。そして、70年代半ばには、農林水産や石油など一希の 
例外業釋を除き、ほぼ100パーセントの資本自—化が達‘されたのです0 

くわ ねん がいこくかわせかんりほうかいせい たいがいとりひき げんそくじゆう れいがい 

加えて、1980年の外国為替管理法改正により、対外取引は原則自由•例外 
禁止が建前となったため、国際的な資本取引は急増しています。 

さ らに、わが国の国際経ポにおける地位が上昇するにつれて、赛展途 
上国への_協力を積極的に推進することが要望されるようになりま 
した。日本の経済協力は、総額でとくに1970年 W から大きなイ备びを祭し 
ており、現¥では、 OECD ; 盟国の中でも重謔な資金供与_となってい 
ます 0 

2 •国際貿易の進展 

さて、以上^において、貿易と資本の自由花の動向を中心に、日本が世界 
経済の中でどのように堯展してきたかを概観しました。そこで次に、もう 
少し具体的に日本経済の国際化の動きを見るため、わが国 : の貿易、__投 
資、経済協力などの対外経済関係がどのように進展し、またどういう特 
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徵を游^^_儀明ずる；とにします。 

(1) 日本の貿易の特色 

最初に、貿易の問題を取り上げます0表 5-16 より、日本の貿易は輸出 
乂とも V '著しく増加してきたことがわかります0戦後の経済復興を完了し 
た1955年と比べると、最近の輸出額は 70— 80ぜ、輸入額も50倍4りに 
南えています0この間、わが国の名目 GNP の； ti 加は約30ぼですから、い 
かに輸出入が急速に伸びたかを知ることができます。その結果、輸出額 
および輸入額の GNP に対する比ボは、当初の1〇パーセント基度から装 
頃では15パーセント前後に上昇し、貿易への&存度‘が高まっています。 

また、自由世界全体の貿易に占める日本の割合は、1950年代は輸 aT 入 
ともに3パーセント程であったのが、1980年代には輸出は 8— 9パーセン 
卜、輸入は 7— 8パーセントに高まり、アメリカ、西ドイツに次ぎ第3位の 
水準に達しています。こうして、世襄の主要な貿易国となった日本の g 済 
状況は、国際間の貿易動向に少なからず影響を与えるようになっていま 
す。 

自然資源に恵まれない日本の場合、食料や原料•-燃料を輸入して製品 
を輸出するという「加工貿易形-」をとることが、貿易構造の基本的な特 
徴点です。まず、表 5-16( A ) の輸出の商品別構成'を見ると、輸出 7 のほと 
んどが工業製品であることが一目瞭然です。ただし、主要な輸出商品 
は日本経済'の発展とともに大きく変わっています。 

1950年 g においては、 繊蠢を中心とする軽工業品が主な輸出"品でした 
が、1960年代 U 降、その重要-は急激に低下しました。代わりに、高度経 

ざいせいちよう_ともなじゆうかがくこうぎよう.か しんてん はんえい てつこう せんぱく じどうしや かてい 

済成長に伴う重化学工業化の進展を反映して、鉄鋼、船舶、自動車、家庭 
電気;製品、科学光学機器など、金属や機械を中心とする重化学工業品が、 
日本の主要な輸出商品になっています。とりわけ、最近では、日本の産 
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表 5-16 日本の輸出入と商品別構成 

( A ) 輸出 


年 

輸出総額 

食料品 

繊維 

非金属 
鉱物製品 

化学 

製品 

金属 

.機械 

その他 

1955 

億ドル 

20.1 

% 

6.3 

% 

37.2 

% 

4.6 

% 

5.1 

% 

19.2 

% 

12.4 

% 

15.1 

60 

40.6 

6.3 

30.2 

4.2 

4.5 

14.0 

25.5 

15.4 

65 

84.5 

4.1 

18.7 

3.1 

6.5 

20.3 

35.2 

12.1 

70 

193.2 

3.4 

12.5 

1.9 

6.4 

19.7 

46.3 

9.9 

75 

557.5 

1.4 

6.7 

1.3 

7.0 

22.5 

53.8 

7.4 

80 

1，298 .1 

1.2 

4.9 

1.4 

5.2 

16.4 

62.8 

8.1 

82 

1,388.3 

1.0 

4.5 

1.4 

4.6 

15.3 

65.2 

8.0 

83 

1，469.3 

0,9 

4.5 

1.5 

4.8 

12.5 

67.8 

8.1 

84 

1，701 .1 

0.8 

4.0 

1.3 

4.5 

11.3 

70.4 

7.7 


( B ) 輸入 


年 

輸入総額 

食料品 

原 料 

(繊維.金属.その他） 

鉱物性 
燃料 

化学 

製品 

機械 

その他 

製品 


億ドル 

% 

% 

% 

' % 

% 

% 

1955 

24.7 

25.3 

51.1 

11.7 

4.5 

5.3 

2-0 

60 

44.9 

12.2 

49.2 

16.5 

5.9 

9.7 

6.5 

65 

81.7 

18.0 

39.4 

19.9 

5.0 

9.3 

8.4 

70 

188.8 

13.6 

35.4 

20.7 

5.3 

12.2 

12.9 

75 

578.6 

15.2 

20.2 

44.3 

3.6 

7.4 

9.3 

80 

1，405 .3 

10.4 

16.9 

49.8 

4.4 

7.0 

11.4 

82 

1，319.3 

11.0 

14.3 

49.7 

5.2 

6.9 

12.8 

83 

1,263.9 

11.8 

14.4 

46.6 

5.7 

8.2 

13.2 

84 

1,365,0 

11.7 

14.3 

44.2 

6.1 

8.8 

14.8 


注：数値は四捨五入してある。 

出所：大蔵省『外国貿易概況』より作成。 


業構造が加工組立型 • 知識集約型に転換しつつあることから、機械類の 
輸出の伸びが著しく、輸出額の70パーセントをも占めるに及んでいます。 
このように、輸出構造の‘度化が進むにつれ、とくに先進工業齡との rl 
で貿易摩擦が生じやすくなっています。 

&に、表 5-16(B) の輸入の商品別構-に目を移すと、原燃料と食料の 
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上ひ匕じが議 * って s ぐ、靈諳の m 匕¥が起いことが m , できます。この4 
入構造は、多くの自然資源を海外に依存しなければならない「#源，1ヽぅ_」 
日本にとって必然的なパターンであり、 1950 年代から今日まで続いて いま 
すが、内容的には明白なが見てとれます。 

ひと' くにけいざい じゆうか.がくこうぎようげんりよう げんゆ おも ひつよ A 

一つには、わが国経済が重化学工業原料（とくに原油）を主に必要と 
するように変わってきたことや、原料コストの削減が図られてきたことを 
反映して、原料の占める割合が急速に卡がっている二労で、 i 备をち^ 1 ^ 
とする S 物性燃料の輸入比率が高まっています。ことに、1970 _筏？鬚 
以降、鉱ぜ性燃料の比重が 40-50 パーセントにまで富玉し鼻ぅしています。 
これは、石油危機時に原油価格が大幅に引き1げられ、§备 iTi が I 笑 
になったためです。ただし、その後、省エネルギーの努力が払われたこと 

げんゆ ゆにゆうりようじたい ねん おく さいこう げん 

により、原油の輸入量自体は 1973 年の 2.9 億キロリッドルを最高に減 

しょぅ 

少しています。 

ひと せいひんゆにゆうひりつ きんねんたか けいこう ねん 

もう一つ、製品輸入比率が近年高まる傾向にあります。 1975 年には 20 
パーセント程であったのが、 1984 年においては約 30 パーセントの水準に 
達しています0けれども、他の先進工業国が 50 パーセント前後であるの 


くら 


ひく 


ぼうえきまさつ げんいん 


せいひんゆ 


に比べるとまだ低く、そのことが貿易摩擦の原因ともなっており、製品輸 
入の 一層の 促進が海外から要望され ているのが 現^^です。 

(2) 貿易のパートナー 


:んど ひよう 


り上ろ 


ぼうえきあいて 


しら 


今度は、表 5-17 を利用しながら、日本の貿易相手について調べることに 
しましょう。はじめに、 （ A ) 表の輸出の地5^別構成を見ると、わが謹にと 
って倒別ではアメリカが最大の輸出市場ですが、これと並び、アジア 
ゃ眾謙のァジァ_への磁っが錢1ぅ暴でぁることがゎかります。ま 
た、 1960 年代から 70 年代にかけては、アメリカ •ョー ロ ッ パの先進地域 
の纖■まりましたが、その美ほアジア碑芯とする I 麓髮挑 i の芘 
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アメリカ EC 


アメリカ EC 


5.8 



6.5 

4.7 


57.5 

51.2 

55.2 

41.3 
35.0 
36.7 
39.0 
40.1 


20.4 

10.0 

6.9 

17.2 

13.6 

8.7 

16.0 

12.4 

7.3 

18.3 

28.5 

4.4 

22.6 

31.7 

4.1 

22.7 

28.6 

4.8 

22.1 

26.7 

5.1 

23.4 

24.2 

5.3 


34.6 

4.7 

9.6 

29.0 

4.8 

9.0 

29.4 

5.9 

10.5 

20.1 

5.8 

9.3 

17.4 

5.6 

6.8 

18.3 

5.7 

7.3 

19.5 

6.4 

7.2 

19.7 

9.6 

7.2 


39.7 

42.3 
40.1 
53.5 

60.3 

57.7 

55.4 
54.0 


東甫中近東ラテン 
アジア ’アメリカ 


共産圈 


発展 
途上地域 


先進 

地域 


6.1 

6.2 


27.2 4.3 

29.3 5.7 

30.7 6.7 

20.0 10.2 

24.2 12.8 

26.2 12.3 5.2 

29.1 12.6 4.8 

35.2 11.4 4.8 


5.7 

5.4 

8.4 


47.4 

50.9 

54.0 

42.0 

47.1 
49.0 

52.1 
56.7 


32.2 

4.4 

7.5 

30.0 

4.2 

5.8 

25.4 

3.3 

6.1 

22.5 

10.9 

8.5 

23.8 

11.1 

6.9 

23.0 

12.2 

6.5 

23.5 

11.7 

4.3 

21.6 

8.4 

5.0 


50.7 

43.4 

40.5 

49.6 

45.8 
45.0 

41.8 
37.1 


発 展東南ラテン 
途上地域 アジア中边^アメリカ 


共産圏 


先進 

地域 



トニ.•力 

スアジドリ 

ーエン T -7 

オラニラ南 


スア、、'ドリ 

I リ！^ンァ 

オラニラ南 
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中心、になっていることなどがあります。 

長いで、表 5-17( B ) の輸入面に注目すると、やはりアジア諸国とアメリ 


力が主たる輸入先です。しかし、日本経済にとって燃料や重化学工業原 
料の必要度が増してきたことや、原油価格の高騰により原油輸入ぅ額が歸关 
になったこともあり、1970年代半ばからは、アメリカをはじめとする先進 


ちいき ひじゆう おお さ 

地域の比重は大きく下がっています。 


か はつてんとじようちいき ちゆうきん 

代わりに、発展途上地域ことに中近 


とう ゆにゆう おおはば ふ さいきん くに 

東からの輸入が大幅に増えています。けれども最近では、わが国における 
省資源•省エネノレギーの動きゃ製品輸入の促進に加えて、-鏟的に原备* 
格も安定してきたため、発展途上地域の輸入比率はむしろ卡降ぎみです。 


3 • 直接投資と経済協力の動向 

次に、日本の函際投資と経済協力に ついて、 順を追って説明すること 
にします0 

(1) 直接投資 

はじめに国際投資ですが、これは一般に、利^•や配当の取得を目的とす 

かんせつ しようけん とうし がいこく こがいしやせつりつ かいがい きぎよう ばいしゆう けい 

る「間接（証券）投資」と、外国での子会社設立や海外の企業の買収•経 
営支配を目的とする「直接投資」に分けられます。 ここでは、 わが_の対 
外経済関係を理解するうえで、より重要と思われる直接投資に#目して、 
国際投資の推移と特色を述べることにします。 

日本の「海外直接投資」の動きを振り返ってみると、当初は資本不足の 
ため海外投資を行なう余裕はほとんどなかったのですが、1950年代末か 
ら、政府の援助により、資源開滿を主目的とした投資プロジヱクトが実施 
されるようになりました。「アラスカ，パルプ」、「ウジミナス製鉄（ブラジ 
ル)」、「アラビア石油」、「スマトラ石油」がこれにあたります。 

1960年 W の後半からは、既述のとおり資本の自由化が本 feel に進められ 

- • • - 
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図 5-10 日本の海外直接投資 



197172 73 74 75 76 77 78 79 80 8182 (年度） 

注:;!.海外直接投資額は許可•届出ベース。 

2.先進国は欧州、北米、大洋州の合計。発展途上国はアジア、 

中南米、中近東、アフリカの合計 0 
出所：通産省『通商白書』（昭和 59 年版）、 181 頁。ただし、投資額の. 

数値を書き加えてある 0 

たこと、の«金 • 4&が上昇したこと、企業の経営資源の蓄積が進ん 
だこと、為#レートが円高に推移してコスト面で海外生産の有利性が高ま 
っ たことなどによって、企業の籠外進出が活発になりました 0 図 5-10 が 
宗すように、日本の籠外直-投資額は1971年度の 8. 6億ドルから、1970 
年代末には50億ドル近くまで大きく増えました。さらに1980年代に入る 
と飛躍的に kl し、81年度は 89. 3億ドル、82年度は77億ドルを記録して 
います0 

その！11：、1983年3月末までの海外直接投資累計額は 531. 3億ドルと 
なり（表5-18)、アメリカ、イギリス、西ドイツに次ぐ水準です0また、 
i ：# 全“の i 外直接投資に£める日本の割合は上昇しています0 
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表 5-18 海外直接投資の地域別 • 業種別構成 

(1951 年度〜: 1982 年度累計） （単位：百万ドル、％) 


地域別 
業種別"^\ 

アジア 

中近東 

中南米 



欧州 

大洋州 

合計 

資源開発 

5,701 

(10.7) 

42 

(0.1) 

1，650 

(3.1) 



861 

.(1.6) 

1,404 

(2.6) 

11，372 

(21.5) 

製造業 

5,800 

(10.9) 

1，037 

(2.0) 

3,435 
( 6.5) 

154 

(0.3) 

4,250 
( 8.2) 

1，181 

(2.2) 

985 
(1.9) 

16,952 

(31.9) 

商業. サービス 

2,872 

(5.4) 

181 

(0.3) 


1,720 
( 3.2) 

9,304 

(17.5) 

3,894 
( 7.3) 

963 
(1.8) 

22,644 

(42.5) 

その他 

179 
( 0.3) 

1，117 
( 2.1) 

58 

(0.1) 

3 

(——) 

577 
(1.1) 

209 
( 0.4) 

17 

(-) 

2，163 

(4.1) 

合計 

14,552 

(27.4) 

2,479 

(4.7.) 

8,852 

(16.7) 

2,507 

(4.7) 

15,225 

(28.7) 

6，146 

(11.6) 

3,370 
( 6.3) 

53，131 

(100.0) 


注：1 . 「資源開発 j は農林、水産、鉱業からなる。「商業•.サービス」には建設、商業、金融. 

保険、運輸、不動產業、サービス業他が含まれ名。「その他」は不動産と支店設置.拡 


« _ _ 張からなる。.. 

2.( ) 内の数値は構成比を表す。 

出所：経済企画庁調査局編『経済要覧』(昭和 59 年版）より作成 9 

ねんへいきん ねんへいきん 

1971 —73 年平均で 5. 7 パーセントであったのが、 1980 —82 年平均では 
10.6パーセントに上がり、世界第三位となっています。このように、わが 
国は国除的な直接投資の担い手としての役割も高めています。 

ところで、日本の海外直投資の特色は、図 5-10 と表 5-18 から、かな 

し ちいきべつ ほくべい 

りはっきりと知ることができます。地域別では、北米（とくにアメリカ） 

と アジアへの 邊妾が中匕です。 82 年度末の累計額でみると、北米向けが 
28.7 パー セン ト、 アジア 向けが 27.4パーセン トとなっており、 次いで 中 
南* (16,7 パーセント)、 d ' H '\ (11. 6パーセント）の 順です0 

それに、他の工業国に比べて、発展途上国への投資の割合が高 1 V 、こと 
が f し旨摘できます。地理的関遠が深い点もあり、主に東 • 東南アジアに安価 
な労働力を求めて、繊条：、祕貨、.電気機械などの労働.集約的な製造業が 
進雄したり v 資源の開発•輸入を目的として、発展途上地域への投資が積 
極的に_施されたためです。その反面、進出企業 5 による経済支配の不安 
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かんきようはかい こよう ろうどうじようけん でんとうてきさんぎよう ぶんかい てん げんち ふまん 

や環境破壊、雇用•労働条件、伝統的産業の分解などの点で現地の不満 
もあります0 

せんしんちいき ちよくせつとうし じゆうらい かいがいはんばいきよてん せつりつ はんばいもう せいび 

先進地域への直接投資は、従来、海外販売拠点の設立や販売網の整備と 
いった輸出促進的なものや、金融、サービスへの投資が中心でした。しか 
し、1970年ベも後半になると、日本と成米との賃金格差がなくなってきた 
ことや、貿易摩擦問減の深刻化に伴い輸出 5 環境が厳しさを A してきたこ 
ともあり、化学、電機、機“、輸送機などの製造業投資が急速に増えてい 
ます。そのため、1979年度以後は、むしろ先進地域向けの投資が発展途上 
国向けを上回る傾向が見られます。これに応じ、部品材料の現地調這、日 
本的雇用方法の適用、税法上の扱い方などをめぐり、摩擦も増加していま 

- 4 - - * 

To 

• • • :. ' ' • ••: ■■- ■ 

対外投資に反し、外国の日本への「対内直接投資」は低い水準にとどま 

, .. 

つ ています。図 5-11 が示すように、1970年代はほぼ2億ドルで推移して 
いましたが、70年代末からは増加基調 9 に変わり、1982年度には7癔ドルを 
超えました。それでも、各年の対内直接投資額は海外直接投資額の 
5— 10パーセントにすぎません 0 対内直接投会が少ない理由には、日本企 

ぎようきようそうりよく つよ りゆうつう.き...こう ふくざつしようかんしゆうこと ぎようせいて 

業の競争力が強いこと、流通機構が複雑で商慣習が異なること、行政手 
続きが煩雑なことなどが挙げられています。いずれにせよ、外国企業の国 
内進出が困 II な点も、日本市場は閉鎖的であるとの批判を生む原因になっ 
ています 0 

なお、国別では、アメリカの企業が最近における対6直—投資の約3分 
の1を行ない、第一位を占めています、次いで、スイス、西ドイツ、イギ 
リス、フランスと続きます。業種及]では、化学、機械、石油、金属、商 
事、貿易が主な投資分野です。ただ、:全体としては海外直接投資の場合と 
違い、商業 • サービスの比重はぐさく、製造業投資が中心であることが 
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図 5-11 外国の対内直接投資 


(件数） 

1，100 

- 1，000 
- 900 


(億ドル）/ 、一^ 

8 「/ 

7 - I — I そ の…’他 

^商業.サー^;'ス投資 
6 -胃製造業 投資 


件数（二右目盛） 


197172 73 74 75 76 77 78 79 80 8182 (年度） 

注：対内直接投資額は許可•届出 ベース。 

出所：通産省『通商白書』（昭和 59 年版）、 191 頁。 


図 5-11 からわかります。 

(2) 経済協力 

ひろ けいざいきようりよく ばあい せいふ むしよう しきんえんじよ ぎじゆつ 

広く「経済協力」という場合には、政府による無償の資金援助•技術 
協'力だけでなく、機関への出資•拠出ゃ有償の貸付 • 融資、ならび 
に fe 間ベースの貿易、裔外投資などを氣じた協力も含まれます。わが国 

けいざいきようりよく とうしよ せいふ かいがいちよくせつとうし ばいしようぼうえきしんこう もく 

の経済協力は、当初は政府ベースの海外直接投資ゃ賠償、貿易振興を目 
私とした円 1 §°款が中心でした。しかし、次第に日本の経済活‘の規模が 
拡大し、，喊経済'の中でわが国の占める地位が高まるにつれて、発展途上 
_の—済 li 病さらには il # 経邊の発展のため積極的に貢献することが求 


められるようになりました。 
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表 5-19 日本の経済協力の実績 


(単位：百万 ドル） 


年 

1965 

1970 

1975 

1980 

1981 

1982 

1983 



贈 与 

82 

121 

202 

702 

810 

805 

993 

政 


無償資金協力 

76 

100 

115 

375 

432 

412 

535 

m 

開 

因 

間 

技術協力等 

6 

22 

87 

327 

378 

393 

458 

発 

培 


貸付等 

144 

250 

649 

1，308 

1，450 

1,562 

1，432 

依 

助 

国際機関に対する出資•拠出等 

18 

87 

297 

1，343 

910 

656 

1，336 



計 

244 

458 

1，148 

3,353 

3，171 

3,023 

3,761 

令 

輸出 

信用 （1 年超） 

— 

350 

339 

823 

1，410 

850 

472 

の府 

直接 : 

投資金融等 

— 

143 

1，016 

767 

1，490 

2,095 

1，442 

の資 
他金 

国際機関に対ずる融資等 .. 

— 

201 

15 

▲ 112 

123 

▲ 31 

41 



計 

— 

694 

1,370 

1，478 

3,023 

2,914 

1，954 

1 

輸出 

信用 （1 年超). 

155 

387 

83 

74 

712 

▲1，762 

A 2,069 

民 

直接 

投資等 

A Q7 


233 

906 

2,426 

364 

433 

間 

資 

その他二国間証券投資等 

) 87 

Zoo 

40 

660 

1，273 

2,799 

2,339 

金 

国際機関に対する融資等 

— 

18 

•7 

318 

1，599 

1，529 

2,215 

. 


計 

242 

6的 

363 

1，958 

6,011 

2,929 

2,918 

.非営利団体による贈与 

— 

3 

10 

26 

27 

23 

30 


総 

計 

486 

1，824 

2,890 

6,815 

12,231 

8,889 

8,663 

経済協力総額の対 GNP 比(％) 

0.55 

0.92 

0.58 

0.66 

1.08 

0.84 

0.75 

政府開発援助の対 GNP 比(％) 

0.27 

0.23 

0.23 

0.32 

0.28 

0.28 

0.33 


出所：通産省『経済協力の現状と問題点』 （1984 年版）、138頁。 


表 5-19 は日本の経済協力の推移を示すものですが、1960年代以降、相 
当の速度で増加してきたことが理解できます。1965年における経済協 
力の総額は約 4. 9億ドルでしたが、5年後には18億ドル余りに増えていま 
す。そして、真の：！味の経済協力が本格化した1970年代には、10年間に 
4倍程の上昇を示し、80年の総額は68億ドルを超えました。さらに、81 
年には122.3億ドルと激増しましたが、次の82、83年は90億ドル弱の実 
績を癌しています 0 

それから、経済援助本来の形態である「政府開発援助」 （ ODA ) にっいて 
も、急速に増加してきたことがわかります01965年では 2. 4億ドルの水 
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図 5-12 日本の二国間政府開発援助の地域別配分 


フイリピン- 


1970年 


1980年 


1981年 


1982年 


1983年 



(単位：％) 

■ビルマ （3. 2)(—中 東（3.3广 
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厂讲 州 (0.2) 

一 大洋州 （0.5) 
I — 分類不能(（1.2) 
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f 夕々 
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-卜 
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Lrr ^ 

_ 审…窗義 
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Hi 

:;;インド s 
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1 

醒 

(5 J ) 

寒 

(4'.7 

靈 

('〇 

こ••:ナ X 

1纏 

-4 - 

tea 

中南米 

(9,9) 

! 



大洋州 （0.9) 
分類不能 （2.8) 


欧州 （2.2 ) , 

欧 州 (1.0) 
大洋州 （0.7) 


I —欧 州 (1.0) 

大洋州 (0.7) 


1 •"分類不能 (3.8) 


バングラデシュ 


. 出所：通産省 T 経済協力の現状と問題点』（1984年版)、144頁。 

準であったのが、70年には 4.6 億ドルに増え、1980年には 33. 5億ドルと、 
この10年間で7邊以上も拡大しています。さらに、83年においては、 37. 
6億に及んでいます0 

こうした経済協力の進展の結果、今日では、資金供与国としての日本 
の国 i 的％&は S くなっています。 OECD の「開発援助委員会」 （ DAC ) 

の力か口遛17か国における&置づけでみると、1983年には、経済協力総額 
および ODA 総額ともに、アメリカ、 フランスに 次いで第三位です0また、 
DAC 加全成に占める日本の割‘は、経済協力総額に ついては 12.5 
パーセント、 ODA に関しては 13.7 パーセン トの 大き さです0 

わが国‘府の経済協力は、図 5- 12からすぐに見てとれるように、地域 
的にはアジアが中 3 心となっています。二_間 ODA の大半がアジアに向 
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けられて いるのは、 日本と地理的、歴史的、経済的、政治的に密接なつな 
がりを持つためです。国別では、韓国、インドネシア、タイ、フィリピン 
など東•東南アジア諸国に、経済協力の重”点が置かれて争ました。ただ 
し、最近に おいては、 他の先進諸国の経済協力が停滞気味なことを反“ 
し、これまで余りかかわりのなかった中南米やアフリカへの経済援助が明 
らかに増えています 0 

さて、日本の経済協力の実績は増:^してきたものの、表 5-19 の I 下段 
の緣値が示すょうに、 GNP に対する比率からすると、むしろ低い采準に 
とどまっているのです。国際的な合备、目標には及ばず、また DAC 力か口藍_ 
平均を下回っているのが実情です。 

まず、経済協力総額の対 GNP 比は概して1パーセントに南たず、た 
とえば1983年には 0. 75パーセントの水準です。これは同年の DAG 平均 
0.91パーセントより低ぐ、加盟17か国の中で第十一&に&置します。ま 
た、発展途上国側の希望する政府開発援助については、80年-に上昇 t 
ているとはいえ 0.3 パーセント前後で、国際目標 0.7 パーセントには相当 
な開きがあります。1983年の対 GNP 比 0.33 バーセントは DAC 平均の 
0.36パーセントに至らず、やはり十一症です。付言すると、わが国の‘府 
開発援助は、贈与比率、金利、償還期間などの条件面で、4の DACi 口藍 
国に比べまだ厳しい状況にあり、改善の努力が求められています。 

4 . 日本経済の国際的問題 

いま、までに、賓易と資本の自由化や、貿易、国際投資、経済協力など文| 
外経済関係の進展について述べ、日本経済の国際化への動きを明らかにし 
ました。そこで本節の残りの部分では、今日、日本に深ぐかかわる国！雀的 
な経済問題にはどういうことがあるのか、また、それに対しわが国は今後 
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どのような役割を果たすべきかを考えることにします0 
(1) 対外経済摩擦 

最近の日本経€が直面している大ぎな課題の一つに、「対外経済 1 摩擦」 

が暴げられます。アメリカや EC 諸国をはじめとした先進経済国との間だ 

しんこうこうぎようこく はつてんとじようこく あいだ のうさんぶつこうざようせいひん ぎ 

けではなく、新興工業国や発展途上国との間でも農産物、工業製品、技 
術:情報、サービスなどの国際取引をめぐり、しばしば深刻な対立が起き 
ています。こうした経済摩擦の発生を k 機に、世界全体に保護主義的な動 
きが目立つようになり、自由貿易体制の維持、赛展が懸念されています。 

わが国について対外摩擦が発‘するようになった背景には、基本的な要 
装として、日本経清の国際的な地&の向上と競争力の強化とがあります。 
前述のとおり、1960年#末より、 GNP の規模でアメリカに長いで自由世 
界嬙2备の备置にあり、現在では、‘目 GNP は自由世算全成のほぼ10パ 
ーセン.卜を占めるに及んでいます。また、貿易額や海外直接投資、経済' 
協力実績もそれに近いシュアです。貿易面に関しては、自動車、鉄鋼、 
船舶、テープレコーダー、事務用機器、科学光学機器などの分野はとぐに 
国際競争力が強く、日本の主要な輸出商品になっています。それに、と 
りわけ東南アジア諸国にとって日本の重要性は高く、その輸出入の20パ 
ーセント前後はわが国との取引です0 

このように、日本経清の国際的な地&が高まるに応じて、その行動が他 
の国に重;な影響を与える場合も現れ、時には風当たりも謹くなってい 
ます0ことに、日本企業の輸出ドライブ体質や、従#から政府は輸出促進 
に重きを置いた産業政策•通商政策を蠢ってきたこともあり、特定の日 
本製品が特-の国に集中豪雨的に輸出される傾向が見られます。 

その結果、相'手国市場における日本のシニアが急上昇し、摩擦の直接 
的な引き金となる場合が多いのです。たとえば、これまで、織#、鉄鋼、 
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カラーテレビ、 x ^ A«、i mi , 単などのし有諸の葑莱&し {5っ がき贏ぅ齧 
し、アメリカの当該産業は苦境に追い込まれ、多くの失業者をだす結果 
となりました。同時に、アメリカの対日貿氣収支の滅化が顕著となり、結 
局、日本製品の輸^^を制限せょという各護貿易主義的な要求となって問- 
化してきました0 

さらに.、対外経済摩擦をひきおこす要因として、日本の貿易構造の特真 
-を指摘できます。自然資源の劣るわが国は、主に原料、燃料を輸入し、 
製品を生産、輸出することを通..じて、経済活動を発展させてきました。し 
たがって、その貿易構造は必然的に加工貿易型にならざるをえず、負いた 
いものの大半は一次産品で、他国に売れるもののほとんどは工業.品で 
す0このため、ある特-の国との二国間貿易バランスはとりにくい^境に 
あります,。もちろん、自由貿易体制のもとで、二国間の貿易を均衡させる 
必要性はないのですが、やはり大きな貿易不均衡は摩邊を生みます。 
加えて、日本市場は閉鎖的であるとの非難が、対外経済摩擦の根底にあ. 

かんぜいしようへき ゆにゆうけんさてつづ はんざつ げんかぐ しようかんしゆう 

ります0関税障壁のほかに、輸入検査手続きの煩雑さ•厳格さ、商慣習 
や制度の違いなどから、外国製品がわが国に入り込むのは 〆 変難しいとの 
不満が持たれています。それに、 mxm 品はともかく、農糸産物について 
は輸入制限品目が他の主要先進国に比べて多いこと、日本の製品輸入比$ 
が依然低い水準にあることも、外国の対日輸出 5 の拡大を阻-ずる要とさ 
れています0また近頃では、対外摩邊はモノの貿易をめぐる結き森のみなら 

、 きんゆう しほん ぎじゆつじようほう あいてこく けいざいたいしつ せいさく 

ず、金融 • 資本、サービス、技術、情報、相手国の経済体質 • 政策などを 
めぐる摩擦へと、次第に範囲を広げ複雑化しています。 

(2) 資源問題と南北問題 

ところで、加 i 貿易型の日本経癀にとって、輸出市場のと M ん ； M 

よう.てん げんざいりようしよくりよう ねんりよう おも せきゆ あんていてき ゆにゅう 

要な点は、原材料、食料、燃料（主に石油エネルギー)が安定的に輸入 
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できるかどうかです。この A 条で、わが国 gS は番黛の「会源簡麄」 の ■ 
向と極めて密接な関係にあります。 

じづさい _こうどけいざいせいちよう しげん こくさいかかく ていれん きょうきゅう あんてい 

実際、日本の高度経済成長は、資源の国際価格が低廉で供給が安定し 
ていたことに負うとごろが大きかったのです。高度成長期に、日本経済は 
とぐに石油への依存度合を急速に高めていたため、70年代の石油危機は 
本当に大きな打撃となりました。資源が制約条件となり、経済違長の鈍 
化がひきおこされたのです。現在では、省資源 • 省エネルギーの技術革新 
や石油代‘エネルギーの導入が進み、石油依存度もかつての80バーセン 
卜から60パーセント近くまで下がりました。しかし、日本が資源の大半 
を輸入に依存し、安定的な海外資源の確保が切実な課題であるという事実 
に変わりはなく、国際的な資源の供給事情に大きく影響される立場にい 
ます。 ’ 

その反面、わが国は資源の「輸入大国」ですから、資源保有国から見れ 
ぼ重要な輸出 5 先です。だから、日本の資源.エネルギー需要の化が、と 
くに発展途上地域の資源供給国の輸出動向を大きく左右し、その経_ 
状態に?里い影響を及ぼすという側面もあります。以上のように、日本ゼ 
-は世界の資源動向と不可分の関係にありますが、この資源問題は、「南」 
の発展途上国による資源ナショナリズムの動きや、国連での「新国際経済 
秩序」の樹立宣言ともぜまって、複雑な様相を g しています。 

また、南と北の諸国間の課題に関連し、非産油発展途上国を中心とする 
「累積債務問題」の深刻化があります。発展途上国は主に先進国の援助に 
依存して経済開襄を進めなければならず、その結果、債務額が増えていき 
ました。とりわけ、1970年代の2度にわたる石油危機や近年の高金利の髮 
響で、発展途上鼠の累積債務額は1973年から83年の10年間に5 4も増 
大しています。地域领に見ると、対外債務&は中南米、アフリカおよび東 
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欧に昌1ちますが、二4アジアの謹も匿韻の*蠢を辐えています。これら 
諸国による対外債務返済の遅れは、国際金融面で大きな混乱をひきおこし 
かねません0 

このほか、 「国際 間の 経済格差」 の 問®もあります。1 の筅 Ma と W の冀 
展途上国との間には、依然として所得水準の開きが見られます。それに、 
従来、発展途上国と一つに分類されていた国々の間でも、靈 M の1 
いから中進国と.後発発展途上国というように、経済状態'に*きな 
れています。わが国は世界経済と深い相互依存関“を有し、のち誠 
和ある発展があってはじめて自らの繁¥も可能になります。この备扁でも、 
南北問題は日本にとって看過できない課題といえます。 


5 . 日本の役割 

先に述べたように、国際経済社会の中で日本も多くの_難な蠢題に篇く詰 
しています0こうい っ た国際環境下において、わが国は経清面の各:進_と 
して、調和のとれた国際経済関係をつくり出すうえで、大きな責任があり 
ます。それとともに、世界経済全体の発展に_極的に貢献し、世界の平和 
と安全に寄与することが期待されています0そのためには、次のような点 
で、わが国は一層の努力を払わなければなりません。 

豪一は、 保護貿易主義の台頭を抑え、自由貿易を推進させることです。 
保護主義的な措置は、当座は確かに一部の国内産業に利益をもたらします 
が、消費者に安価で多様な外国商品を選択する途を閉ざしてしまいます。 
さらに、非効率的な産業を温存し、国内産業の転換が遅れる||果となるた 
め、国内経済全の効率化が阻害されます。また、保護主義は相手国の報 
復を招きやすく V 連鎖的に当事国相互の貿易が縮小することになり、結 
局、世界経済の発展に重大な悪影響を与えるのです0 
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したがって、茗歸が iSSM 餐岸の i # に募め、 Mi なの玆关を窗 
ることが、 I ：算ならびに自国の繁栄と発展にとって不可決な要件といえま 
す0日本の場‘についても、とりわけ対外経済摩擦の防止、解消に対し、 
j ； り_極的に取り組むことが緊急の課題です0それにはまず、二層の 
「市場開放」を押し進め、対外経済取引の自由化を推進すべきです。関^ 

ひ さ ゆにゆう けん.さてつづ かんそか いちぶのうすいさんぶつ ゆにホうせいげん てつばい 

の引き下げ、輸入の検査手続きの簡素化、一部農水産物の輸入制限の撤廃 
などを通じて、ことに製品と農水産物の輸入拡大が実現すれば、貿易摩擦 
の緩和に役立ちます0伺.時に、情報サービス、金融•資本、技術°などの分 
野の自由化もさらに進めなければなりません。 

加えて、「輸入拡矢」の努力も要 a されています0伝統的に、日本顏痛 1 は 
輸出の振興•促進を重点政策としてきましたが、今やこれに並び、輸入促 
進を含めた産業•通商政策に転換を図る時期となってレヽます。もちろん、 
その際、国際的な比較優&産業への特化を進める形で国!^の「産業調 
‘」を率先して行ない、国際分業体制 j の進展に資することも大切です。ま 
た、「内需中心の経済運営」ができれば、海外の需要に左右されない安定 
的な経済発展が可能となります。それは同時に、輸入の拡大と輸出 V ライ 
ブ体質の改善にもブラス要因として働きます。 

さらに、対 〆 摩邊を防止するには、「餐序ある輸出」と「輸出市場の多餐 
化」が望まれます P 貿易相手国の経済動向や産業調整の速度を考え、輸 
出急増による打撃を/]〈ざくする配慮が必要です。そのためには、輸出自 
主規制という最り決めだけではなく、工場進出による現地生産やブラン 
卜輸出の促進が求められます。これらの方法は相手国の雇用創出、経済活 
性化に貢献し、究極的にはわが国の貿 i 拡大につながります。それに、 

とくていこく ゆしゆつしゆうちゆう さ ゆしゆつしじよう あら かいはつ たかくか どりよく つづ 

特定国への輸出集中を避け、輸出市場の新たな開発や多角化に努力を続 
けることも、対外経済摩擦を解消 5 するうえで不可決です。 



第 3 節世界経済の中の日本経済 

だいに さんぎようきようりよく けいざいきょうりょく せっきよくてき すいしん さっこん 

第二は、産業協力•経済協力を積極的に推進することです。昨今 
の欧米との間の対外経済摩擦や、「南」の奚展途上国に見られる1済瑤矗 
の存在の背景には、相手国産業の停*や未発展があります。そこで、わが 
国としては、自国の利益や発展のみを目指すのではなく、®外直や 

ぎ■じゆっこうりゆうっう さんぎようきようりよく _しほんぎじゆっけいえい 

技術交流を通じた「産業協力」により、資本、技術、経営ノウ•ハウな 
どを海外に移転することが期_されます。そうすれば、箱辜 h の彘存 M 
業の再活性化、新しい産業の開赛•育成に少なからず辜助けができるから 
です。この結果、相手国そして世界経邊の発展が進めば、日本ざ餐もより 
活 li 化することになります0 

はってんとじようちいき いっそう はってん じんるい こうふく け W ざいこうせい こうじよう 

また、発展途上地域の一層の発展は、人類の幸福と経済厚生の向上とい 
う人道的な立場から重要であることは当然です。この点は、アジアを" 

しん はってんとじようこく _ふか 

心とする寒展途上国ととぐに 深いっな がりがある日本にとってはなおさ 
らそうですし、また、海外資源の安®的確保と輔 I :入先の姜筲イか匕、 1 a 
市場の拡大という局面からも重 3 大な課題といえます。それゆえ、わが_ 
としては、発展途上国への「経済協力」を4後とも#し k めるがあ 
るし、その責務を負っています0とりわけ、相手国の望む政府 li 奚援15の 
拡充を図ることが肝要です。対 ： GNP 比率で見ると、-威目蜜の 0.7 パ 
—セントはもちろん、先進国平均をも下回るわけですから、財 i ： 赤•など 
国内に難問も抱えていますが、 i 府開発援助の量的拡大に募めるべきで 
す。これと同時に、援助条件の装善も必須事項です。 

付言すれば、経済協力の実施に当たっては、_辜国の状 '貪を裔まえ、 
自主的な発展努力を助ける方 通で 行なうことが大 g です。 それに、 わが_ 
との地理的、歴史的、経済的、 R 治的な関#を考えると、「アジア.关苹# 
地域」との協力をとくに緊密に進めていくことが重要です。ならびに、 
債務累積国や後発発展途上国に資する経済援助については、特 i の龍慮が 
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必要とされます。 

国際交流を推進することが挙げられます0最近の対外摩擦の根 
S には、社会•文花の相違から生じる誤解や認識不足があります0この問 
滷は容 I に解渓する性質のものではありませんが、長期的な視野から 、 g 
に限らず、「人的交流」や「文化交流」をはじめ広範な国際交流を邊 
み重ねることが重要です。国際間の相互理‘なしには、恒久的な世界卓 
和の実現も世界経済の発展も期待できないからです。 
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第1節アジアと日本 

1 • アジアの中の日本 

日本はアジアの一国です。アジアとは、どのような地理的範囲を指すの 
でしょうか。_連のなど各種統計に用いられているアジアの範囲は、 
一般的には東は太丰洋に面する日本から西は地中海に臨むトルコまで、北 

はソ連圏（シベリア、中央アジア）に接じ、南はインド伴に囲まれている 

* .. ... 

広大な地を指します0この地域は、ほぼ北緯30度の緯線を中心に広が 
る大陸と島々の部分で、赤道以南の部分は僅かしかありません0アジアの 
陸地面積は世界の陸地面積の約20パーセントですが、ここに世界人口の 
ほぼ60パーセントに当たる26億2,500万人 （1981 年現在）が居住してい 
ます。毕均の人口密度は l ¥ 方キロメートル当たり95人と世界で最も人 
口稠运な4域ですが、人口はさらに爆発的に増加しています0 
アジアはこのように広大な地域に跨がるため、同じアジアと言っても同 
二ではなぐ、きわめて多様¥に富んでいます。表 6-1 のように現在アジア 
には40か国ありますが、地理的に見ると大陸に位置する国もあれば、半島 
国、島しょ国もあります。また高地にある国もあれば、砂漠の国、熱帯雨 
林に覆われた国もあります。このように自然環境は国々によって大きな 
相違があるのです。 

A !、 案の®でも关き—、ぁります。すなわち、貨ァジ 
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表 6-1 アジア各国の面積 • 人口と首都 （1981 年) 



面積 
(千 km 2 ) 

人口 
(千人) 

人口密度 

につき人).. 

首 都 

. アジア 

B 本 . 

378 

117,645 

311 

東京 

アフガニスタン 

民主共和国 . 

647 

16,363 

25 

カプール 

アラブ首長国連邦 . 

84 

762 

9 

アブダビ 

イェメン•アラブ共和国… 

195 

5,940 

30 

サヌア 

イエメン民主人民共和国…•- 

333 

2,030 

6 

アデン 

イスラエル . 

21 

3,954 

190 

エルサレム 

イラク共和国…*. . 

435 

13,527 

31 

バグダッド 

イラン回教共和国 . 

1，648 

39,320 

24 

テヘラン 

インド .. 

3,288 

683,810 

208 

ニューデリー 

イントネシア共和国 . 

1，905 

150,520 

79 

ジャカルタ 

オマーン国 . 

212 

919 

4 

マスカット 

カタール . 

11 

248 

23 

ド、ーノヽ 

大韓民国(韓国） . 

98 

38,723 

393 

ソウル 

民主カンボジア . 

181 

6,828 

38 

ブノンペン 

朝鮮民主主義人民共和国 
(北朝鮮) . . 

121 

18,317 

152 

ピョンヤン（平壌） 

キプロス共和国…" .. 

9.3 

637 

69 

ニコシァ’ 

クウェート .. 

18 

1，464 

82 

クウェート 

サウジアラビア王国…•” 

2，150 

9,319 

4 

リヤド 

シリア•アラブ共和国…… 

185 

9,314 

50 

ダマスカス 

シンガポール共和国 . 

0.6 

2,443 

4,205 

シンガボ'— ル： 

スリランカ民主 
社会主義共和国 .. 

185 

9,314 

50 

.コロ:ンボ. 

タイ王国 … • ……: . 

514 

48,125 

94 

ノく ンコク 

中華民国 （台湾） . 

36 

17,954 

499 

タイペイ（台北） 

中華人民共和国（中国）… 

9,561 

989,801 

104 

ペキン(北京） 

トルコ共和国…… .. 

781 

46,375 

59 

アンカラ 

个ノヽ ーノレニ £ 国 .•••••• 

141 

15,020 

107 

.カトマンズ 

ノ く— レーン . 

0.6 

322 

518 

マナーマ 

•ハ。キスタン回教共和国…… 

804 

84,579 

105 

イスラマバード 

バングラデシュ 

人民共和鼠 . 

144 

89,655 

623 

ダッカ 

'ビルマ連邦 

社会主義共和国 . 

677 

36，166 

53 

ラングーン 

フィリビン共和国.…… 

300 

49,530 

165 

マニフ 

ブータン王国…. . 

47 

1，325 

28 

チン プー 

フ'、ルネイ.ダルサラーム 国 ••二. 

5.8 

240 

42 

バンダルスリブガワン 

ベトナム社会主義共和国… 

330 

54,968 

167 

ハノイ 

マレーシア . 

330 

14,415 

44 

クアラルン プール 

モルジブ共和国 . . 

0.3 

157 

527 

マレ 

モンゴル人民共和国 .. 

1，565 

1，716 

1 

ウランバートル 

ヨルダンハシミテ王国 . 

98 

3,364 

34 

アンマン 

ラオス人民民主共和国… 

287 

3,811 

16 

ビエンチャン 

レバノン共和国 . 

10 

2,685 

258 

ベイルート 


出所： 1 ■日本国勢図会』(1984年版)による。 
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ア、東南アジアにはアジア人種ないしはマレー人種が住み、インドから西 

じんしゆ す’ .ひと こつか 

アジアにかけて はイ ン ド. ヨーロッパ 人種が住んでいます。 一つの 国家の 
中にも複数の民族が居住 している 複合民族国条も多いのです。また アジ 
ア 地域の 宗 教には、仏教、 ヒンズ ー教、 イスラ ム教、カトリックが あり、 

きよう どうきよう じゆきよう しんどう ■た どちやく しゆうきよう こんざい ひと.びと 

さらにラマ教、道教、儒教、神道、その他の土着の宗教が混在し、人々 
の生 g を律しています。 

経済赛展段階を見ると、アジアの国々の大部分は堯展途上国に分類され 
ます。しかし、近年この中から、韓国、台湾、香港、シンガポールのよう 
に、工業化が進み一人当たりの国民所得が増-し 、 NICs (Newly Indus ¬ 
trialized Countries 新興エ業国)とよばれる国々が出現し、日本を追い 
上げています。 

図 6-1 のように、日本の国土面積は37.8万平方キロメートルで、アジア 
では中国、インド、サウジアラビアなどに次いで十三番目の大きさです。 
しかし、 ヨーロッパ 31か国の中で日本より面積の大きな国は、フランス、 
スペイン、スウヱーデンめ僅か3か国しかありません。また日本の人口は 
1億1，845万人で、アジアでは中国、インド、インドネシアに次ぐ第四位 
の大人 b 国であり、世!^では第七位です。 ヨー ロ ッ パには日本より人 P の 

おお くに 

多い国■はありません 0 

日本 M 島は南北に細長く、南と北では気候的に大きな違いがありますが、 
-して温暖で降水量も多いため、稲作を中心に多くの人口を養って来る 
ことができました。しかし、国内で生産される食料、原料、燃料も少な 
いため、今日の大人口を養うことは、工業製品を世#に輸出 5 し、食料. 
原料などを輸入することによってのみ可能なのです。と,りわけ、アジア地 
域との結び付きが強いといえます。 

日本と他のアジア諸国との関係'は、過去100年間に大きく揺れ動いてき 
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第 6 章日本とアジア 

図 6-1 世界の面積•人口.人口密度 （1981 年) 


面積135.8百万 km 2 人口4.508百万人 



注：中国には台湾を含まず。 

出所：『日本国勢図会』 （1984 年版）による。 


ました 0 この間、日本は300年に亘る徳川封建制を打破し、近代国家への 
道を急速に歩んできました。日本の近代花の特徴は、別の言葉を借りれ 
ば、西欧化とも#われます。すなわち、従来の中国、朝鮮などのアジアの 
国々から学ぶという姿募から、欧米諸国に学ぶという方向に大きく転換し 
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第 1 節アジアと日本 


たのです。その後、欧米列強が植民地獲得競争に乗り出した後、遅れて 
日本も資源と市場を求めてアジアに進出しました。この時期の日本と他 
のアジア諸国との関係は、言うまでもなく友好的なものではありませんで 
した。第二次大戦終了後、かつての植民地であった ：4 k が続々と独立し、 
新しい謹家が誕生しました。しかし、¥ソ両大国の関ポは決して良好な 
ものではなく、ァジァの¥表1も束の間の出来事でした。日本は戦前の政策 
を反4し、ァジァ諸国との関係を修復し、新しい¥和的な相互信威•共存 
関係を確立しようと努力してきました。このような政策は1970年代から 
8〇年代にかけて、二) i 重 5 秦なものとなってきました。その表れは、アジ 
ァ地] k との貿易、投資、各種の開発援助•協力に見られます。 

2 . 日本とアジア諸国との貿易 

今日の日本はその S 要とする食料、原料、燃料の多くを自給できませ 
ん〇高度の物質文通を維持していくためには、これらを輸入に&存せざる 
を得ません。そのためには工業製品を輸出しなければならないのです。 

図 6-2 のように、日本の最大の貿易相手国はアメリカです。しかし地的 

みおお 

に見るとアジアが多いのです0すなわち、イラン、サウジアラビアなどの 
産油国、絲_、笞湾、香港などの NICs 諸国、それにァセァン諸国 
(ASEAN タイ、イ ン ドネ シア、フィリピン、 マレー シア、シン ガボー 
ル、ブルネイの6か国よりなる）です。図 6-4 から明らかなように、日本 
は多くの国々 : に 文 | して 輸出 7 超過ですが、産油国と資源輸出国に g しては 
輸入超過です。これは図 6-4 のように、 かつては 綿花 • 羊毛などの繊維 
原料を輸入し、綿織物などの繊維製品を輸出"するパターンであったもの 
が、今日では原油が輸入総額の3分の1を占め、機械類、自動車、鉄鋼な 
どの重工業製品、組立ェ業製品が、輸出の中心に長わって t たためで 
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図 6-2 輸出入先の戦前 • 戦後の比較 



出所：『日本国勢図会』 （1984 年版）による。 


す。 

日本とアジアの主要_との貿复について詳 3 細に見ると、各国の特徴 3 が 
表れていて興味深いものがあります。表 6-2 のように、日本からアセアン 
諸国へは同様に 機械 _ • 自動車 •鉄鋼などを輸出しています。しかし 輸 
入面では各国 様々 で、インドネシアからは 原油•液化天然 ガス•木材な 
どを輸入し、タイからは 天然 ゴム •魚介 _など、フィリピンから 銅鉱•果 
実•木材など、マレーシアから木材 •原油 •錫地金など、シンガポールか 
らは 石油 製品を輸入しています。また:^ 近独 S したブルネイからは、 原 
油•液化天然 ガスを輸入しています。このように、シンガポールを除くア 
セアン諸_は、日—本、アメリカなどの先進国に第一次産品を輸出 5 し、その 
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図 6- 3輸出入品目の戦前•戦後の比較 
二輪 ろ 動車/ 


その他 

29.8 


陶磁器 

金属製品- 
2.3 

鉄鋼 2.6 
魚介類 2.9/ 

機械類 3.1 
[im 入"！ 


へ^物 ' 有機薬品/ その他 

仏恐 


機械類 


平均ノ 
卜 57.6' 



31983 

j 36.4% 



、ノ 


v 5?3 y 繊維品^^鋼/自動車 


V 8.2 化繊織物 f \ 


8.7/ 17.8 


( 

等 12 】^^為 

生ァー 


鉄鉱石 2.5 


その他 

32.5 r*\31.6\ 

溫匕 カス 


出所：『日本国勢図会』 （1984 年版）による。 


必要とする工業製品を先進国から輸入しています。その中でもとりわけ 

日本との貿易が重要です0また日本の対中貿易は近年急速に拡大し 

てきましたが、貿易量はまだ対韓国、対台湾貿易よりやや大きい-度で 

す。輸出では中国の必要とする鉄鋼•機械類、また中国からの輸入は原 
ゆ おお 

油が多いのです0 

これに 対 1 して日本と 韓国、台湾などの NICs との 貿易は、 やや事情が 異 
なります。 韓国から 矢 威.魚介麵.鉄鋼などを輸入し、台湾からは魚芬 
威 • 機械類 • 衣 m 、 香港から去類 • 魚介類.精密機械などを輸入 していま 
す。このように 韓国、台湾、香港、 シンガポール などの諸国は 工業化が 進 
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第 1 節アジアと日本 


衣# . . . 

魚介類 . 

精密機械 . 

時計 . 

貴石 • 半貴石… 
非鉄卑金属くず 

機械類 .••• 

がん具 . 

金属製品 . 

造把" . 

鉄鋼ぐず . 

計 X . 


223,585 

35 

61，132 

9 

43,897 

7 

38，191 

6 

32,970 

5 

28,244 

4 

20,598 

3 

18，163 

2 

16,004 

2 

13,043 

2 

12,445 

2 

622,268 

100 


2,340,877 
507,640 
273,555 
212,537 
138,042 
126,775 
120,303 
114,420 
74,878 
70,428 
63,762 
5,352,417 


1 ， 271，763 
705，137 
147,221 
145，145 
118，137 
104,025 
93,600 
83,991 
82，173 
62,870 
59，143 
3,510,825 


機械類 . 

半導体素子 • 

精密機械 . 

時計 . 

鉄鋼••…_ . 

合成繊維織物- 

綿織物 . 

船舶 . 

プラスチック- 

金属製品 . 

紙类頁 . 

計 X . 


1 ， 452,680 
149,375 
544,706 
361,304 
287,264 
252,050 
193,411 
176,432 
153,413 
128,616 
121，840 
4,717,792 


魚介類 . 

機械類 . . 

衣類 . 

野菜 . 

家具 . 

はきもの . 

鉄鋼 . 

果実 . 

肉類 . 

運動用具…… 
ブラスチック 
計 X ……… 


378,329 
263,725 
239,935 
202，182 
106,083 
87,053 
80,008 
76,059 
73,606 
49,985 
49,337 
2,443，115 


機械類 . 

半導体素子- 

. 

精密機械 . 

有機薬品 .. 

プラ久チック- 

金属製品 . 

合成繊維織物¬ 
業同••… . 

飼料 . 

染料 • 浼料類 • 

Sfx . 


1 ， 730，167 
123,048 
531，044 
190,476 
165,029 
135,463 
110,921 
92，162 
83,518 
69,681 
61，316 
4,255,369 


機械類 . 

半導体素子 

鉄鋼へ . 

■ W 機薬品 . 

精密機械…… 
ブラスチック 
金属製品…… 
合成織維織物 

無機薬品 . 

染料 • 塗料類 
合成繊維糸… 
計 x.r . 


1 ， 858,445 
106,801 

555,300 

351,359 

170,589 

160，112 
108,089 
90,319 
80,945 
59,001 
53,935 
4,881，133 


38.1 

2.2 

11.4 

7.2 
3.5 

3.3 
2.2 
1.9 
1.7 
1.2 
1.1 

100.0 


衣類 . 

魚介類… • 

鉄鋼 .. 

機械類… • 
糸類 . 

はきもの- 
絹織物… • 
有機薬品 • 
石油製品 • 

野菜 . 

石材“ ••… 
計 X •••• 


616,557 
547,831 
439,054 
271，316 
198,498 
95,735 
94,467 
66,667 
64,857 
58,748 
. 50,792 
3,253,813 
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ホンコンとの貿易（1982年） 

ホンコンへの輸出 千‘ドル % ホンコンからの輸入 千ドル.％‘ 


台湾との貿易 （1982 年） 

台湾への輸出 千ドル % 台湾からの輸入 千ドル % 


韓国との貿易 （1982 年） 

韓国への輸出 千ドル •- % 韓国からの輸 X 千ドル % ■ 


表 6-2 日本とアジア主要国との貿易 

中国との貿易 （1982 年） 

中国への輸出’ 千ドル ％ 中国からの輸入 千ドル _% 


825713 .173760 

031765433220 
3 1 〇 
1 


751064214330 

395422221110 


類 


-X 


1II 鼸 sfll 計 


212140743870 

604433222110 
3 2 〇 
1 


7 9 5 592620640 

022433222110 
4 1 〇 


… 

類 

… 



ス 

薬 

車 

糸 

肥 

繊 

千 

品 

ッ 

ク. ..- 

料 

維 

州， 

物- . 

機 

•X 

械 




11 — 計 


98113 539 6100 


568336310000 

• - .. 翁 •.•• fc - • ♦ • • • 

519843333220 
11 〇 


9 85 3-19900860 

863862222110 
111., 〇 












































































































































2 

4 
6 

3 
0 
9 

5 

4 
3 
3 
3 
0 



千ドル 

% 

インドネシアからの輸入 

千ドル 

1，405,082 

33,0 

原油 .. 

7,369,805 

202,164 

4.7 

液化 天然ガス . 

2,655,810 

782,579 

18.4 

重油 . 

644,815 

529,378 

12.4 

木材 . 

458,004 

237,582 

5.6 

えび . 

221，873 

131，658 

31 

ニッケル 鉱 . 

140,792 

105,905 

2.5 

ii B J 發ム . 

99,893 

101,084 

2-4 

すず地金 . 

86,920 

55,075 

1.3 

コーヒー豆 . 

61，000 

49,530 

1.2 

液化石油 ガス . 

53,482 

46,026 

11 

天然ゴム . 

27,478 

4,260,554 

100.0 

計 X . 

12,004,985 



498534283980 

232236433210 
4 1 o 





































































































第 1 節アジアと日本 


マレーシアとの貿易 （1982 年） 



千ドル 

% 

マレーシアからの輸入 

千ドル 

% 

機械類… . 

鉄鋼 . 

自動車 . :" 

舟&舶 . 

金属製 fj 卩 . 

二輪自動車 .■ 

ブラスチック . 

紙類 . 

精密機械 . 

合成繊維織物 . 

m . 

Srx . 

984,695 
424,790 
341，020 
101,100 
88,653 
54,532 
47,255 
37,693 
32,691 
31,765 
25,989 
2,502,017 

39.4 

17.0 

13.6 

4.0 

3.5 
2.2 
1.9 

1.5 
1.3 
1.3 
1.0 

100.0 

木材 . 

原油 . 

すず地金 . 

銅鉱 . 

ノ、。一-ム油 . 

機械齋 . 

天然ゴム . 

えび… . 

ウツ r •ナツプ . 

羊毛 . 

ボーキサイト . 

計 X . 

1,326,643 
995,155 
194,905 
68,875 
68,018 
67,390 
51,625 
41,627 
15,917 
15,822 
11,068 
3,009,574 

44.1 

331 

6.5 

2.3 

2.3 

2.2 

1.7 

1.4 

0-5 

0.5 

0.4 

100.0 


出所：『日本国勢図会』 （1984 年版）による。 


いるい きかいるい てつこう せいみつきかい でんしせいひん せんいひん ゆしゆつ麵ようそうりよく 

み、衣類 • 機械類 • 鉄鋼•精密機械 • 電子製品•繊維品など輸出競争力 
のある工業が育ってきたことを示しています。 

X ■ひ4う. * しよこく げん 

図 6-5 および表 6-2 に見るように、日本にとってアセアン諸国からの原 
料輸入が不可欠であり、また逆にアセアン諸国にとっても日本に第ゴ灰産 


品を輸出して外貨を獲得しなければなりません0それは シンガポールを 
くアセアン 諸国は、同じような第一次産品を生産し、同じような®餐 * S 

ゆう いきない そうご ゆしゆつ ゆにゆう あ ふかのう 

を有しているため、域内で相互に輸出，輸入し合うことが不可能であるか 
らです。 日本とアセアン諸国との貿易は補完的です0ぞれ故、アセアン諸 
国、 NICs にとっても、%も近い先進国（市場）である日本の存 S が未奇芡 


なのです。 

しかし、アジア諸国には日本 S 品が氾濫し、日本はアジアの謠#を ® i 
し、海老などの魚介類、鉱物資源を略奪し、公_を輸出しているとの It 判 
の声が高まっています 0 NICs と同様に、アセアン諸国でもエ業化への根 
強い願望があります。日本はこれら諸国の i 業化に協力していかねばな 
りません 0 日本がかつて得意としていた繊論製品、雑夤、玩具などの券 
は、アジア諸国にとって代わられてきました。 NICs との関係は二層複_ 
です。一例を挙げれば、韓国の鉄鋼業は急速に発展し、今日では畚通鋼の 
分野では日本製品と十分競争力を持つまでに簽長しました。そしてさ 
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第 1 節アジアと日本 

表 6-3 アジア主要国の輸出先および輸入先 

主要国の輸出先 （1.981 年） 

(金額による輸出先百分比）（〇内の数字は日本の順位). 


アジァ 

日本…. .. アメリカ26.西ドイツ4 .サウジアラビア4 .韓国4 

サウジアラビア……日本17 •アメリカ13 •フランス10 •イタリア7 

シンガボー ル . マレー シア16 .アメリカ13 . 日本10 .ホンコン . 9 

韓国…… . . .アメリカ26 .日本17 .サウジアラビア5 .西ドイツ5 

ホンコン . アメリカ28 •中国9 •イギリス7 . 日本5⑤ 

台湾….“ . アメリカ36，日本11•ホンコン8 •西ドイツ4 

インドネシア•……日本47 .アメリカ18 •シンガポール10 • トリニダード • トバゴ3 

イラク . イタリア 20. トルコ15 •ブラジル10 .日本9 

イラン . ………日本17 .バハマ14 .スペイン12 .イタリア6 

アラブ首長国連邦…日本38•フランス9 •アメリカ9 .オランダ領アンチル諸島7 

マレーシア . シン ガボール 20 .日 本19 .アメリカ9 .オランダ5 

インド ... アメリカ12 .日本10 .イギリス9 •ソ連9 

クウェート…… . ••…日本20 .オランダ11•韓国8 •イギリス7 

タイ .. .. 日本15 • オランダ13 • アメリカ13 • シンガポール8 

イスラエル . アメリカ22 .イギリス8 .西ドイツ7 . 日本4⑨ 

トルコ… . 西ドイツ14 •イラク12 •リビア9 .アメリカ6 

フィリピン .. アメリカ31•日本22 •オランダ6 .西ドイツ4 


主要国の輸入先 （1981 年) 

(金額による輸入先百分比）（〇内の数字は日本の順位) 


アジア 

日本 . アメリカ18 • サウジアラビア15 .インドネシア9 • アラブ首長国 

連邦6 

サウジアラビア……アメリカ22 • 日本18 •西ドイツ10 •イタりア7 

シンガポール . 日本19 • サウジアラビア18 . アメリカ13 * マレーシア12 

韓国 . 日本26 .アメリカ22 . サウジアラビア15 -クウェート8 

ホンコン . 日本23 •中国21.アメリカ10 .シンガポール8 

台湾 ... 日本28 .アメリカ22 . クウェート12 . サウジアラビア8 

インドネシア . 日本31•アメリカ14 . シンガポール10 .西ドイツ7 

イラク ........... ……日本18 .西ドイツ17 .フランス9 .イタリア8 

イラン…… .. 西ドイツ14 . 日本13 •イタリア7 .イギリス6 

アラブ首長国連邦…日本17 •イギリス13 • アメリカ12 •西ドイツ7 

マレーシア . 日本22 .アメリカ13 * シンガボール12 . オーストラリア5 

インド . アメリカ10 .イラク10 .イギリス9 •日本8 

クウェート . 日本21•アメリカ14 • イギリス9 •西ドイツ9 

タイ . 日本21 . アメリカ17 . サウジアラビア10 • シンガポール6 

イスラエル . アメリカ21.西ドイツ10 .イギリス7 •日本2⑨ 

トルコ . イラク18 .西ドイツ10 •リビア9 . アメリカ7 

フイリピン . アメリカ23 .日本19 •サウジアラビア13 •クウェート5 


出所：『日本国勢図会』 （1984 年版）による。 





































第 6 章日本とアジア 

らに日本の MMB の ii とを録に叉ぅすることを秦1していますが、日本 

猫は難し4を示しています0それは一般にブーメラン効果と言われるよう 

に、 i 新の設備や技術を譲り渡すことによって、日本鉄鋼業の競争力が 
ょ6: 

弱まるからです0 

このような例はほかに幾つもあげられます。例えば、日本の優秀な時計 
用ムーブメント（クオーツ）が量産され安価で輸出されると、香港ではそ 
れを輸入し奋み立て、完成品を安価に輸出してきます。それ故、日本の時 
言ギメーカーは、それに対抗するため.に安価な時計も生産しなければなりま 
せん。このような例は今後も続出するでしょう。 EC のように、アジアで 
も日本、韓国、台湾、中国、アセアン諸国などが、 fe 内分業体说を今後確 
立していく必要があります。それには近代工業のみならず、各国の特性を 
生かして地場産業、農業、漁業、観光など全産業を含めて考慮する S 要 
があります。アジア各国が貿易面で無益の対立をするのではなく、 k 実を 
直視し、お互いに譲歩して協調していぐことが、この地域の安定平和に 

っな 

繫がるのです0 

3 . 日本の開発援助と協力 

(1) 資金援助 

日本とアジア諸国の関係は密接です。アジアの安定と発展に寄与するこ 
とが、日本の役割の一つです。日本のアジア諸国への援助•協力関係は、 
種々の形態をとっています。そのひとつは資金面での経済援助です。日本 
は OECD の下部機構で ある DAC (開発援助委の 二 員として、多額 
の開発援助を行なっています。表 6-4 のように、1981年の！^府開発援助総 
額は、二国間の無償資金協力、技術 5 協力などの贈与が8億1，040万ド 
ル、貸付14億5, 000万ドル、ぞれに国滅機関への出資拠出など9億1，050 
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第 1 節アジアと日本 


f f 贈与 . 

T . 0 無償資金協力… • 

政 2 

府国彳技術協力 . 

| \ fi] 貸付など . 

て I 計 

' 国際機関への出資拠出ィ 

言十.'… . 

f 輸出信用 （ 1年超） 一 
M 直接投資金融など… • 
国際機関への融資な< 
I 計 . . .. 


直接投資…" •• …… .. . 

輸出信用 （ 1年超) .. 

その他 2 国間 SE 券投資など- 
国際機関への融資参加など- 
民間非営利団体による贈与 • 
合計….…... . 



万ドルを含めて、 31 億 7,090 万ドルでした。これにその他の政府資金 30 
億 2,260 万ドルを加えると、政府ベースの経済協力は合 ff 61 億 9,350 万 
ドルに達しました0これに民間ベースの直接投資、国 li 機関への融資など 
の 60 億 3, 790 万ドルを加えると、総額で 122 億 3,130 万ドルでした。経 
済協力総額の分 GNP 比は 1.08 パーセント発援®だけでは 
0.28 パーセント）でした。この金額はアメリカに次いで、 フランス、 西ド 



わが国の経済協力実績 


(.単位：百万 ドル) 



民間べ一.ス 


政府べ—ス 


























第 6 章日本とアジア 


図 6-6 わが国の地域別経済協力実績 一 支出純額 



注： 1960 — 1981年累計。単位100万 ドル。 
出所： 『 JICA 資料』による。 


イッと並ぶ金額でした。日本の経済協力の中には、多額の民間投資が含 

おお じんこう かか ひとりあ きん 

まれているとか、多くの人口を狍えるアジアの一人当たりにすればその金 
額は非常に僅かなものに過ぎないとのアジア諸国からの批判もあります0 
しかし、日本の防衛関 g 費の対 GNP 比が約1パーセントであることを考 
えれば、日本の援助は正しく評価されねばなりません。 


日本の経済協力の主要相手国は、アセアンを中心とするアジア諸国で 
す。すなわち、図 6- 6のように、経済協力の累計 （1960 年一1981年)591 
78 







































































第 1 節アジアと日本 


億3,200万ドルのうち、その約50パーセントがアジア地域に支出されて 
きました。とりわけ、アセアン5か_へはその半分弓茧”が支出"されました。 
この金額を太洋州、アフリカのものと比較すると、日本がいかにアジアを 
重視してきたかが理解されるでしよう。アセアンへの政 it 開義援助をと 
っても、総額 99. 3億ドル （1972 年一81年累計)中の45パーセントは日本 
からで、アメリカ、 EC の約2倍でした0またアセアンへの資金の流れ 
312.6億ドル （1972 年一81年累計）の43パーセントは日本からでした。 

このような資金の流れと共に..、多数の日本企業がアジア諸_に進出"し、 
現地での雇用拡大に寄与しています。1981年のジュトロ ( JETRO ) の資 
料によれば、インドネシアに209社(現地雇用労働者数8万人)、マレーシ 
アに252社（同6万人）、 フィリピンに 734社（同 7. 3万人）、シン ガボー 
ルに 761 t 社（同7万人)、ダイに407社（同5万人）とアセアン5か誠に総 
計で2, 363社進出じ、33万人強の現地:|用者がいます。この他にも台湾、 
韓国 （619 社）などにも早くから多数の日系企業が進出しています。進出 
企業の業種は製造業が圧倒的に多く、商業•貿易がそれに長いでいます。 
日本企業の€外進出 5 は歴史が浅ぐ経験が少ないだけに、現地社‘と必ずし 
もうまぐいっていない場合も少なくありません。日本人駐が現地社 
会に溶け込んでいないとか、現地雇用者のトップ • マネジメントへの登用、 
賃金•’労働環境、労使関係など今後改善されるべき問連が山積していま 
す。現地社会、 k 地人の考え方への無理解から多くの問-が義生している 
ように思われます0 

(2) 人的交流 

資金援助と並んで重要なものに、技術協力などの人的女流がありま 
す 0 日本政府は V 国際協力事業団 （ JICA )、 ジャパン•ファウンデーシ 
ン、アジア 経済研究所などの機関をつくり、 アジア 諸国との交流を深 


a 
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第 6 章日本とアジア 


図6 - 7わが国の ASEAN に対する技術協力実績 



研修員受入れ調査団派遣 専門家派遣協力隊派遣 


注：1981年度。 

出所： 『 JICA 資料』による。 

めてきました。図 6-7 のように、技術 5 協力面で1981年には3, 772 乂の 
研修！ fc を受け又れ、また4,168人の調査団と1，681人の専門家を派遣し 
ました。地藏に見るとその半分以上がアジア関係でした。また同年に 
442人の賽年海外協力隊貪を、アジアその他の地域に派遣しました。国 
際協力事業団では1983年3月末までに、延4万6, 087人の研修員の受 
け又れ、4万1,670人の専門家•調査団員の派遣、4,403人の青年海外協 
力隊 M の派遣と大きな役割を演じてきました。 

また図 6-8 のように1982年に日本は1, 777人の国費留学生を妻け入れ、 
その中の68パー セン トの1，113人は アジアから でした0また国際交流基 
金の支出 5 先 も、 アセアン、 中国、韓国などの アジア 地域が 、 EC やアメリ 
力より多いのです（図6-9)。日本政府は、21世紀の初めには、森費を含め 
て10万人の留学 i を全世成から叠け入れる計画を発表しています。それ 
が実現した時には、多数の外国人が日本で学び、人的交流^が一層盛んにな 
ることでしょう0 
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注：昭和57年5月1日。 

出所： 『 JICA 資料』による。 



注：昭和56年度。単位億円。 
出所： 『 JICA 資料』による。 
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iil ベース、ぁるぃは Mi ベースの方も、14の ii を M 筷す 
るような_はなされていますが、十'分ではなく、経済優先であるなど叠 
け又れ_■からの批判もあります0しかし、ベース、民間べースの開 
露嘗り：^くには二定の制約があることは止むを鼻ないでしょう0それを補う 

みんかん かいがいきようりよくだんたい 

のが民間の海外協力団体 NGO (Non Governmental Organization ) で 
す。この種の組織の歴史は日本では浅いため、その数はまだ多くはありま 
せん。しかし、ある調査 （ NGO 研究グルーブ）によれば、現在少なくとも 
86団体あります。その中の60パーセントは1970年以降に設立され、とく 
に1980年前後に任#、の NGO が集中して設立ざれています。 NGO の半 
数近くは財団法人や社団法人などの法人格を有しますが、他方、法人格を 
有さない市民主‘のグラスルーツの NGO が約30あることが注 5 目されま 
す0法人格の NGO は i 府等の補助金を晏けているものが多いのです0 
NGO の事業活動としては、直的開発協力-動が多いのです。その具 

たいてきないよう しきんえんじよ ぎじゆつえんじよけんしゆういん'う い じんざいはけん ぶつ 

体的内容は、 資金 援助、技術援助（研修員 受け入れおよび 人材 派遣)、 物 

しえんじよ かんせつてきかいはつえんじよ かいはつきよういく けんきゆうじよせい ざいにち 

資援助です。また 間接的 開発援助としては、開発教育、 研究 助成、在日 
留学生の世-などを行なっています。対外援助活動の分野は、医療 •保 
健、 農業 • 農村開発、工業、教育など数多くの分野にわたっています。ま 
' た対象地域を見ると、アジアを対象とするものが全‘の70パーセントを 
占め、その他の NGO も多かれ少なかれアジアとの関係を持っています。 
このよう にわが国の NGO の 多くは、身近な地域であるアジアを対象とす 
るものが多く、小規模の 市民 レベルの ものから、大きな財団まで、 政府 レ 
ベルでカバーし きれない分野で心の触れ合う活動をしています。 

人的-流 5 の面で、その i 果が期ぜされるものに、1984年から始まった日 
本 ftil によるアセアン青年招私言羊画 （国際 協力事業 5 団担当）がありま 
す。これはアセアン6か国から5年間に延3,750名の青年を日本に招聘 
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する笑です。その葑畜箸も、の© A 、 ジャーナリスト、篆1、_ 

せい としきんろうせいねん のうそんせいねん せいしようねんしどうしや こんご やくわり きたい 

生、 都市 勤労青年、 農村 青年、青少年指導者など、今後その役割が期待さ 
れる人々 が 幅広い層 から 選ばれて いるので、 将 5 来、彼らが日本と アジア 各 
a を 結び# ける貴重なみとなるものと期‘されます。 アジアの 青年一人 一 
人が自分自身の目で日本を見、日本人と接することから、正しい日本の姿 
を理解す る ことができ るでしょ うし、また日本の青年 達に とっても、 逆に 
彼らから アジアに ついて学ぶことにな るので す。 

是ぜされてきたとは#え、日本人の目は&然として欧 i 指高であり 、 M 
来品（欧米の高級ブランド)崇拝の傾向は依然として根強いといえます。 
日本は地理的にアジアの東端に位置するため、.意識の上でアジアから離脱 
することが可能であったのかも知れません0しかし、今日の世界情或を 
考える時、日本は今一度しっかりとアジアの一国である.ことを再認識し、 
アジアに腰を据えねばなりません0アジア諸国をより正しく理解し、心の 
こも っ た資金•物資援助、人的交流を深めることによって、アジアの安是 
平和および発展に協力していぐことが日本の責務であり、それがまた4 
日の世界で日本が基き残っていく道でもあるのです。 

第 2 節日本と アジアの 経済関係 
—日本との貿易•投資関係—— 

で、 日本と ァジァの ii を 諮に しました が、ここでは、 i 
済的見地から考_する ことにいた します。 

けいざいてきもんだい たいがいてき もつとじゆうようせい ゆう ぼうえきちよくせつとうし けい 

経済的問題で、対外的に最も重要性を有するのは、貿易、直接投資、経 
済協力•援助の問題です0この節では日本とアジアの経済的関を貿易 
および直接投資の問題に焦点をおいて考察します。 
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さらに、葑荈 wil で笑 i なことは、する葑しぎ：ゃ謹をどぅ 1 M 
するかであります。対象とする地域や国によって経済的な相逢や差真が 
ありますので、所得が近い国のグループとか経済統合がおこなわれている 
地域グルーブ、さらに、経済体制の萬なった国などにわけた方がよいと慧 
います0 

ここでは、ァジァ諸国のうち、日本と経済 1 関係の深いァセァン_議と 
韓国、台湾といった中進国、および中_の三つを文 I 象 5 として％_するこ 
とにします0 ノ 

日本とァジァ諸国との済的関係は、先進 i 業国と展喜という 
相互依存関係からの分業体制がみられてきました。日本が会 k 希灰誠で 
あるということから、ァジァの資源保有発展途上国は原料•資源の供給 
国として、日本は工業製品の輸出国として密接な連済関 i を M けていま 
す0最近では、発展途上国も一次産品の輸出国のみならず、国内での輸 
入代替エ業化（これまで輸入 5 してきた軽工業品を国内で生産すること） 
の進展によって軽工業品の輸出国へと発展しています。二方、日本は先 
進工業国として技術移転国であり、ァジァ諸国はその受け又れ国となり、 
この技術移転が経済発展に大きな役割をはたしています。 

ところが最近ではァジァの中 5 進工業国としてめざましい g 展をとげて 
いる韓国、台湾、香港、 シンガポール、 さらにそれらの国を追う準中^!国 
としての アセアン 4か国（タイ、 マレーシア、フィリピン、 インドネ シア） 
もエ業化の病展によって高い経癀麄長 5 をえています。また逢済体 S 3 を M 
にするものの大きな人的資源と豊富な地下資源をもつ中国は、新しい門戸 
開放政策をとり又れ、エ業化への新しい義展を急速に進めています。 

全般的にみて、日本をとりまくァジァ諸国の輸出競争力の強化から、 
輸出品も労働集約 m から資本集約 m に向けて、アジア諸国は mil 済の 
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¥でやく M をとげつつあります。ち系ぅ1誠、じ暴ん眾謹誠としての i 茜は、ア 
ジア地域のなかで重層的な競争を展開するようになってきました。しか 
し日本は資本供給基地としての役割がますます重要となってきています。 
また、国際分業体制 1 からみましても、これまでの資源供备議に葑する 

こうぎようせいひんきようきゆうこく すいちよくてきぶんぎようたいせい けいざいまさつしんか 

工業製品供給国といった垂直的分業体制も、経済摩擦の深化ととも 
に、中期的には日本、アジア中進国、アセアン諸国といったそれぞれの重 

i 礙蓄採 ii から W しぃ券！ V ぎぇなければならなぃでしょぅし、 

てき せつきよくてきさんぎようちようせい こうぎようせいひんそうごゆしゆつ 

長期的には日本が積極的な車業調整によって工業製品を相互に輸出 
し、£1ぅするとぃぅ K 端な棼 W 採 I を等がぇるべき薄がきてぃます。こ 
のことは日本の製品輸入比率が年々上昇していることからも奈臺されま 


その貿易関係を補完するのが直接投資の役割であり.、技術移転や援助 
H くにょって賢 i が Wu 、 縫礙ィか匕をし▲ぅじてぃます。日本はァジァ減 
国の中で最先端技術 5 の開発をはじめとして経済の国際化を進め、国際的連 
帯を考えたうえでの新しい分業を求めていかなければなりません。ぞれ 
ぞれの地域の経済的相互依存関係の深化が、世界経済の中でのアジア諸国 

けいざいはつてんじつげん もくひよう 

の経済発展を実現させることこそ、われわれの目標とするところです。こ 
のような考え方を背*として、それぞれの 4 k 、 国との貿易を考威してい 


きます。 


1. 日本とアセアン諸国の貿易 

アセアン 諸国は 6 か国からなる連合体 （ association ) で、日本との関係 
も全成的把握で考察しなければならないのですが、まだ十分な経済的統合 
‘を形成 してい ませんので、現¥では、日本との二国間 ( bilateral ) の貿易 
関 g が強く襄っています。しかし、いずれは地&的な統合体としての機能 


85 


第 6 章日本とアジア 


を発揮することになるでしょう 

アセアン 諸国は準中進国ですが、シンガポールは中進国として NICs 
のグループに入ります。 ここで も NICs として取り扱かうべきですが、 ア 
セ アン • グルーブに入れて考察します。すでに中進工業国として発展し 
ていますので、日本との貿易の内容も異なっています。しかし一方で、ア 
セ アン 諸国との^^の経済関®が深化しつつありますので、こ d では、 ア 
セ アンの 地域グループとして取り扱かうことにします。 

まず、次の問点から考察することにします。第二に、これらの ：4 k と 
日本との貿易で、現在問題になっています最大の課‘をとりあげ、第三に、 
なぜそのような問が表面化してきたかを考え、第三に、その問を邊決 
すべき対応策にどのような方€があるのか、以上の三つの点について考え 
てみます0 

V 

(1) 対日貿易のインバランス 

第一の点で、貿易上最も重要なことは、図 6-10 に祭すように(「氣商 
白書」 1986 年版)、対日貿易赤字国——シンガポール、タイーがあり、 
日本の市場開放を f 蜜く求めていることであります。また対日貿易黒字国 
——イ ン ドネ シア、 ブルネイ、 マレーシア、 フィリ ピン ——も黒字の主要輸 
出品が石油、天然液/匕 ガスで、 イン ドネ シアの 場‘は、その輸出が全輸出 
額の約 87パーセント（マレーシアは55パーセント） も占めています0 
したがって最近のように、世界市場での石油価格の下落や石油消費量の 
減少は、 これらの国の輸出収入を不安定にしています。そのため貿易 
収支黒字の大きいイン ドネ シアで も、 日本との貿易で非石油部門の輸 

かくだい 

拡大をのぞんでいます 0 

もともとそれぞれの国の貿易政策をどうとるかは、その国の工業化の目 
標によって決められます。したがってそれぞれの国が、どのような生産段 
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図 6-10 日本の対アジア主要国貿易（1984、85年） 



階にあるかによって貿易の形体が異なっていまず。たとえば、 シン ガボー 
ルは新興工業国としての、他の4か国は準中進工業国としての産業構 
造をもっていますので、貿易もそれにそった輸出品や輸入品をもった貿 
易構造を形-することになります0つまりその国の生産と貿易とのかかわ 

あ しめ ひよう あ 

り合いを示すものです。表 6-5 は、そのかかわり合いがどうなっているか 
を現したものです。したがって、この表で説明しますと、二次産業"で輸出 
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表 6-5 生産と貿易の類型 


市場•原産地 

産業 

国内市場 

輸 出 

輸 入 

一次産業 
.( P ) 

製造業 

Xp 

Ep 
メ P ' 

1 ' 

Mp 

在来工業（〇 

Xi 

Ei 


軽工業 （ Z ) 

XI 

El 

Ml 

重工業⑹ 

Xh 

Eh 

Mh 


注： X 、五、 A / は、それぞれ国内市場向け生産、輸出、輸入を示す。 

数字 P 、 し I 、 A は産業を示す。 

Xp — 伝統的農業で代表ざれる自給自足生産。 . 

JEp — 外国市場向け生産で素材のまま輸出するもの。 

五 P ' —国内で生産加工して輸出するもの 。 

出所：山沢逸平『工業化と対外経済関係』 1978 年。 

市場に出る Ep と Ep へとが、さらに進展して Ei とか E 1 に、さらには Eh 
となって経清の発 k 段 li を進めるわけであります0この Ep ， が輸出代替 
( Ep に替わって素林を加工し輸出すること）であり、そのうち一部の商品 

せい.ぞうこう - .ぎよう,ひん けいこうぎようひん ゆしゆつしこうがた こう.ぎよう ■はつてん 

が製造エ業品となり、軽工業品として輸出志向型のエ業へと発展したこ 
とになります。アセアン4か国はこのパターンをとっている国ですが、シ 
ンガポールはもっと i んだ 1 工業品の輸入代替化 （ Mh ) の段階を進め 
ています。したがって二另では、 E 1 という労働集約財（軽工業品）の輸 
出 Ife 萬 X 業ぅと4另では、 Mh という輸入代替エ業化を進めていることに 
なります。それは日本からの輸入が電気機械、一般機械、鉄鋼、輸送機械 
といった中間期 1 や資本成に集中していることでわかります0またブルネ 
イは鉱物性燃料 99.9 パーセントという輸出比率ですので、他の5か国と 
全く異なった貿易パターンを形成しているといえます。 

以上のように、生産と貿易のパターンからそれぞれの国の経済的特性が 
わかります0したがって対日貿易赤字•黒字も、こうしたパターンの変化 
から判断できるわけです。広義には、それぞれの国の経済発展段階から対 
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a 賢 I のぁり劳がゎかります。 M 實繼と賢 IMS とはいつも齧 S に随 
係しています。日本は先進エ業国として工業製品の輸出構造を高度化 
していますが、他方で農業 5 部門とか軽工業部門（とくにち在しボ企業ぅ棼 ff ) 
では、国際競争力をもっていません。したがってこうした巧では 
アセアン諸国の発展部門との間で、どうしても競 5 答した 1 W 態にあります。 
これまで通りの垂直分業から冰;年分業に备転しうるかといいますと、そ 
れには国内の産業構造の調整という問題が解決されなければなりません。 
しかし■辭が駐ィか匕しますと、どぅしても W 謙 I でその寡♦の歸し插 
を考えなければなりませんので、これからの政策は産業の構造調整をは 
かる方向に進められることになります。 

そこで第二の問題である#日貿易の赤字や黒字がどうして生じたか__ 
します0 


(2) 貿易赤字の発生要因 

まず、貿易赤字国の赤字発生の要因を考えてみましょう。基本的にはそ 
の国の経';^が前 af のような発展段階のどこに位置するかによって判断さ 
れます。とくに一国が貿易政策をどのようにとるのかは、その国の工業 
化の目標をどこにおぐかによって決定されるのです0そして、その貿易 
政策はェ業化のゴールをめざしていろいろな手段がとられることになり 


ます 6 

したがって、アセアン諸国でも前述 5 の表 6-5 のどの段隱——たとえばシ 
ンガポールは輸出 5 志尚的工業化を進めるとともに、第二次私な輸入戎馨 
工業化（中間財、資本財の輸入を国内の生産にきり#ぇること）を晏け又 

だんかい ぼうえき こと 

れる段階にあり ます ——にあるかによ っ て、貿易の パターンが 異なってい 
ます。 他の アセアン 4か国（ブルネイを除く）は、軽工業品の IT 入 代ぎ花 
から輸出志向型に向けている段!^で、これから輸出振興をさらに進めよう 
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として V 、ます。もちろん4か国すベて伺じパターンではありませんが、類 
聖として同じグループと考えてよいでしょう0 

例えば、日本との貿易インバランスの大きいタイでは、70年^:半ばより 
mm . ガーメント、 ic の輸出 5 成長を急速に#ばしています。7〇年戎聚に 
は i 業製品の輸出総額に占める割合が30パーセントを超えました。こ 
のことは確かにタイが輸入代替型から輸出志向型へのエ業化を進めたこ 
と•を意味しています。しかし、そのブロセスが大会困難で、どの主要産業 
が輸出産業として成功するかが問題です。それがその国の基幹産業であ 
れば、: i とも成功したことになります。とくに国内経ポの担い辜として外貨 
獲得になるからです。そのためにはその輸出 9 品が、まず国際競争力をも 
てるものでなければ比較優& (品質が良く、相対的にコストの安いこと） 
がもてません0 

したがって、こうした輸出産業が备 i されるまでに輸入代逢工業化を 
上手に遂行しなければなりません。タイが対日貿易で赤字が大きいのも、 
そうした壬業 Yt のブロセスにおいて日本からの中間-や機械!^の輸入 3 が 

おお じこく ゆしゆつひん かかくへんか いちじさんびん •ろうどうしゆうやくざいしゆう 

多く、自国での輸出品が価格変化のはげしい一次産品や労働集約財に集 
中しているからです。つまり、産業構造の高度化を進めても、まだ生産性 
の向上や国邊競争力の強化が十分満足のいくものでないといえます。 
そこで問題となることは主要輸出品である農産物や一次産品の加工品と 
いった輸出"代替威策の見直しにあるといえます。もっとも先進国市場で 
最も市場閉鎖的な商品に農産-があげられますので、競合商品として輸 
出不安定性をもつものであります。そこで付加価値を高めた加 i 品とし 
ての輸出滅馨工業化をもっと発展させるべきです。 

反対に、対日貿易の黒字をもったインドネシアは、その黒字自体に問- 
が見出せます。 それは対日輸出の約87パーセントが鉱物性燃料なのだか 
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らです。石油危機以降、原油価格の高騰で外貨収入も増大したのですが、 

83年3月の原油価格の下落や、さらに世界的な脱石油傾向が大きく輸出 5 を 
不安定なものにしています。その点、非石油部門の工業製品の輸出拡大 
がなくてはなりません。この国の輸入代替 i 業化が輸出志向型になった 
ものの石油製品の輸出ウェイトが大きかっただけに、これからの工業製 
品の輸出も、日本に強く市場開放を求めています合板とか、錫地金など数 

しゆるい げんてい ゆしゆつしんこう たいへんこん 

種類のものに限定されています。それだけに輸出振興といっても大変困 
難でしょう。 

鉱物性燃料の輸出についてはブルネイも全く同じです。対日貿易黒字 
のほとんどが原油と天然ガスです。輸出構成比 99. 9パーセントですので、 
日本への輸出はこの商品だけといえます。しかし石油採掘の利権による 

納付金が多く、国民の一人当たり GNP が1万7,380ドル （1981 年）と、 

* . 

安定した経済を維持している国です。 

米国市場への&存度の強いフィリピン（輸出総^!の32パーセント）は、. 
図 6-10 でみるように、対日貿易では1984年に3億3,900万ドルの赤字を 
もっています。フィリピンは55年に GNP に占める製造工業の比率が 15. 1 
パーセントと輸入代替工業化も早かったのですが、その後の国内産業育 
i も遅れがちで、70年代に乂って輸出志向型のエ業化の促進がはかられ 

なか せいちようりつ ひく けいざいてき の なや 

ました。しかしアセアンの中では成長率も低く、経済的にも伸び悩みの 
状‘が続いています。そのことは国内総生産に占める製造エ業の比率が、 
83年に 25.0 パーセントで、77年の 25.0 パーセントと同じ数値であるこ 

しめ 

とにも示されています。 

輸出品目 ㈤ では伝統的産品が約33パーセントですが、新しい輸出品の 
半導体が約15パーセント台で、衣類に次いで伸びてきています。しかし 
この工業品は原材料を^外から輸入していますので、この分野の伸びが 
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笑に繕びっぃてぃるため、@¥し必ぅ妾の异絵にはなりません。 
したがって日本との貿易関係も典型的な垂直的補完型を示しています。 
つまりフィリピンから日本への一次産品の輸出総額は全体の約82パーセ 
ント、工業製品は約23パーセントで、日本からの輸入は機滅機器約50パ 
—セント、金属品約22パーセントという状況です0そこで日本の市場 

ほう たい 

放に対してもパイナップル、シロップとジュース、チューインガム、たば 
こなど、一次産品類となっています。 

貿易依存度50パーセントというマレーシアは、貿易収支黒字を維持す 
る貿易立国であります。ゴムと錫の主要産品に、木材、パーム油、さらに 
新たに石油 • 液化天然ガスも加わり順調に成長しています。また製造エ 
業品の輸出も70年には総輸出 5 額の12パーセントにすぎなかったのが、 

83年には28グーセントと上昇しています。電気機械•電子部品が、エ 
業製品総輸出額の約53パーセントを占めるにいたっています0いわゆ 
る輸出志向型の工業化が進展していることになります。 

対日貿易では21億6, 000万ドルの k 字 (85 年)で、国別構成比では24パ 
ーセントとなっています。主要輸出品は石油 • 液化天然ガス、原木が主要 
となっていますが、加工製品の錫地金の回復と電気機械の熱電子管および 
半導体素子邊などが大幅に増加しています。しかしその比率はまだ小さく、 
13. 6パーセントにとどまっています。、逆に輸入では機械機器の 73. 9パー 
セント、金属品の 20.5 パーセントと輸入総額のほとんどがこの二つの部 
門で占めています。このことはまだ、このマレーシアが輸出志喊型の i 業化 
の段階で十分な赛展がみられないことを示しています0ゴムとかタイヤ 
などの生産、さらに伝統的なパーム油などの一次産品の加工品の輸出-— 
輸出代替:一に努力がそそがれています。したがって日本に突 f しても合 
板、バイナップル缶詰、冷凍えびなどの市場開放を謹く#求 7 しています0 
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以上の4か国（ブルネイは除く）の説明でわかったでしょうが、対日貿 
易が黒字であれ赤字であれ、これらの国は準中進国として輸出志向型の 
エ業化を進めています。この段階で労働集約財 1 を輸出向けに!産するこ 
とになるわけです。それには&内の低労働コストを比較優▲に生かして_ 
際的な競争力をえるような政策がとられなければなりません。それと同 
時に自国の資源をベースにしたエ業化を推進する輸出代‘ g 策をとるベ 
きです。それらの商品は一次産品の#加価値を高めるもので、発展途上 
国の工業花を自国のものとする重要な産業政策となります。これらのを 
業品は資源加工型やアグロインダストリー型（農産品の工業化）として 
再認識された威策であります。やはり準 i 業国として自国の資源に存力か口 
価&をつけた工業化が本来の i 業化といえるでしょう。 

1方、日本の貿易が先進国間で巨額な貿易収支上の黒字を生み出してい 
ます。そのために貿易摩擦が生”じ、輸入拡大のための議内の市場開放策 
が_じられています。とくに日本の場合は加工貿易型ですので、どうして 
も滅品輸入の比傘が、欧米先進国と比べぷさくなっています。84年の統言ギ 
では米国が 66.3 パーセント、 EC が 59.9 パーセントであるのに、日本は 
30.3 パーセントと半分にすぎないのです。したがって、この比率を大きく 
するには市場を開放して工業製品の輸入拡¥を実行する必て要があります。 
同じようなことが、アセアン諸国からの一次産品加工品や合板のような軽 
工業品の日本への輸出に対してもいえます。それはアセアン諸国の輸出 
品との競合にあ.る日本の国内産業を保養するためにとられるいろいろな 
措置による障壁がまだ残っているからです。 

さらに日本の産業構造が、よくいわれる軽薄短小を特色づけるハイテ 
ク産業へと暴行レているために、原料品を直接套用しなくなってきてい 
ます。このことがこれまでの重 7 摩長 5 大の産業が 12餐とした原材料を使 


93 




第 6 章日本と アジア 

m しなぐなったのです。この SIT 森の4に又 5 をアセアン M 喊に&_してい 
たのです。もっとも、安価な商品として輸; Ot る方向がこれからもっと謹 

いじよう せつめい たいにちぼうえき よういん 

くなるでしょう0以上の説明によって対日貿易のインバランスの要因がわ 

おも だいさん もんだい 

かったと思います0それでは、第三の問題である、これらの インバランス 
をどうすれば解決できるかを考えてみたいと思います。 

(3) 貿易アンバランスの解決策 

ここでは アセアン 諸_が最も強くのぞんでいる一次産品に対する日本の 
市場開放が第一の解決策になりますが、前述の通り日本の国内産業との 
競合関係が強い場‘は、ある-度の保護措置が残されるでしょう。しか 
し関税の引き下げをはじめ、輸入制限の緩和もなされることになります。 
いずれにしろ経済大国であり、東南アジア諸国の友好関係> を強ぐ打ち出し 
ている日本ですので、アメリカや EC といった先進諸国に対する輸入措置 

9 

ど比べて、アセアン諸国との間では分業体制をどうするかであります。 
つまり、ぞれまでとってきたアセアン側の一次産品の輸出と日本側の：£ 
業製品の輸出といった垂直分業をどう化させるかが重要です。 

アジア市場にて日本と NICs、NIGs とアセアンといった貿易の補完 • 
競争関係が、次_に重層的関係にあるようになってきています。こうし 
た背景にもとづいての日本の選択を考えなくてはなりません。第一に、こ 

すい■ちよくぼうえきちゆうかんせいひん さいしゆ‘うせいひんろうどうしゆうやくざい しほんしゆうやくざい 

れまでの垂直貿易を中間製品と最終製品、労働集約財と資本集約財と 
いったレベルの異なった工業製品を相互に輸出 • 輸入するといったフ乂年 
型の貿易に移行することがあげられます0もっともこの選択は、日本の産 
業構造の調墓という難問題をかかえることになり,ますので、中•長期的 
な計画を必要とします。しかし経済大国としての日本の役割を考えると、 
この選択はアセアン諸国の輸入代#から輸出志向への#済発展を可能に 
するため.、先進国日本がアジア経済圏においてなすべき方法であると考え 
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られます0といってもこうした方法が現実に適し、かつ順調に行なわれ 
るかというと、€して;^適な解#法ともいえないようです。 

その理由は、日本の産業構造調‘が可能であるとしても、はたしてア 
セアン諸国の工業化が日本との i 苹分業を満 i にするまでのち方らをじギ芬も 
っているかを^■えてみなければなりません。現段階ではむしろ自国の資源 
を有効に活用した輸出代替や農産品を中心としたアグロインダストリー 


の促進の方が最適と考えられるからです。こうした局面の発展によって 
内市場の能力を十分に ffi 力あるものとし、次に輸出志筒的:£業花の li 
展を考えるという発展戦略が必要なのではないかと思います。 

そうしますと、第二の選択の方が実現の可能性が強いと I 、われます。そ 
の選®^とは、アセアン諸はこれまでの伝統的一次産品および半製品，¥ 

かんざい てつこうはんせいひん どうせいひん きそかがくひん せきゆせいひん 

間財（鉄鋼半製品、銅製品、 アルミニウム、 基礎化学品、石油製品な ど） 

を日本に輸出し、それに対して日本は機械類やその他の資本財を輸出する. 

すいちよくぼうえき すいしん かくだい せんりやく こじまきよし にしたいへいようしよ 

といった垂直貿易の推進 • 拡大の戦略であります（小島清「西太平洋諸 
国の経済発展」1984年)。 

この二つの選択のどちらをとるかは、これからのアセアン諸国の発展戦 
略にかかわる重要な課題'であります G ここでの問題は^：つの戦‘のうち 
どちらが実現可能かを先ず考えて選択すべきでしょう。 

ここでもう一つの問題があります。それは アセアンが 連合体としての 一 
つの地域的な経済統€であることです。したがってこの6か国の域内貿易 
が最も重要となります0しかし現段！^においてはシンガポールを顏いて同 
じような経済発展段_をたどっていますし、経済構造も同じような類 II であ 
りますので、ともに貿易上競合関係にあります。したがって域内よりも先 
進国との二間貿易が重要視されがちです。その先進_とは アセア ン諸 
国との貿易取引量で一、二位を占めている日本ど米国とがあげられます。 
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ここで、 日本市場への輸出依存度の高い国——インドネシア、タイ、マ 

しじよう ゆし ゆつい ぞんど たか くに 

レーシア——とアメリカ市場への 輸出 依存度の高い 国—— フィリピン、シ 

く ベつ 

ンガボール ——とに区別します0そこで、日本と アメ リカがそれぞれ アセ 

• こく はい ゆにゆう 

アン5か国（ここではブルネイは入っていません）からの_入を、もし10 
パーセント幫关したち、アセアン諸国にどのような逢済的効美が生ずるか 
を Si ? してみます0その波及効果が表 6 -6に示されます0 


表 6-6 日本の貿易増加が与える効果 




日 


本 



年 

マレーシア 

シンガ.ポール 

フイリピン 

インドネシア 

タ ィ 

国内総生産 

1983 

■B 

0.5 

mm 


0.6 

(%) 

1984 





0.7 

1985 




WBM 

0.7 

経済成 i 


■B 


m 


1.2 

(%) 




0.9 

2.9 

1.3 




wmmm 

3 -l 

1.5 

貿易の 

1983 

0.20 

0.70 

0.20 

0.16 

0.50 

生産弾力性 

1984 

0.19 

0.56 

0.22 

0.34 

0.54 

1985 

0.25 

0.83 

0.22 

0.16 

0.47 



ア 

メ リ 

力 



年 

マレーシア 

ジンガホ。ール 

フイリピン 

インドネシア 

タ ィ 

国内総生産 

1983 

MEM 

H9I 


mm 

0.3 

(%) 

1984 





0.4 

1985 





0.4 

経済成長 

1983 



■B 

Bj 

0.6 

(%) 

1984 





0.8 

1985 



HI 

2.6 

0.9 

貿易の 

1983 

0.17 

0.75 

0.15 

0.18 

0.50 

1984 

0.21 

0.73 

0.75 

0.25 

0.14 

0.50 

生産弾力性 

1985 

0.19 

0.21 

0.15 

0.44 


注：日本とアメリカがもし1983年から10%の輸入を増加した場合の1984、85年の推計。 
出所：「アジア経済研究所統計資料」1983年。 
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こ の省で みる k り、① GDP への茹燊は日本击し秦への H ンニアの翯い 
国が、アメリカ市場へのそれと比べて、高い数値になっています。②また 
経済成長_は市場依存度の差からはっきりした数値が由ています。とく 
にインドネシア、タイは日本市場から受ける波及効果の大きいことがわか 
ります。③さらに貿易の生産弾力性ですが、これは貿易によって生ずる 
_内の笙産拡大への誘発効果といった方がわかり易いでしょう。この毅金 


表 6-7 アセアン諸国の対日要請事項 



貿 易 

マレーシア 

( GXD 対日市場アクセスの改善、関税引下げ 
(パーム油、合板） 

② 輸入拡大（天然ゴム） 

③ 製品輸入の拡大 

④ ブミプトラ（マレー人）との直接取引の 
拡大 

インドネシア 

( GXD 対日市場アクセスの改善、関稅引下げ 
(合板）、一層の市場開放 

② 非石油.ガス産品輸出振興への協力 

③ 石油シュアの維持、絶対量の維持 

シンガ ポール 

( G ® 対日市場アクセスの改善、一層の市場開 
放、非関税障壁の除去 
②輸出振興への協力 

フイリピン 

( GXD 対日市場アクセスの改善、アセアン産品 
に配慮した市場開放 

②輸出振興への協力（加工品、工業製品、 
農産物） 

タ イ 

( GXD 対日市場アクセスの改善、アセアン産品 
に配慮した市場開放（骨なしチキン）、関 
税引下げ（骨なしチキンほか） 

② 輸入拡大， 

③ 輸出振興 


注： （ G ) は政府間マター。 

出所：アセアン経団連ミッション報告、1985年2月。 
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でわかることは、加工貿易国であるシンガポールと、日•米市場への輸出 
比率の_いタイが、一^:産品や原燃料輸出国であるインドネシア、マレー 

だんせいち たか 

シア、フィリピンよりも弾性値が高くなっていることです〇そしてこの2 
国の対日貿易赤字が大きいですので、やはり日本に対して市場*開放を謹く 
求めるのも当然のことといえるでしょう。以上の推計はアジア経邊 W き発 
所によって算出された結果ですが、日本からみれば、アセアン諸国の日本 
の輸出 7 市場に対する期待が大きいかよくゎかります。日本は筅 Mx 實歸 
として近隣 i アセアン諸国への市場"開放をもっと真剣に考えなければな 
らないことが、これらの推計値からいえます。 

最後に、最近発表された日本の経清団体連合签のアセアン•ミッション 
の告から貿1に関するアセアン側の要||をあげておきます（ひ蒼6-7)。 

具体的なものとして、これら諸事項の実行が早くなされることです。 

? 


2 . 日本の直接投資問題 


(1) 直接投資の問題点 

しよこく たい 


ここでは、アセアン諸国に対する日本の直接投資を貿易との関係から琴 
S することにします。その硫は、！1っしましたょうに ァセァ — ¥ 


かんけい 


はつてん 


ちよくせつとう 


しんこうぎようこく はってん くに ちよくせっとうし こくないし 

進工業国として発展するため、これらの国への日本の直接投夤が国内市 
場開発型でなく、輸在去篇 I の M ぎ fli に！]けてのものでぁることを i 
i してぃるからです。鼾■に言 i しますと、懸闘からする® IT 耗 
替型の投資でなく、輸出な完型の投資がのぞまれていることです。 

W 1 M 会とぃぅのは、縫务 i の_騎勝とされてぃますょ 
うに、現地での進出企蠢ゃ g 営のノウハウをはじめなどい M 
資活動をさします0そこで直接投資をなぜするのかということになりま 
すと、これまで貿易からえられた利益が、相手国の産業保護（とくに幼稚 
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産業で、将来、その国の基幹産業となるべき産業を保護の対象とする） 
のための高い 関税障壁 や 輸入制限 によって失われていきます。： 

他方、発展途上国では産業保護政策によって国€の保護の IT 襄となる 
産業に対して優遇措置をとり入れます0そうしますと、先進: f 業_はこ 
れまでの輸出に対して制限が加わりますので、直接、現地で企業（答莽も 
含む）を設立し、その優遇措置による恩‘を臺けた方が利益をうけること 
になります。そこで貿易から直接投資に代替するわけです。さらにホス 
卜国（投資受け入れ国)の政府は企業の資金獲得のために 〆 議会签を 
としますので、外国からの投資を歓迎することになります。 

もっともその他の動機として、現地市場の確保、販路のとか低 k 金 
_用の活用などがあげられます0しかし、国内の工業化を、とぐに外 : ftM 
得のための輸出促進に結びっいた直接投資をのぞんでいる露麓4!1ぅ誠に 
おいては、輸出を補うような外国投資に重点をおいています。しかし 、 M 
資国にしますと、ホスト国に投資して企業を設置し、そこから輸出がなさ 
れますと、ブーメラン効果^つまり投げたブーメラン（直接投資）が再 
び手元に戻ってくる（自国への輸入）——といった:現象が生じますので、、 
それだけ自国の競合産業がおびやかされることにもなります。ましてや 
低賃金といった低コストによって国際競争力をもっと、なおさら投#議 
での自国市場が損害をこうむることになります。 

ホスト国では、先進国の直接投資によって自国の生産や経*のノウハウ 
という技術を導入できることをのぞんでいます。それが自国の産業発展 
を効率化させますので、できるだけ先進技術の導入をはかります。ところ 
が、それが輸出というブーメラン効果を生じますと、どうしても投資国は、 
その現地での_内市場を対象とした企業進出にとどめたい、つまり輸ボ 
と投資との関^からいいますと、投資_でのこれまでの輸出にするよ 
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うなち]!く SM 奎の驗&にとどめるようになってしまいます〇これが4し函っ筏 
馨靈の直接投資というわけです0 

この輸出代替型（ホスト国からすれば輸入代替型）は、現地の国-市場 
向けの生産にとどまるような直接投資を先行させるようになります。し 
たがって輸出によって外貨を獲得し、さらに国内の工業化を輸出志にも 
っ ていこうとするアセアン諸国では、日本の直接投資の方向に批判的であ 
ります0その根拠は、実証分析によりますと、直 fc 投奎によるブーメラ 
ン効果が意外と小さいとし、むしろ埤にアジアに進出"しているに日紊企業の 

たいにちぼうえき おおはばにゆうちよう けつろん だ せ 

対日貿易が大幅な入超になっているとの結論を出しています。日本が世 
界での資本輸出"国というレッテルをはられている以上、発^途上誠への 
直接投資はあまりミクロ的な議論をして、投資国の役割を忘れてはなら 
ないと思います0 

亨 

(2) アセアンへの日本の直接投資 

アセアン諸国に対する日本の直接投資は表 6-8 です。また、その M 資の 

ないよう ひよう しめ ふた ひよう つぎ 

内容が表 6-9 で示されます0この二つの表から次のことがいえます0アセ 
アン諸国への直接投資の全額の65パーセントを占めて いるの が、インド 
ネシアで、シンガボールの 14. 5パーセントを大きく引き離しています。 
これは表 6-9 でもわかりますように鉄•非鉄部門への投資です。インドネ 
シアは鉱物資源に恵まれた国です。日本のアセアン諸国への直接投資で、 

ねんだいこうはんいこうちよくせつとうし しげん しほんしゆうやくてきさんぎよう しんしゆつ 

とくに1970年代後半以降の直接投資は資源 • 資本集約的産業に進出し 
ています。石油危機以後、鉱物資源全般にわたっての供給問題が表面化 
するようになって注目された分野が、この鉱物資源加工産業への進出で 
す0資源稀少^日本にとって国内の経癀安全保障 3 上 I 欠くことのできな 
い重要分野になったわけです。そのため、そうした動機からする投資を資 
源志向型直接投資とまで称されるようになりました。インドネシアでの 
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表 6-8 アセアンへの日本の直接投資額 


項目 

年. 

インド 
ネシア 

マレー 

シァ 

フィリ 

ピン 

シンガ 
ガ、ーノレ 

タィ 

ブ ル 
ネィ 

アセアン 

合計 

日本からの 

1980 

3,895 

504 

537 

796 

363 

— 

6,095 

直接投資 

1981 

4,424 

650 

615 

936 

396 

— 

7,021 

累計額 

1982 

6,858 

681 

687 

1，202 

427 

100 

9,955 

1983 

7,268 

764 

721 

1，383 

521 

100 

10,757 

1 単位：） 
1100 万ドルノ 

1984 

7,641 

904 

786 

1，705 

593 

102 

11，731 


(65.1) 

(7.7) 

(6.7) 

(14.5) 

(5.1) 

(0.9) 

(100.0) 


注 ：（ ） 内はアセアン諸国での日本の直接投資比率。 


表 6-9 日本の対アセアン直接投資の内容 



インドネシア 

タイ 

フイリピン 

マレーシア 

シンガポー/.レ 

食 

品 

34( 1.6) 

53( 1.5) 

15( 1.2) 

22( 1.8) 

28( 9.3) 

繊 

維 

466( 1.7) 

156( 2.0) 

21( 1.2) 

137( 2.0) 

17( 2.4) 

木材.パルプ 

87( 2.0) 

6( 3.0) 

8( 1,1) 

47( 1.4) 

11( 1.0) 

化 

学 

106( 2.1) 

34( 2.0) 

66( 3.5) 

178(14.8). 

462(46.2) 

鉄•非 

鉄 

1，179 (10.3) 

31( 2.8) 

78( 3.7) 

66( 2.8) 

45( 4.1) 

微 

械 

22( 4.4) 

51(10.3) 

5( 2.5) 

10( 3.3) 

236( 6.6) 

電 

機 

42( 3.2) 

9( 3.0) 

9( 1.8) 

74( 2.4) 

182( 4.7) 

輸送 

機 

84( 4.4) 

39( 4.3) 

73(18.3) 

84(21.0) 

114( 1.4) 

そ の 

他 

158( 1.2) 

69( 6.9) 

21( 1.3) 

27( 1.8) 

182( 8.7) 

製造業 

計 

2,179< 3.2) 

428( 2.5) 

295( 3.2) 

645( 3.1) 

1，277( 5.8) 


注： 1. 数値は1984年3月末のもの。 


2.( ) 内の数値は1977年3月末に対する増加率。 

出所：トウン.ヴァン.トウ『東南アジアへの直接投資』1985年。 


アサハン • アルミ精練プロ ジェク トやシンガポールでの石油化学事業 
(表 6 - 9 でシンガポールの化学部門の投資増ふ率が笑きい）がそれであり 
ます。またマ I シアの化学部門での増加率が大きいのは、賢 K のところ 
でも述べましたが、1980年から液化天然ガス関連への kgMi が遍笑し 
たからです0 

しかし80年代に入って直資が伸びてきた分备は、ひ表6-9でもわか 
るよ.う に 機械 （タイ*シンガボール）、輸送機（マレーシア•.フィリピ 
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ン）、電機（全般的に増加）などの部門です0これは現地での産業構造を 
嵩度化させるため、政府が保護•育成政策をとりはじめたからであります。 
シンガポールは日本への投資要請として、既存工場の近代化や自動化•口 
ボット化の推進をあげています。中進工業国として第二次輸入代替エ 
業化（後述 5 )へと着々と進んでいることがわかります。 

また、投資拡¥に文 I する日本への要請をみますと、マレーシアは資源諸 
発やインフラストラクチュア部門（電力、ガス、水道、電信電話、航空、 
港湾）の整備への投資を、フィリピンは製造工業、農業開赛への投資を、 
インドネシアはエネルギー地熱資源の開発投資を、タイは輸出志向産業の 
育成と農産物加工産業の発展拡充のための投資を、それぞれ要-してい 
ます0 

これらの要請からわかりますように、 アセアン 諸国が、第一段階の輸入 
代替工業化から輸出志向工業化へ、さらに中間財（鉄鋼、アルミ、基礎化 
学品など）の第二段！^の輸入代替化へと急速な g 展経路をたどっていま 
す。それだけに外資導入”に対しては、この！！!業 5 化の促進にブラスになる 
ような効率的な運用をのぞんでいます。しかし投資国にとって多国籍企 
業を背景としたミクロ的投資行動は、企業利益にもとづいた国!^市場向け 
の直接投資のパターンを形成しています0つまりホスト国からすれば直 
接投資が輸入代替型となっているケースです。しかし、投資国によって 
は、発展途上国がのぞむような輸出促進に結びついた投資行動をとる貿 
易志向型セあるケースもあります0 

このように、投資国とホスト国との間で、どのような投資パターンがと 
られるかは大変重要なことです。これらについて日本のアセアン諸国へ 
の直接投資がどのようなパターンになっているか考察してみましょう。 

(3) 直接投資と貿易志向型 
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直接投資のホスト国は、その投資が自国の経済発展に結びつくものであ 
り、そのための輸出補完的な投資をのぞんでいます。逆に、投資国からみ 
れば、製造業部門への投資で、かつそれが輸出代替的なものとなることが 
多く見うけられます。 • 

例えば、日本の経済学者の中でも、これまでの企業を中心としたミクロ 
経済 1分析に対 1 して日本経済のマクロ的必要に応じた動機からのアブロー 
チをとっている人もあります（章末参考文献『日本の海外直接投資』参 
照)。その-見は次のようです.。日本の発展途上国に対する直 - 投資は、 
日本の比較劣&産業から直接投資の進出をし、ホスト国でそれに該当す 
る産業を創始し、育成していき、できれば輸出産業にまで成長させると 
いう、ホスト国の経済発展志向的な直接投資である、との議論でありま 
す。したがってこの議論ですと、日本の直接投資はホスト国で輸入代替 
的な性格をもつものでなく、むしろ貿易促進に役立った順貿易志向型 

ぎ+< 

( pro - trade-oriented investment ) であるとのことです。逆にアメリカの 

ちよくせつとうし たこくせききぎよう りじゆんついきゆうちゆうしん ぎやくぼうえきしこうがた 

直接投資は多国籍企業による利潤追及中心のもので逆貿易志向型 

かせつ 

( anti - trade-oriented investment ) であるとの fe 説です。 

こうした議論はこれまで理論的な枠組のなかでなされ、その実感を裏づ 
ける実証分析がなかったのであります0それはアセアン諸国に関する直 
接投資のアベイラブルな統計資料の不十分さにありましたが、一方ではマ 
クロ的な立場からする直接投資の論点が不明確であったことにも見出さ 
れます。ところが最近、その実証的裏付けをともなった本格的な研究が 
出されました。アセアン諸国を対象とした日本の直接投資は、これまで 
の間、ホスト国の資源産品とか労働集約財を日本に安_で、しかも安定的 
に輸入され、同時にホスト国の順を追った工業花（つまり輸入代¥から輸 
出志向的工業化へと）に貢献してきた、という結論です0日本の直接投 
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資はアメリガのそれと異なって、ホスト国の経済発展を志向するような役 
割をはたしてきたということです。 

しかし、 このよ うな マクロ 的な アブローチを ささえるのが、 ミクロ 的な 
企業の立場なのですが、現実に投資活動を行なっている企業のミクロ的な 
分析の結果も出されています。その議論は、直接投資者である日本の企 
業は、その投資が日本からの輸出と結びついているというわけです0ホス 
卜国からの批判であります輸入代逢的な直接投資であって、それがはた 
して貿易志向型（ホスト_の輸出促進に結びつくもの）であるかは疑問で 

せつ 

あるとの説であります0 

現 li に、日本の#アセアン直接投資の実態を分析した資料によります 
と、次のような* I 果が発表されています。現地に進出した日系企業が原 
材料や部品や購入を、どこからしているかの調査報告であります。それ 
によりますと、供給先に親会社であります日本の企業があがってくるわ 
けです0実績でみますと （1974 年)、日本から51パーセント、現地市場か 
ら41パーセント、第三国市場から8パーセントとなっています。79年で 
も40パーセント、51パーセント、9パーセントと現地市場供給が増えて 
いますが、日本からの輸入も多いとの分析であります。 

しかし、他方では、海外直接投資による k 地生産に代替されて減 1 ^し 
つつある日本の輸出の分析も出されています。それにより•ますと、繊維、 
木材、パルプ、化学、鉄鋼、非鉄などの資源確保や安価な労働力を f り棉す 
る業種では、直接投資の輸出に代替する性格が弱いとの結果がだされて 
います。しかし、輸送機械などは市場確保型であり、二般機“、%気機藏 
などにあっては、むしろ輸出を補完するものであるというわけです。これ 
から日本の直接投資が大きな役割をはたすべきアセアン地域に おいて、 こ 
うした直接投資が、ホスト国の輸出志向型工業化と直-リンクする鐘で、 
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もっと 役立つ ものとして考えられるべきであると思います。 

といって、先進国の投資がすべてホスト国にプラスになるとは限りませ 
ん。といいますのは次の実証分析でもわかりますように、ホスト国の経 
済状-がその投資を十分に受け入れて余りある経済状態にあることが 
必要であることを忘れてはなりません。例えば表 6-10 のような結果も出 
るからです0 

表°6-10は、日本が アセアン 諸国に対して 么共 投資を10パー セント 増 
¥した場‘に、それぞれの国にどのような効果が生じるかを推計したもの 

ふた ひと 

です。これによってわかる.ことは 二つの パターンがあることです。 一つは、 
シンガポールにみられるように、 GDP をはじめ、すべてに好結果を生じて 
いるパターンです。ほかは、国内需要を増加させ、それが輸入増力 V と 
の上昇をまねくといった悪い結果を生み出すパターンです。したがって、 
シンガポールのように、外国からの投資の増大が、国内需要を増加し、こ 


表 6-10 外国投資の国内総生産に対する影響 


.' 

年 

インドネシア 

マレーシア 

フイリピン 

シンガポール 

タィ 


1983 






国内総生産 

1984 





0.6 


1985 





0.7 



mm 


0.8 

0.9 

0.8 

1 国内需要 



WSM 

1.9 

1.2 

0.9 

系 ' 




1.6 

1.6 

0.8 






0.1 

0.7 

物 価 



HI 


-0.2 

0.8 






—0.9 

0.8 


1983 





mgm 

董. 輸 入 

1984 







1985 

4.7 



■■ 



出所：アジア経済研究所、1983年。 
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れが辑へ ME し、それが％®の弓ひ I ぎ卡げに ©5： ち、インフレ定りふくを 
抑制、国内総生産の増大を導く、といった好循環を生み出すことになりま 
す。しかし、その他"一とくに累積«務を多くもった国^—は、投畚 S 笑 
によって s 内総生産は上 5 昇 1 したものの、それが国内需要を喚起し 、 mx 
需要を増大して、さらに稼価をも上昇させ、かえって貿易]^:の i 花を 
まねくといった悪循環を生じてしまうことになります。 

しかし、そうだからといって日本からの投資を減少させるべきだという 
のではありません。むしろ資本不足,にとって外国からの投資は、この表 
でもわかりますように経済成長を.高めることになりますので、邊資インパ 
クトも大きいわけです。ただ、その投資増*を iS の経済'でどう nm 
すべきかに問題があるわけです。いうなればホスト国の外国資本の使い方 
にあります0それは発展途上国の経済発展への自助努力にかかわること 

y 、 

です。直接投資といい、こうした公共投資といい、現実にはそれを受け 
入れるホスト国の自助努力にまつべき問題であります。 

3 . 日本とアジア中進国 

(1) 貿易に関する問題点 

最近、世界経済が沈_する中でひときわ目立って成長を持続させてきた 
のが中進国と呼ばれる新興工業国のグループです。ここでは中進_をア 
ジアに限定し、さらに韓国と台湾を取りあげます（シンガポールはアセア 
ングルーブとして、前節で説明しましたので、ここでは取り扱いません）。 

そこで、日本との貿易関_を中心とした課題はたぐさんありますが、と 
くに次の三つの問題に焦差をおいて検討することにします。これらの問 

塵は益編 Wu 414 ですので、すべて錄なとぃぇなぃ盖もぁりま 

すが、重要な課題です 0 
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ここで取りあげる問題は、第一に、アジア中進国ょりも先進-で、笑麓 

，ぎじゆつ すす こうぎようこく きんりんこく たちば^_ 

技術の進んだ工業国で、近隣国である日本のおかれた立場についてであ 
ります0アジア経済市場では、現代世界経邊の縮図ともいえる筅遠_、ち¥ 

しんこくじゆんちゆうしんこくそんざい けいざいてききようそうほかんかんけいふくゴつい 

進国、準中進国が存在し、経済的な競争、補完の関係が複雑に入りくん 
でいます。とりわけ競合関係では「重層的這跡」とまで^^された H 
が現れています 0 

きようごうかんけい たい 

そこで、こうした競合関係をどういったメカニズムをもって、日本が対 

おう かんが ぐたいてき 

応していくべきかを考えなくてはなりません。具体的には、日本一 NICs 
—準 NICs といった S つの グルー プ間で工業 M 葚につ〜、てどのょうな呆 
平貿易や垂直貿易をとったらょいかという問題がでてきます。箭爺で蘇 
明しました垂直分業もその一つですが、さらに国螓的エ■谷囊懿や、ア 
ジア経済市場つでの日本の資本財供給基地論といったことが ㈣ ®の喆麄で 


あるようです0 

第二は、アジア中進国の輸出と輸入が、その崮の x 論か匕とどのような！! 
係をもって発展しているかの問題であります。これについてはちと 
しての貿易政策のたて方の難しさがあります。たとえば、78挙まで、岛10 
パーセント以土にも達する成長率を論持していた韓_ゃ答篝も79挙苡齡， 
成長率がいちじるしく低下しています（表 6-11 を参照のこと）。そこで， 
その解明にあた っ て複線的成長メカニズムとい っ た議齡も麗_されてい 
ます 0 この議論は、これからの中進国の経済発展にとって重ぅ M な繇1で 
あると思われます。 


さいきん ちゆうしんこく せいちようりつ 


しよとく の 


また、最近、中進国の成長率（とぐに一人当たりの所得）の伸びが、輸 

‘ nr 象益べて滿してぃるところから碱っ韻駐ぎ織の _ is し 

といった議論が出ています〇そこで再び成長 5 のエンジンとしての賢黛に 
ついての議論が出てきます。 
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表 6-11 アジア主要国の実質国内総生産の伸び率 


年度 

韓国 

台湾 

フイリ 
ピン 

インド 
ネシア 

タ ィ 

マレ- 

シ ァ 

シンガ 
ポーノレ 

1971 

10.1 

12.9 

5.8 

7.0 

4.7 

7.1 

12.5 

1972 

6.1 

13.3 

4.9 

9.4 

4.8 

9.4 

13.4 

1973 

15.3 

12.8 

9.6 

11.3 

9.4 

11.7 

11.5 

1974 

8.3 

1.1 

6.3 

7.6 

5.4 

8.3 

6.4 

1975 

8.1 

4.2 

5.9 

5.0 

7.1 

0.8 

4.1 

1976 

13.9 

13.5 

6.1 

6.9 

8.7 

11.6 

7.5 

1977 

10.1 

9.9 

6.9 

8.8 

7.2 

7.8 

7.9 

1978 

11.3 

13.9 

6.2 

7.8 

10.1 

6.7 

8.6 

1979 

7.1 

8.1 

7.5： 

6.3 

6.1 

9.3 

9.4 

1980 

△ 3.5 

6.6 

4.4 

9.9 

5.8 

7.8 

10.3 

1981 

7.1 

5.0 

3.7 

7.9 

6.3 

6.7 

9.9 

1982 

5.3 

3.9 

2.8 

2.2 

. 4.2 . 

4.6 



注：フイリピン、台湾は国民総生産、シンガボール、インド、パキスタシは会計年度。 
出所 ： IMF r Internationl Financial Statistics 』 な'ど。 


第三の論点は、その議論の中心である先進国の経済成長と中進国の實 
易との関係についてであります0この両齒の成長率は先進国市場の停滞 
に反応して、とくに第二次石油ショックの79年以降低下しています〇そ 
こで、貿易の成長機関車説について再検討する必要があると思われます0 
とくにアジア市場にて近隣国として経済大国の日本との関係が深化してい 
る両国にと っ て、日本との貿易は、まさに成長のエンジンたりうるものと 
考えられています。その貿易の成長エンジンがどのように変花している 
か考察する必要があります0 

(2) 日本との貿易関係での重要な課題 
以上、三つの魚点をさらに詳しく考えてみたいと思います0 
第一の論^^は、日本がアジア市場にて崮際工程分業型工業生産の中軸 
をなしていることに関してであります（この説明は小島清「西太平洋諸国 
の経済発展」 （1984 年）を参照)。アジア市場にて唯一の先進国である日本 
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の i 答は、 SI . Mi ® で眾黏にならなければならないのですが、叢 M の 
東アジアが対米輸出に大きく貢献しています。そのパターンは日本が 1 
ジア諸国に原材料、中間“、部品、資本 M などを供給し、そこで力*口 x さ 
れ、アメリカや日本その他第三国市場に輸出される、というのです。1980 
年の台湾の工業化率 （ GDP に占める製造業蟲門の害 H 答）が 38 パ— セン 

かんこく くら 

卜、韓国が28パーセントで、日本の29パーセントと比べてみると、かな 


たか すいじゆん 


たいべい たい しゆつちよう 


ゆにゆういぞんど 


り高い水準です。さらに対米に対して出超、日本への輸入依存度は1979 
年には13.5 パーセント （67 年は10.6 パーセント） と高くなっています c 
こうした趨勢は日本の製品輸入率（総輸入額に占める X ぎ蒼の 15 答） 

が約23パーセント （1980 年）から約40パーセント （1986 年）にはねが 

しようめい ひりつ やく 

っ たことからも証明できます0しかしこの比率もアメリカでの約75パー 
セント、 EC での約70パーセント（1986年）と比べますと、日本はまだ低 

すいじゆん みと ： 

い水準にあることを認めざるをえません。 

さらにほかの興味ある事例もあげられます。これはミクロ面での日本の 
ある企業ですが、マレーシアで部品を作り、タイで組み立て、窫諳花して 
日本や4の第三市場に輸出するというケースです。これなどは 

ち■く芝レ ちヴフ こくさ上ぶん,ぎよう せいさんこう てい げんち ぶんぎようかんぜん こく 

の直接投資と直結された国際分業が、生産工程で現地の分業を完全に国 
際化している典型的な事例 i であるといえます。 

確かに、韓国や台湾は日本市場に進出し、日本への1蘇国としての誠蔭 
競争力をもっています 0 そのため日本の1ぎ# e 、 その H り夫くが i まっ 
てきている企業は、政府の保護を必要とするでしょうが、しかし自由 ® k 
往制をとる日本では、競争原理を圣かすことになりますので、その1_ 


構造を調 5 整する》蠢が等えられます。すでに lii 實はその罜玉を 
産業部門の仕事に切り替え、完全に構造不況から去ち M っている綺があり 
ます。こうした日本の産業調整は韓国や笞湾が、現在とっている Si 次 
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ゆにゅうだいたいこうぎようか .しほんしゆうやくざい ゆにゆう こくないせいさん き こうぎよう-か、 

輸入代替工業化（資本集約財の輸入を国内生産に切りかえる工業化）の 
—展とその輸出化によって、さらに拍車がかけられてくることになります0 

ちゆうしんこく ついせき きようそうりよく ていか お 

このように日本ではアジア中進国の追跡をうけ、競争力の低下に追い 
こまれる産業分野も出ています。しかしアジア市場における日本は先進 
至業_として、資本財の供 5 給基地の役割をはたしています0つまり、ア 
ジア$中進国は日本から輸入する資本財一■機械とか金属類一 -の 比率が 
高いわけです。これについての証 5 分析から興味ある結果が函されてい 
ます（篠原全代¥「アジア諸国の®長軸、日本」1985年)〇その-果と 
は、機咸類、金属類の韓国と台湾の対世界の輸出入比率が、対日本のそれ 
と比較してかなりの差異がある、ということです0 
その比_が突 f 世界では大きいのに、対日本ではその数値が小さい、とい 

ゆしゆつにゆうひりつ ゆしゆつ ゆにゆう たい ひりつ 

うのです。つまりこの輸出入比率とは、輸出の輸入に対する比率ですので、 
数値が大きいのはその対象商品において輸出が輸入を上回ることを条味 
しています。その数値は表 6-12 です 0 この表 5 によりますと、韓国、台湾と 
もに共氣した結果がでています 0 そのことは機械‘、金属類とも対世界の 
輸出入比率が高く、対日本のそれが低いことです0こめことは、この二つ 
の国が中進工業国として資本-の自給率を高め、輸出化に成功したので 
すが、まだ日本への輸出が低く、むしろ日本への輸入依存度が高いことを 
宗していることになりまず。もっともこの数値を出された篠原教授でさ 
え、対日本の輸出" A 5 比率があまりにも低いのに驚かされた、とのことが述 

こく ついせき きゆうそく はげ 

ベら れています。 このよう にわれわれは、 この 2国の追跡が急速で、激し 
かっただけに、もっと高い数値を予測していたわけです0少なくとも対世 
界のその比率が高いだけに（例えば表 6-12 の A でみた1980—81年の数 
値で、韓_の荃属顯ほ133.9パーセントという異常に高い論直です）、対日 
本のその比率が低いのに驚くのは当然のことです。 
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表 6-12 機械 • 金属類の「輸出入比率」 
A 「対世界」輸出 A 比率（％) 



韓 

国 

台 

.湾 


機械類 

金属類 

機械類 

金属類 

1966—70 

6.8 

10.7 

31.7 

31.2 

1971-75 

21.9 

_ 53.0 

64.6 

28.8 

1976-79 

54.2 

61.9 

85.4 

34.7 

1980-81 

73.9 

133.9 

86.3 

23.4 


B 「対日本」輸出入比率（％) 



韓 

国 

台 

湾 


機械類 

金属類 

機械類 

金属類 

1966-70 

1.6 

3.3 

2.4 

1.6 

1971-75 

11.0 

4.7 

7.9 

4,3 

1976—79 

12.9 

8.3 

9,6 

7.8 

1980 — 81 

15.2 

39.1 

10.5 

3.5 


注：台湾の 80 — 81の欄は1980年。 

出所：篠原三代平『アジア諸国の成長軸日本』 .1985 年。 


これは機械類でのエレクトロニクスや家電門での機械設備が日本か 
らの If 入に&存している状態や、さらに鉄鋼製品の自給力が向上してい 
るにもかかわらず、まだ日本への依存度が高いといった状態を示していま 

じゆよう ぜんじゆつ せいひんゆにゆう ひ 

す。このことは需要サイドで、前述しましたように日本の製品輸入の比 
率が、他の先進諸国に比べてきわめて低いことにもみられます0しかし、こ 
うした数値から日本がアジア中進国に対して資本財の供給基地であるこ 
とは確かです。したがって、また別の見方をすれば，アジア中進茵の土 
長軸でもあるといえるわけです。日本のはたすべき役割も、このあたり 
にあることを自覚しなければなりません。このことは次の第二の問題とも 
かかわり合ってきます0前項で生産と貿易の堯展 パターン （第2節1の (1) 
「対日貿易のイ ンパ'ランス」 を参照のこと） について、 発展途上国がだ ど 


ill 
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りた4し iKfe 詩諮呈ぎ秦花がどのようなものであるかを蘇萌しました。しか 
しアジア中進国の場合は、すでに第二次輸入代替工業化へと進み、さら 
にその輸出化への段階に達しています。もっとも、こうした襄展 パターン 
はの生産と消費、さらに外_市場をも含めたものですので、それぞれ 
を明確に区分できるものではなく、重複した形で進められています。 

現在、中進国がとっている発展パターンは輸出 7 志向政策と第 n 次 i 又 
代替政策とが同時並行的に採られている段階と考えてよいと思います。こ 
の第二次輸入代替とは、これまで輸入してきた資本-を国!^で生産すると 

だいいちじゆにゆうだいたいこうぎようか けいこうぎようびん こくないせいさん 

いうことです 0 第一次輸入代替エ業化が軽エ業品の国内生産ということ 
でしたが、さらに発展して重化学工業品の国！^生産に邊备してきたわけ 

だんかい いつぼう ろうどうしゆうやくざい. 咏しゆつさんぎよう たほう しほん 

です。こうした段階では、一方で労働集約財の輸出産業と、他方で資本 
集約財の輸入代匕という二つの工業部門が同時に国内で進められるわ 

■r 

けです。そのための投資がなされ、拡大する成長メカニズムを複線的にし 

りかい 

ていると理解されます。 

この 複線的とは、二次産品の輸出を主“としたときの輸出 k 犬が 4 の g 
済部門に有機的に波及しない、つまり単線的であるとの比！^から考えられ 
た春び方です。したがってこうした現在の発展を複線的成長”メカニズム 
と称したわけです （この 分析はアジア経済研究所の研究員によって究日 i 
されています）。 

そうした段‘できわめて重要なことは、輸出 7 志向と輸入代替という$全 
く性質の異なった政策体系が並存して進められますので、そのバランスを 
どうとるかによって国内経済の成長メカニズムの機能が異なってくるこ 
とになります。そのことが韓国と台湾の現状にあてはまるというのが、こ 

ぎろん 

こでの議論です0 

韓国ど台湾についての成長率の停#、低下を前に説萌（表 6-11) しま 
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したが、とくに韓国での高いインフレは、輸出向け労働集約的軽工業の 
拡¥に比べて、重工業部門の輸入代替の拡¥が速すぎたため、超過需要 
圧力が生じ、そうした状-のもとで経済成長 5 が進んだためだという説明' 
がなされています。つまり新しい機械義備の莫:^な購入が国内のインフ 
レを強めたというわ r ナです。その点、台湾の方が、輸出志向と輸入代‘と 
の政策にバランスがとれていたため高いインフレを生じなかったことにな 
ります0 

こうしたインフレの関門は経済成長につきまとうものですが、工業化 
を高度化するためには先進 H からの高“な資本財を輸ズしなければなりま 
せんので、どうしても輸入代替工業花に偏向し、成長メカニズムの不安 

也をもたらすことになります。以上のことは、中進国自身の問題に課題 
があったわけですが、次に先進国とのかかわり合いから第三の問題として 
取り.あげました貿易が成長のエンジンたりうるか、という議論がでてきま 
す。貿易の機関車論には、19世紀と20世紀とを比較して、中心国（先進 
国）と周5国（後発国)との間で、貿易のはたす成長のエンジンを使いわ 

ゆうめい ぎろん 

けた R . ヌルクセの有名な議論があります。 

この議 i は、 19. 紀には中心国と周辺国との間で貿易が成長のエンジ 
ンとしての役割をはたしましたが、20世紀に入って成長のエンジンとし 
ての貿易の機能が小さくなってしまった、とのことでした。 これにつ いて 
多くの反論がありましたが、ヌルクセの見方はその当時としては、正しか 
っ たようです。したがって後発国は独自の力で経済成長を達成する輸入 
代#的工業化を進めるべきだと主張したわけです。 

これに 突 f して 最近、 中 進国の経済成長が スロー ダウンする にあたって、 
再びこうした議論がでてきました。それは視点を逢えて先進国の経済的停 
清が発展途上国の輸出 5 の減少をもたらすとのことです0つまり先進国に 
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ぉける i 赛！ TI ： ぅが、じ£誠の4しち I ：ぅの i 齡艽になるとの產趸で 
す。これは W . A •ルイスに代表される議論です。ただし、ここでは発展 
途上国を一次産品の輸出国と限定していますので、この論に g して批判 
も出ています。それは、貿易が成長のエンジンであること自“や、先進_ 
の経済と発展途上国の経清との深い結びつきについてですが、別に反論す 
る余地もありません。輸久代替を進めた発展途上国と、_極的に輸出志 
尚的:!!業 9 ^を進めた国との発展のスピードは、後者の方がはるかに早かっ 
たという結果を生じています。つまり、鵠展途上国が先進国市場への輸 

しゆつ そとむ せいさく はつ 

出という外向きの政策 ( outward-looking policy ) をとることによって発 
展の速度を早めたということであります。この点では、確かに1950年代 

の発展途上国の i 発理論をささえた輸入代替エ業化といった内向きの政 

\ • • 

策 （ inward-looking policy ) は、60年代、70年代の経験からミスリーデ 
ィング、であったことになります。しかし、この輸入代-は発展途上国に 
とって経済堯展の初期の段階に S 要なワンステップであることも確かです。 
ただ、経験的にもアジア中進_の方が、ラテンアメリカ中進国よりも経済 
的発展が早く、_展の程度も高かったということは、いち早く外向きの菽 
策をとったからだったともいえます。 

そこで、早いテンポで輸出志向的工業化が進み、次の第二次入代替エ 
業化を導入”した中進国が、 ここにきて 成長に ブレーキがかか っ たことに 
なり ます。その原因を どこに 見出したらよいの かとい う段階に いたってい 
ます0 

もちろん、技術志向型へと順調に進み、かつ先進国市場への進出^が可 
能になれば、問題はないわけです。ここでの足ぶみは、確かに表 6-11 にみ 
られますような低成長に落ち又ったこどにありますが、この原因は世成不 
況による先進国市場の需要停滞によるところが大きいわけです。つまり、 
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i ' 

ここで^易がもたらす成長のエンジンに問題が生じたことになります。 

しかし、すでに g 済的自ゴを達 g した中進工業国が、先進国との g 済 
的関係で、単純なエンジンといった結びつきを考えるのは問逢であるとの 
議論もでてきました。つまり資易成長のエンジンの歯車と考えるには先 
進国と中進国との経 g 的関係が不安定すぎるとの考えです。そこではむ 
しろ中進国の輸出の構造的変化や輸出の市場シニアなど細かい分析が S 
要であるからです。第二の問題点もこの研究分野の 一つで あるでしょう。 

ちゆうしんこぐ ぜんと けつ ひかんてき ひと てん 

といって、中進国の前途は決して悲観的なものではありません。，つの転 
換期が到来したと見るべきでしょう。これまで日本がとってきた済発 k 
と同類の発展パターンをたどるには、この時期の赛展パターンと政策策€ 

が難かしい時点に達しだと考えるべきだと思います。. 

’ ■ . ■ ■ : • . . - ■ 

_ . ■ . • . ■ ••••:• _ 

4. 日本と中国の貿易関係 

(1) 最近の日中貿易動向 

ねんいらいちゆうごく こくないけいざいたいせい かいかく どうじ たいがいてき かいほうせい 

79年以来、中国は国内経済体制を改革すると同時に、対外的にも開放政 
策を進めるよう-になりました。その結果、€中貿易も図 6-11 にみられる 
ように、飛躍的に増:^しています。とくに注目されるのは、81挙0錄、ち率 
国の対日貿黒字が続いていたのですが、84年から笑幅な—字となり、4 
後に問題を残して いる ことです。 

85年の中国への輸出は124億7,700万ドル（前%比 72. 9パーセント 
増)、輸入は64億8,300万ドル（前年比 8. 8パーセント増)で、中国の备 
入の急増がみられます。対日貿易は総額で189億6,000万ドル （1 挙上ひ匕 
143.9パーセント増）で、日本が第一の貿易相手国です。 

まず，84年の実績をみてみましょう。日本の中国への輸出"が72億 
1，700万ドルで前年比 146. 9パーセント増、輸； C が59億5, 800万ドルで前 
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図 6-1 丨日中貿易の推移 

130,-- 

■■日本の輸出 CI コ日本の輸入 

120 -- 

110 - 


1970 7172 73 74 75 76 77 78 79 80 8182 83 84 85(年） 

■V 

出所：通産省『通商白書』 （1986 年版)。 


図 6-12 日本の主な対中国輸出入品と構成比 (1985 年） 


その他 


(日本の輸出） 


•食料品1,990万ドル（0.2%) 


その他 


(日本の輸入） 


^ •'■'一 原燃料 

(2.3 %) . 〆 — rr 

_ 8,900万ドル 

1 

ブ、 (0.7%) 

/ 

V ''- 軽工業品 

/加工製品 

/ \ 8億8,200万ドル 

/15億9,900万ドル 


/ (24.7%) 〆 ^ 


総額 
124億7,700万ドル 
( 100 %) 




t 重化 
.学ェ 
‘業品 


機械機器 
(57.0%) 


/金属類， 
飞 28. 3%)ノ 


食料品 
9億3,500万ドル 
(14.4%) 


総額 
64億8,300万ドル 
( 100 %) 


原料品 
8億 2 J 00 万ドル1 
( 12 . 8 %) 


113億4,900万ドル 
(91.0%) 


出所：通産省『通商白書』 （1986 年版）より作成。 


原油 

粗油 _ 

J 21 億9,900万ド A 

、鉱物¥ (33 . 9%) 

邊料29億7,000万ドル 
(45-8%) 


石炭 

1億8,400万ドル 

( 2 . 8 %) 


石油製品 

5億8,600万 ドル 

(9.0%〉 
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年比 117. 1パーセント S です0バランスは中国が12齒5, 900芳ドル 
超（赤字）でした。84年から中国の輸入の急増が注目されはじめました。 

この赤字増 < は中国の高成長の原動力となっています旺盛な近代エ 
業化への設備拡充の増大にありました0 

このことは機械-傭、エ業資材の輸入の増大となって現れます。日本の 
中国向け輸出は図 6-12 で示すように、重工業品が 91.0 パーセントと圧 
倒的に大きいです。対前年比も176.9パーセントと急増しています。そ 
の中でも機_機器が対前年比240バーセントと大きく伸びています0総輸 
出額の57パーセントを占めています0—般機械、電気機械、自動車、精 
密が急増しています〇 86年から始ま っ た第七次五か年計画では製造 
業分野で既存の工場改善や老朽化工場の改造に重点が置かれています 
ので、靈備投資べの需要が増:^し、これらの部門での日本の輸出 5 増大とな 


っ たわけです0 

1方、日本の輸入は図 6-12 でわかるように鉱物性燃料が総輸入額の 
45.8 パーセントを占めています。その中で原油.粗油が33.9パーセント 
となっていますので、ほとんどが石油の輸入とみなしてよいでしょう。石 
炭も中国からの重要な輸入品です。83年に輸入数量が22パーセントも 
増加しましたが、金額では前年とほぼ同額です。そのことは原油価格がそれ 

さ ぜんじゆつ げんゆ そゆ 

だけ下が っ たことになります。このことは前述の原油.粗油にもあては 
まります。中国にとってエネルギー生産は国内経ゼにとって重要であり 
ますので、この部門への投資が強化されています。それは中国にとって重 
要産業蟲門としてのエネルギー産業ですが、最近のエネルギー価格の引 
き卡げや需要の減^!は、不安定材料になるでしょう。しかし中国経済の 
ボトルネックとされてきたエネルギー部門に大型投資を集中する計画が 
第七次五か画で立案されていますので、エネルギー部門の生産効果が 
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笨 i に i がれば、謹赛を Si 花することになります0 

奋の日本の輸入品では原料っ品 （ S 成比 12. 8パーセント）があります。 
こめ¥で上ひ匕較的多いのが繊維原料（生糸、アンゴラうさぎの毛、麻など） 
とその他、大豆、遠花生、木-などです0ほかに加工製品（構成比 24. 7パ 
—セント）とくに繊維製品 （14. 8パーセント）や衣類 （7.1 パーセント） 

が逢だっています。輸入額も昨年より増加していますので、いわゆる労働 
集約的軽工業品の輸出パターンであることがわかります0 

要約してみますと図 6-11 でわかるように、83年から輸出^； C ともに急 3 速 
な伸びを示しています。これは70年 g に入って#其開放政策によって貿易 
部門の進展がはかられたことによりますが、¥中貿易を軌道にのせたこ 

ねん につちゆうぼうえききようてい ねん につちゆうちようきぼうえきとりき せきゆ 

とは、74年の日中貿易協定、78年の日中長期賢易取決めによって石油 • 
石炭の輸人 t 機械•プラント等の輸出 5 の枠組みが設置されたからです。 

もっとも経済建-を急ぐあまり、外貨準備高 15. 57億ドル （78 年末）に 
もかかわらず、大量のプラント買い再けがなされ、79年に契約保留問題 
が g 笙しています。世#の嶠篆の成長_として、対外貿易の急 3 伸を示し 
ています。81年より始まった第六次五か年計画から基本建設投資の拡大 
が進められ、それによって建設部門が活発化し、鉄鋼の需要が増大してい 
ます。とりわけ造船、石油開機械工業部門の堯展がのぞまれていま 
す。したがって日本からの輸出も鉄鋼及び同製品、機械•設備（一般機械、 
電気機威、輸送機_、科学光学 • 精密機器）の対前年増加率 64. 5パーセン 
卜が注目されます。最近、再びプラント輸出が明' るさをとり戻して来まし 
たので、この鉄鋼と機“.蘐備の輸出が著しく増大するものと予測されて 
います0 

他方、日本の輸入ですが、中心は原油です。73年から輸入°しています 
が、当時の構成比 3. 3パーセントからみますと、83年には 40.9 パーセン 
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卜ですので、この10年間にかなり増大しています。しかし日本の原油総 
輸入”に占める割合は 5.2 パーセントにすぎまぜんのでまだ増大する可淫 
は大きいです。 

中 9 国側からしますと、84年のエネルギー生産は石油、石炭、発電ともに 
前年水準を上回り、さらにこの部門に大型投資をつぎ込むという5か年！] 1 
画を立てていますので、かなり進展するでしょう。しかし、世遠的な経済 
の安定や省エネ、石炭への代替などで需要が低迷し、価格も下降傾向 
にあります0これからも当分の間、石油需要が停滞するでしょうから、中 
国の輸出も石油备存型を変える必要があります。 

石油の代替として石炭が見直されています。日本の中国からの石炭輸 
入も83年には穩成比 4.2 パーセント （78 年に 1.8 パーセン!')と石油に 
比べてはるかに小さい数値ですが、日本の輸入が漸次増:^している备野で 
す。ただし85年を目標とする長期貿易取決め1，000万トン （84 年は600 
万トン）もすでに大幅な縮小となっています〇既に、84年の600万トン 
は原料炭 150— 170万トン、一般炭 230— 250万トンと83年11月に下方 
修正しています。（ジニトロ「中国の文 1外経済活動」1984%に詳しい説 

めい 

明があります）。 

中国にとって、この鉱#性燃料部門が日本からの外貨獲得になるわけ 
ですので、エネルギー産業部門の大型投資もよく理解できますが、今世紀 
末までに、現在の日中貿易額100億ドルの4倍である400億ドルにする 
という計画には、中国が十分なるブラント輸出^を実現し、輸入代替工業 
化から輸出促進に一層の拍車をかけませんと、目標 i 成が難しいでしょ 
ぅ0 

けいざいとくべつく たいがいかいほうせいさく あたら / けいざいけいかく じつし たし ぼうえき かく 

経済特別区や対外開放政策と新しい経済計画の実施で、確かに貿易が拡 
¥され、外国との門戸開放も進みましたが、新しい技術 5 の導入と外国資本 
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の■:蠢にょって_芮の xWf 匕罙し暴んを S めることがの喆篛といえるで 
しょう0 


5 • 結び 一 一経済発展のパターン 

せつめい とラなん 

これまでの説明のように、アジア（ここではアジアといっても東南アジ 
ア/東アジアを取りあげてあります）の経済圏では、先進的逢済国、中進 
的経清国、準中進的経済国のすべてが存在しています。それだけに、先 
に説§1しましたように先進国日本を追い上げる中進国——韓国、台湾、シ 
ンガボーノレと、それらの国を追い上げるマレーシア、タイ、インドネシア、 
フィリ ピン、ブルネイ:といった準中進国が経済的に「競争」と「共存」 
の状態を i 持していることになります。さらに最近では海外開放政策を 
急速にめてぎました中国も、これらのアジア経済圏を市場としていま 
すので、世界経済の発展の縮図が、われわれの目め前にあるわけです。そ 
の競争状況が「重層的邊跡」という表現をもって示されていますが、そ 
れぞれの国にとってはどのような経済発展をとげたらよいのか、そのため 
の経済政策のたてかたが非常に難しくなっています。 

アジアには先進工業国となった日本の経済発展のパターンがあります 
ので、日本の経済的成功のいろいろな要因が現実にとりあげられるであり 
ましょう。しかしその場合に注意しなければならないことがあります0 

だいいち せかい けいざいかんきよう きゆうせいちよう ねんだい げんざい ねんだい 

第一は世界の経済環境が日本の急成長した60年代と現在の80年代と 
ではブ:きく 化していることです0第二は経済発展の原動力をどこに捜 
しもとめるがです。つまり、日本のような資源小国では、できるだけ国内 
生産で付加価 ii をつける産業が必要であるし、また製品を輸出する加工貿 
易型をどらざるをえな v 、ため輸入代替か'ら輸出促進が、軽工業から重化 
学工業へときわめて スムースに 転換していったわけです。この生産と貿 
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図 6-13 世界経済の変貌 
自律性(高い） 

1970年代（後半) パ 1980年代 

転換に立つ世界経済 - ► 再構築に向けての世界経済 

1970年代（前半） 

動乱にゆれる世界経済 

国際的調整(低い） - : -----—国際的調整(高い) 

1960年代 1950年代 

岐路に立つ世界経済 -パックス•アメリカーナー 


自律性(低い） 

易の発展パターンを各国がどうとるかが問題なのです。 

世界の経済環境ですが、わかり易いように1950年代から80年代にかけ 
て、10年ごとの変化（厳密には区別できませんが）を図 6-13 をもって説明 
することができます0 

日本の高度成長期はこの1960年代にあたりますが、この時期は日本の 
近代化がもっとも進んだときです。ちょうどその時期はアメリカの世界に 
おける優位-が次第に衰えはじめ、国際的調是の餐割をはたしてきた 
GATT (関税 •貿易に 関する二般協适）ゃ IMF (国签）といっ 





JT'iil-a. 
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図 6-14 1960年代の岐路に立つ世界経済 


、。ッ クス.アメリ カーナー 


UNCTAD 


EEC 



こくさいてきこうきようざい ちから よわ ■.ず 

た国際的公共財の力が弱まってきました。そのことは、図 6-14 にありま 

ねんだい つづ 

すように、 40 年代から続いてきた パ ックス.アメリカーナー （GATT • 
IMF の下での世界経済）の力が弱まり 、 EEC (ヨーロッパ8#真ぅ聞法、窺 
¥の EC ) と UNCTAD (国連貿易開発会議一一事奚上フは露遂喜じ丄ぅ誠の1 

Jr 

りよくしゆうけつ たいとう かくだい めだ. じき 

力の集結であった）の台頭•拡^:が目立ってきました。その時期に、これ 

' • ■ . . ; . - _ - • ■ • • •• 

までの世界主義から地域主義への方向がうちだされ、世界各国の国内の自 

りつか けいざいてきじゆうか じだい けい 

律化（経済的自由化)がはかられてきました。こうした時代に、アジア経 
済の中で、日本は50年代以降、経済的自由化をはかってきた GATT や妾 
金の活用と円滑化をすすめる IMF という国際的経済調 I の傘+で 、 is 
の自律性を、それも市場メカニズムにもとづいた自由主義経_の恩恵を受、 
けて高い経済成長を維持できたわけです。 

ひと ねんだい はい せきゆきき ねん 

それともう一つ、：1970年代に入っての石油危機 （1973 年）と、アメリカ 

ねん せかいけいざい だいどうらん 

のニクソン•ショック （ 19 71年）が世界経済を犬®！乱にまきこんだことで 

みた けいざい けいざいふきよう みちび 

す。この二つのショックは日本経済を経済不況へと導いたのですが、この 

赫に日本縫の繼が、これまでのじ f 域ち矣ぅ关から謹驢求へと驗麄し 

けいざいたいこ•く あ よういん 

ていったのも、経済大国にのし上げた要因ともいえるでしょう。そのこと 
は日本 i 酱のもっとも i いとされた si のががなくてすむ1誓 ii 
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へと変革していったからです0このことは二見すると不思議な現 1 ^ 5 です 
が、 エレクト ロ ニクス産 業がそのことを最もよく現しています。 

こうした世界経清の環境の変化にうまく日本が秦ってきたわけですが、 
NICs や準 NICs といわれる国は、反対に、この二つのショックがかえ っ 
て経済発展の進歩と方向をくるわしてしまったことになります。 il 算誃未 
況から脱することができない先進工業国の経済成長の停滞が 、篇外への 
需要を低下させたため、これらの国ぐにの輸出を大幅に減少させてしま っ 
たのです。この1970年 W から80年 W にかけて経済発展を伸ばそうとして 
いた NICs や準 NICs にとって、国邊経済環境がきわめてよくなかったこ 
とになります。発展途上国が経済成長をとげるためには、やはり 
進が大きな要因でありますので、それだけのものを国内需要にもとめるこ 
とは 難し》、 ことです0 

そこで第二の問題であります生産と貿易の発展パターンについて考えて 
みましょう0この ことにつ いでは、すでに前で説明して:ありますが、 ここ 
でまとめとして、次のような図 6-15 を用いて説明します。 

この図はエ業化を貿易と結びつけて考えたものです。日本は第一局面 

けいこうぎよう ゆにゆうだいたいこうぎようか ■だいさんきよくめんじゆうこうぎよう ゆしゆつか 

の軽エ業の輸入代替エ業化から第三局面の重工業の輸出化へときわめ 
て スムースに 発展パターンを シフ トしてきました。その成功を達した日本 
は世界でも典适的な国といってよいでしょう。 

さいしよ だいひようてき せんいさんぎよう てつこうさんぎよう いこう ゆにゆうだいたいこうぎようか 

最初の代表的な繊維産業から鉄鋼産業への移行が、輸入代替エ業化 
をへてうまく輸出拡大へとも っ てい っ たわけです。 

それと比較すると、現在の発展途上国は、二つの段階次、威三次) 
の輸入代替をへて資本集約財（重工業）への工業化へと進んでいるわ 
けです0それと、これまで自内の一次産品として素材のまま輸出してい 
た生産物を、国内で付加値をくわえて輸出 5 するといった輸出#馨工業 
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化も意味をもっています0生ゴムを自転軍や自動車のタイャにするとか、 
木-を丸太のままで輸出しないで薄板にしたり、もっと手を加えて合板に 
するとかして輸出することです0自の天然資源を自国内で力!]至品として 
生産し、製品又は半製品として輸 aT することです。 

また これらの 産品 を 軽工業品にまで高め、輸出 5 するのが 在来エ業輸出 
代‘ 花です。これらは とくに鉱物資源などが対象になり 易いで しょう。 
いずれに しても手を加え付加価値を生み出す ことが 必要な のです 。そして 

こうぎようか いちだんかいすす ろうどうしゆうやくてきせいさんぶつこうぎようか たか 

それらの工業化をさらに一段階進んだ労働集約的生産物のエ業化へと高 
めるわけです。もっとも、中進国になりますと、工業化へとステッブ•ア 
ッブし、先進国への追い i げとなりますので、国内生産を先端技術化しな 
ければなりません。そこで、第二次輸入代替工業を促進するために生産 
設備に莫大な資金が必要ですし、外国投資も巨額にな っ てきます。そうし 
た赛展過程にありながら、前に説明しましたように世界経済が不況になり 
ますと、生産1/輸 aT が停滞しますので、結果として債務を負うことになり 
ます。それがだんだん大きくなりますと累積債務の問題が生ずることにな 
ります。また、石油ショックで価格が高騰しましたので、生産設備を大幅 
に I ;上げしたために威二次輸入代-の進展がきわめて困難になってきま 
すし、先進国から購入した高い生産^備で輸入インフレを生 3 じます0それ 
が国!^インフレへと拡大しますと、国内の経済はデフレとインフレの二つ 

なや 

に悩まされることになります。 

図 6-15 に-したような生産と貿易の発展パターンは重要なことですの 
で、自国がどの発展段!^にあるかを考えることが大切です0それと、発展 
途上国のエ業化は国内需要が中心ですので、これを輸出に向けますと品 
質や規格などの面で国際競争力が劣ります0そこで、まず安価で、さら 
に高品威の商品を生産することが一番重要なことになります。 
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、図 6- 15輸入代替と輸出志向の発展パターン 
• 日本犁=輸入代替 • 輸出拡大直結型 



籲発展途上国型 f 


東南アジア、東アジア 
ラテン•アメリカ 



第3節アジアと日本の文化理解 

1 . 国際交流と パー セプシ ヨン •ギャップ 

人は物だけでなく、価値と文化の世界に住んでいます。そこで価値と比 
較文袍の位相を中心に、アジアと日本の関係'の将柒における方 fe ] につ 
いて考えてみたいと思います〇まず特別強調したい点は「パー セプショ 
ン•ギャップ」 という問題であり、さらにその パーセプション•ギャップ 
を乗り齒えて、我々が将ポに向けいかにして共-の システムを 作っていく 
かという課題です。 

人は出会いによって己れを知る、と言います。しかし己れを知るとい っ 
て も、. それは独りではできません。自己を他と比較することによって初め 
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て可能となります0それは、日本人にとっても、あるいは日本という国に 
とっても、同じことが言えるわけです0ですから、国際的に日本が批判の 
俎上にのぼるという時にかぎって、日本とは何か、あるいは日本人とは何 
かをめぐって、日本論及び日本人論が非常に盛んになるのです0これは過 
去の長い歴史をとってみてもそうでありますけれども、ごく最近の10年 
間についてみてもそうです。そのように、人間は、他の文花との出嘉いに 
よってはじめて、自分を知るという傾向が強いわけでありまして、日本も 
その例外ではありません。 

では我々は、自分を知りたい時に、すんなりと知ることが出来るのであ 
ろうか0そこを考えてみますと、どうしてもパーセブション•ギャップと 

もんだ V 、 

いう問題にぶつかるわけであります 0 この「ハ。ーゼプション」 （ percep - 

2 しき. 卜 

tion ) というのは、認識というように呼んでもよいのですけれども、「ハ。 
—セブト」といって外から情報を得る、受け入れるということです。その 
受け入れ、パーセブ ション についてギャップが生ずるのです 0 つまりそれ 
はどういうことかと申しますと、自分自身を認識する、あるいは-手の国 
を理请する、周辺の国際状況をつかむという時に、たとえば自分自身に 

かんが じこぞう じぶん たしや 

ついて 考えているイ メー ジ、 つまり自己像と、それから自分に ついて 他者 
が 描いているイメ —ジ、 つまり他者による自分の イメ ージ と、両者が同じ 
でなく、この 二つのイメージの 間にずれが生じるということです 0 こうい 
う問讀があるのです。我々が_際社会の中で、特に アジアの 中で日本の 
来性を考えていこうとする時に、こういったパーセプション•ギャッブを 
どう埋めていくかということが、大きな課題になります。日本の将来を考 
えようとする時に、特に日本人は、こういう日本人自身をめぐる、あるい 

いちづ かいけつ 

は日本の位置付けをめぐる、パーセプション.ギャッブというものを解決 
するために、真剣に努力しなければならないのです。 
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いつばん 


にんげん 


つぎ 


けいこう 


もの にんしき 


一般に、人間には次のような傾向があります。つまり物を認識しようと 


とき 


あらかじことば がいねん かんが かんが がいねん あ 

する時に、予め言葉によって概念を考える d そしてその考えた概念に合う 
晉葉、合う情報だけをすくい上げ、それから何らかの物や対象についての 
自分のイメ ージをこしらえ上げようとするという傾向です。「人は見たい 


ものしか見ない」ともいいます0ですから私達は、なおさら自分が持つと 

たいし.よう もと もど さいけんとう 

ころの対象についてのイメ ージを、いつも元に戻って再検討していぐこと 

ひつよう 

が必要となってくるわけです。 


2 . 国際認識とフィロソフィーの大切さ 

さて、日本とアジアの関係を考える時に、まず強調した(、1は、アジア 
地域は文化的に世界で襄も多様 g に富んだ地域だということです。アジア 
では、ことに世庳の S 等宗っ教 5 がぜんぶ [§ 嘉い、儒き C 1き蠢 I キリスト 

今 

教、イスラ厶教、ヒンズー教が4み分けていまず。には、眾畐、ベ 
トナム、北朝鮮、ソ連邦の社会主義ど、アセアン、日本そめ4の 
国家群が共存しています。なかでも東南アジアは文明'の髮叉路といって 
よいところです0 

われわれ じこじしん も じ， 

それだけに、我々が自己自身についてのイメージを挣 ち、 あるいは-己 
ととの織にっぃての騎齡をする碧に、_ユま—誓りに 1ぃりゃす 
いわけです。どうしてもそういう傾向があります。だから我々が、誠顏 

かい なか へいわてき ほうほう い 

会の中でこれから平和的な方法でもって生きていくためには、なによりも 
それら様々なパーセプション • ギャップを乗り越えて相互理解 （mutual 
understanding ) を I めていくことが、1 とも 1 !笑な筅裝餚 I になると1い 
ます0 

ところで、折にふれて紹介する小話でありますが、 ここに一つの イ ング 

ベ. 

リッシュ•ジョーグがあります0これはスコットランドのジ、ークではな 
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ぐて、イングランドのジョークです。もしかすると、馨さんも_かれたこ 
とがあると思います。 

3人の友達がいました0—人はロンドンの近くから来た人、つまりイン 
グリッシュである。もう一人はアイルランドから来た人、つまりアイリッ 
シュである〇第三番目の人は、スコットランドから来た人、スコティッシ 
ュ である。この3人の友達がいて、ある時その3人にとっての共通の友人 
が亡くなったのです。そこで、教会の墓地に穴を掘り、そこに友人の柩を 
納め、最後にお別れの贈り物をすることになりました。これをラスト•卜 

V 、 . 

リビュートと言います0 

さて、興味いことは、そのお別れの贈り物をする時に、3人の友人がど 
のように振る舞ったかです。 

まず、ロンドンの近くから来たイングリッシュの友人は、.自分の財布を 

取り出して、5ポンド紙落を1枚柩の上にそっと置いた。5ボンド紙褚と 

いえば昔は大菱価値がありましたが、今は日本円で申しますと2,000円に 

もみたないものです。ポンドはだいぶ値下がりしました。次に、それを見 

ていたアイルランド人が、同じように自分の財布を出して、5ポンド紙褚 

をひつぎの上に置いたというのです。 

では、スコットランド出身の友人は何をしたか。彼は、® ： 布ではなくて 

小切手帳を、やおら内ポケットから取り出しまして、その小切手帳の上に 

15ポンド （£15) と書いて、その紙切れを柩の上に置いた0そして、前の 

二人の友人が出した本物の5ボンド紙‘2枚をつまみ上げて、自分のボケ 
い 

ットに入れたというのです 0 

皆さん、夢々このジョークをスコットランドにをって話してはいけませ 
ん〇袋だたきにされます。ことによると、命を取られるかもしれない〇こ 
れはイングリッシュ•ジョークでありまして、イングランドの人間がスコ 
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ットランドの人間を»揄するためにみった、ずで fe 味のよくないジョー 

クなのです。だから、 この ジョークは「イングリッシュ •フォーマル •ジ 
ョーク」という本の中に出てくるわけです。 

さてこのジョークの紹介によって申し上げたい,ことは次のことです。 
人当は出会い（ニンカゥンター）と選択の ii でぁる。しかも 1 M 、Urn 
の時に、その根底にあるところのバックダランド •フィロソフィー、 根底 
にある哲学というものが、その選択、決断を左右する、ということです。 
従って我々は、日本人としても、日本という二つの謹条としても、 ix と 
してだけではなぐて集団の日本人としても、国答の#でどう鱼きてい 
くか、アジアの国々とどう付きあっていくかという問題に出会う時に、 
我々が持つところのバックグラウンド •フィロ ソフィーを問われるのであ 
ります^このことを翻って考えてみておぐ必要があるというわけです。 

ところが先程申しましたように、我々はどうしてもパーセ：7。 ション •ギ 
ャップというものに陥る0私たちは、己れを知り、相を知り、 h 国をふ 
らねばならない6そのような非常に複雑な課題に答えるためには、どうす 
ればいいか。この課題は結局、自己を含めた、アジアならアジアというも 
のの全体を、どう認識するかということにかかわってぐると思います。 

3. 頭の中の地図をつくりかえる 

有名なインドの詩人タゴールが、こういうことを言っています。 
花びらを一枚ずつ取り上げてみても花はわからない。 

花とは何かを知ることは出来ない。 

これはとても ▲ 味深長な言葉です。全“を為ることは黨'しい。いくら 
部分に着眼しても、全_を‘ることは出来ない。全体のイメ ージをつかむ 
ということは非常に難しい。にもかかわらず、我々が世-の中で基きてい 
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図 6- 16 空の哚理 



KUH 


くためには、自 B 自身も含めて、トータルな国際認、識が求められる。そし 
て、罡しい茎雈イメージを奋つためには、一つの前‘となる条件がある0 
それは、 I ゎ々れの冗の 1 WI を#りかえるということ、あるいは i の言葉で i 
現すれば「頭の中の地図を作り変える」ということです0そのために、次 
のことを皆さんにやっていただくのです。 

まず第一に、農を閉じて両親の笑顔を浮かべます。単なる顔ではなくて 
温かい笑顔です0これは東南アジアの青年諸君にやってもらいますと、最 
初はビックリしますが、やがてみんな非常に喜びます。 

この両親の笑顔を浮かべるということは、どういう効果があるのだろう 
か0まず両 7 親の笑顔が#かんだ時は、私どもの心が非常 7 に温かいて已ヽになっ 
ている。篇たいこふでは両親の笑顔は浮かびません。それから両親の笑顔 
が浮かんだ状態というのは、雑念がなくなっている時です。特にマイナス 
の雑念、つまり心配事であるとか、あるいは恨みつらみだとか、不安だと 
か、そういうものがなくなっている状態です0心がブラスの方向をむいて 
いる時です。まず、我々は、自らのこしをこういう状態にもっていくことが 
大なのです0 

第二に、やはり東南アジアの諸君にやってもらうのですけれども、目を 
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閉じて富士山のイメージを浮かべてみます0そうすると大体、百パーセン 
卜近くの人が三角形の富士山を描きます0多分日本からアジアに出ている 
本とか写真集には、三角形の富士山しかのっていないのでしょう。 

しかし、三角形の富士山もあるけれども、上から見た二重丸の富士山、 
つまり噴火口と裾野をもった姿もあるだろう。さらに二重丸ではなくて、 
わたしは「空」という字を書く。相手が漢字を読める時にはこういう字を 
書く。それから漢字が読めない人たちの場合には KUH と書きます。日本 
語流の襄音を書く。そうすると、みんな、一‘なんだろうと怪訝な顔をす 
るのです0 

そこで空のフィロソフィーを申し上げる。.富士山は縦、横、斜め、上下 

から眺めると、無限の姿を現す。三角形や二重丸どころではなく、描き切 

れないくらいの沢山の姿をもっている。どれか一つの型に決められない。 

《ぅ 

まさに空です 0 

だから我々は、ある対象 5 、富士山なら富士山をつかもうとする時に、 
色々な角度から見なくてはならない。ところが我々は、どうしてもある特 
定の角度から固定したイメ ージをもって物を見てしまう、という傾向があ 
ります。これは先入観で、私たちは、これに知らず知らずとらわれてしま 
っています 0 まずこのことに気付くことが大切です 0 人間はある固定した 
イメージで物を見がちであるから、今自分が物を見ているとしても、もし 
かしたら偏った角度から見ているのではないかと、そういうことを絶えず 
自己に反省していくのであります0 

そうして第三に、アジアの国々から来た諸君に、やはりまた目を閉じて 
もらって、「母国のイメージを浮かべて下さい」と頼みます。三、三分間、 
目をつむってやっていただく。そして目をあけてもらって、一人ひとり、 
どういうイメージが浮かんだかを発表してもらいます。 
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飼えば、シンガポールから来た青年諸君の 場 名^どういうイメージを 持 
っ たかといえば、自分の国については、非常にクリーンな街、クリーン. 
シディ、ガーデン•シティ、そういったようなイメージを持っている。そ 
ね:から非常に高いビルがある、 ハイ. ライズというんですが、高いビルが 
ある。あるいは非常に工業化した国、多人種、多宗教、治安のよさ、能率 
のよい政府、といったイメージもあります。 

またフィリピンがら来た諸君だと、台風とか、あるいは緑がいっぱいで 
あるとか、そういったような自国イメージを持ちます。まだ他にたくさん 
あるのですが、省略します。 

自国についての自分たちのそういうイメージを発表してもらいまして 
から、つぎに、一緒に日本に来た自分の仲間たちの 自国 イメージが、自分 
自身のいだいているイメージと同じか、どうかということを.たずねます。 
そうすると、お互い自分の国についてすら、非常に違ったイメージを持っ 
ているということに気付きます。一人ひとりが随分違った自国のイメ ージ 
を持つわけです。だから我々は、例えば日本なら日本について、誰もここ 
に住めば同じイメ ージを持っていると思うと、それはとんでもない思い込 
みです。私たちは、物凄く違ったイメージの世-に別々に基きている。ま 
ずそう V 、うことを、お互いに気付いていくことが大切だと考えます。 

4. 日本に〇いてのイメージ•ギャップ 

それから、今度は日本のイメージを思い浮かべていただく。アジアから 
来た青年、学生諸君から一番よく聞かれる日本のイメージは、非常に混雑 
している、人口が多すぎる、英語で言うと congested society 、 人々が大変 
忙しく動き回っている very busy 、 ハード' •ワーカーである、それから高 
度に経済が発展している、社会が非常によく錾理され、組織されている 
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well organized 、 ほかに、成田空港、スモッグ、地下鉄、コンピュータ、歌 
舞伎、ホモジニァス、1ぃ1®*、篓1な述 I 、デパート、 

じゆうどう 

柔道、ネオンサイン、これがすべてではありませんが、およそこういった 
ようなイメージが浮かぶようです。これらは、ややマイナスのイメ ージの 


だいたい 

ものもありますけれども、いずれも大体ブラスのイメージです。つまり 


はつてん しやかい 

発展した社会 advanced society というイメージです。 


.たから I ルック•イースト 」、I ノレック •ジャメ、。ン」 というようなス ロー 

ガンが掲げられるのです 。 ぉ琴ゃ i # ゃじ fl ゃ蠢轟4のょぅな e 繞茇ィか匕 
ではなく、まさに現代的な.ものについて、外国から注$目されるということ 


は、これまでの日本ではかつてなかったことでしょう。 

じん も 

そこで、それでは日本人が日本についてどういうイメージを持っている 

ひと れい わせだだいがく がくせい いちぶ 

か。その一つの例として、早稲田大学の学生の一部が日本に ついて どうい 

■r 

うイメージを持っているのか、紹介してみます。これは社会科学方法論や 

しやかい ろん こうぎ 

社会システム論の講義のクラスで、みんなにたずねてみたものです。その 


時、学生諸君がどういうようなイメージを持っていたか、アトランダムに 
ですが申しあげてみましょう。 

第一に、日本人は自信を失っている0こういうイメージというか、蠢 1 覚 


がありました。これは未来有望のはずの学生諸君のイメージです。それか 

にばんめ じん ひと しんせつ しゃかいてき ふん 

ら二番目は、日本人は人に親切にするけれども、しかしそれは社会的な雰 


がくせいしよくん 


いき 


囲気の中で強制されたものであるという。こういうふうな意見を言う人も 
ました。雙昌に、日本は：^蘇にみて龜 W じ丄ぅで綠ぅに請し白ろぃ:に 


けん 


位置していると、こういう意見もある。それから四番目に、日本人はアジ 

_ くにぐに まじ’めかんが 

アの 国々 のこと を真面目に考えていない 。 Asian countries and people に 


じん 


たい 


TV • • いけん は/ 

対して 、 serious perception をもっていないと。そういう意見というか 、反 
省があります。五番目に、日本 A は、 i 棼たちが#二苠餐であるという i 
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.を矣っている。日本人は単一民族であると言うけれどもそれは誤解であ 
る、というものです0これは、あとで述べますが、いみじくも単一民族、 
単こ宗教、単一言語といった「国民国家」意識の限-をつくものです0 
六番目に、日本人はデモクラシーと自由について誤解している、そのこ 
とを正しく知っていない。それから、七番目は、日本人はお手洗いに行っ 
て咸*齧を流すのに、きれいな水を&っている、上下水道の水を使ってい 
る、無駄な事をしていると0人間は、まったく色々なことに気が付くもの 
だど思います。また、八番目には、日本人は公共 5 物を大事にしないと。こ 
ういう意見もありました0九番目に、日本人はいつもヨーロッパの人の目 
だけを気にしている。十番目に、日本人はそれ程厳しい宗教的な雰囲気 
を持っていないという。また十一番目に、日本人は特別な漫画文化を持っ 

じゆうにばんめ 

ている0コミック•カルチャーとでもいうのでしょうか0十二番目のイメ 
—ジは、現在の日本の繁栄は非常にもろいものである0英麁だと Con ¬ 
temporary prosperity of Japan is very fragile というのでしょつ力 、0 フラ 
ンク • ギブ ニー という人でしたか、日本は「フラジャイル • スーパー•パ 
ワ ー 」 だという本を書いていますね。フラジャイルというのは危ない、も 
ろい、壊れやすい、少しも危機意識がないということです。大体このくら 
いにしておきましょう 0 

これを全部見まして、皆さんは何か気付きませんでしたか 0 いろいろな 
イメージがあるけれども、それに一貫しているものがあります。何でしょ 
うか。それはネガティブ•イメージということです。全部ネガティブな面 
をついているのです。今まであげた全部がネガティブ•イメージだとい っ 
てよいでしょう。これは#^ I 7 に面白い傾！^です。アジアから来た若い諸君 
ほ、これを聞くと怪蔚に思われるはずです。 

しかし自分に ついて ネガティブ•イメージを持つというこの傾向は、日 
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本人特有のもの、日本人お得意のものなのです。中 3 国人には、こういうネ 
ガティブなイメージだけで自分の頭を一杯にしているというような人は余 
りいないでしょう。 シンガポールの 人にも、そういうことは余りないよう 

ひと 

です 0フィリ ピンでも、インドネシアでも、マ レーの 人でも、いないでし 
ょう。これは、日本人という国民の持つ非常 3 に面白い“尚なのです。 

同じくユーラ シア 大陸に対する島でありながら、極東でなく西の端にあ 
る 小さな島イギリ スについて みますと、イギリ ス 人は自国に ついて こうい 
うネガティブ • イメージを持ちません。日本人はこういう傾向を非常に強 
く持つ。 こういった r 心の偏り」を日本人は持って いるので す。 それは 何 
故でしょうか。これは非常に面白い研究問ではありませんか。 

5 . 日本人の アジア観の移り変わり 

そこで次に、観点を少し移しまして、これまで日本人がアジアについて 
どういうイメージを持ってきたかという問題を考えてみたいと思います。 
歴史的にみると、日本人は周辺のアジア世界に対して、 S つのイメージを 
もってきました。時代区分は、明治維新前と、一治 i 新から第二次:^戦後 
というように分けてみます。 

まず明治以前、日本人がアジアに対して、どんなイメージを持ってきた 
かと备いますと、中国とインドに対しては、非常に高いブラス•イメージ 
で評価してきているのです。我々の祖先は唐天竺と呼びました。京都大学 
の矢野暢先 g の表現を借りますと、中国もインドも日本人にとっては 
「理の存する所」であった。中国は儒教という理想の思想を持っている国 
であり、聖人の道徳の世界であった。インドは釈迦の国であり、这教の国 
であるとされた。それは、非常に宗教—の高い敬虔なる民の住まう所で 
あると受けとられたのです。 
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ところが、ここからが大事なところですが、ルース•ベネディクトが指 
摘しておりますように、日本人はよくコロリ病にかかっていると言われま 
す。たしかに二面では、無原則民族なのであります0自分の考え方をコロ 
コロと変えて苹気でいる。日本人が明治維新の直前から、つまり幕末から 
明治維新にかけて、どれだけ大きく考え方を転換したか。それはもちろん 
ブラスにも作用しました。では、明治維新を ft て、我々は自分を取り巻く 
アジア世界に対して、どういうイメージを持つにいたったか。私は、これ 
はおよそ以下の S つの潮流に分かれるとおもいます（永安幸正『威治経';^ 

がく せいぶんどう さんしよう 

学』成文堂、参照)。 

第一は「脱亜入欧」です。この代表者は、言うまでもなく、慶応大学を 
創 S した福沢論吉先生である。「脱亜論」という有名 1 なエッセイがありま 
す0明治初期の話ですが、その中で'、こう述べておられる。「日本人は中 

T. : 

国、朝鮮と付きあっていたならば、世界の文明の進歩に遅れる。ごれまで 
の中韓との#き合いを精算して、世成の最も進歩せる国であるところの欧 
¥と、新しい交わり耷#つべきである」と主張したわけです。 

これは4時として.は、大重要な見方でありました。つまり、もはや理 
の存する余が、中国、そしてまた中国文化の影響を濃厚にうけた朝鮮半 

とう おうべい うつ 

島ではなくなり、 ヨーロッパと アメリカ、欧米に移っているとみたわけで 
あります。より進んだ「理の存するところ」を見出したといってよいでし 
ょう。明治新の変革を指導してきた人々の多くはこういう思想に立って 
いました。その根底には、いわゆる「和魂洋才」という心的態度 ( atti ¬ 
tude ) が存在していました。 

ところが、やがて歴史ほ移り変わります。日本は特に言清戦#、日露戦 
争を&て、第し次産業革‘を完成させ、重化学エ業のある程度の基礎が 
出来てくる。日本の国力が増してくる。そうなれば、日本も帝国主義化の 


第 3 節アジアと日本の文化理解 


きざしが出てくるのです0それはどういうことを意味するかと言いますと. 

だいにばんめ かん で •，ゆ為*はい 

第二番目のアジア観が出てくるということであります。すなわち r 入亜排 
鼓」ということです。あるいは謀という•を鼙呈し藤の w にかえて、「に又 


，じ1劣うお,う i ，し ことば だれっか. 

亜攘欧」と呼んでいいかも知れません。こういう言葉は誰もまだ使ってい 


ひようげんよ にゅうあドよう*^う 

ません。この表現で良いのかどうかわかりませんが、ともかく入亜_欧、 

にゆうあはいおう 

入亜排欧ということです。 


これは、日本がアジア 


ばあい いせい のぞ ちゆうごく ちようせん とうなん 

この場合インド以西は除き中国、朝鮮、東南 


アジアのみ*—に入って行って、ョーロッパ植民地帝国の勢力をアジア 
から排除駆逐するという思想です。そしてもう一つ大_なことは、その_ 

めいしゆ しそうで 

に日本がリーダーとなる、日本が盟主となるのである、という思想が出て 


くることです 


〇 

じん 


これは日本人が、単に一般の民だけではなくて、のも答 
め、.国民すベての階層の大多数が日本の装筏花に ii を#ち齧めた 1 i 滅で 


もありました。 

この頃のことを非常に面白ぐ象徴する 一つのエピ ソードがあります。 
のちに中国の民主主義革命を指導した孫文であったかと M いますが、とも 
かく、ある人がヨーロッパからアラブを経て日本に帰る途中に、日本が口 
シアを破ったという知らせが、アラブのあたりの人にも届いていた。その 
人がアジアに帰ってくる途中 7 に、アラブで働いていた A たちが®に！!かっ 

われわれとうようじん じん う やぶ よろこ こえ つた 

て、厂我々東洋人が ヨ ーロ ッパ人を打ち破 っ たの か」 と喜びの声を伝えたと 

ひとびと よろ i ほど 

いいます0そのようにアラブの人々も喜んだ程、オリエントの、アジアの 

たみ はくじん しはい .しはい 

民が、白人によって支配されていたわけです。だからその支配をはねのけ 
るということは、アジア人の大 ' k 強い歴史的宿 ii でありました。 

ですから第二番目の日本のアジア観つまり入亜攘欧、入亜排欧という考 
え方も、これは日本としては出るべくして出たものであるともいえます。 
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ただその_に日本が鹽罜になるという立場は、やがてこれは M に、 ± k~k 


_ぅ栄圏の思想につながっていくわけです。それは、昭和15年ごろから、 
关 Mi 贸窠論に発展していきます0そして日本は、世界戦略において、 


結果的に失敗をするわけであります0 

しかしながら同時に、第三番目の見方がありました。それはいわば「或 
金共っ築」、つまりアジアを痛し共に栄えるという^;とです0この場‘には. 

なか ひと た 

日本は アジアのメンバーの中の一つに すぎない。けっして日本だけが 他を 

はけん 

しのいでリーダーシップをとる、 ヘゲモニーを にぎる、日本が覇権をとる. 
といった考え方ではありません。ョーロッバ帝国主義の勢力を排除ずる 
けれども、アジア全体は各_が共に手をとって進んでいこうという考え方 


です。そして、もしこの考え方が本当にうまく実現されていたならば、日 
本は特に大東亜戦争、あるいは关毕洋戦争というあの愚かな失敗を繰り返 

す • 

すことはなかったはずであります。人間は、頭の中に持つところめイ メー 

うんめい おお さゆ■う .わす 

ジによって、その運命がいかに大きく左右されるかを、忘れてはなりませ 
ん。日本にとっては、关毕洋戦争、大東亜戦争の経験は、非常に重要な歴 
史的 i 味を持つと思います0 

だいにじたいせんごげんざい じん. 

それでは、第二次大戦後の現在においては、日本人のアジアについての 


イメージはどうなっているか。第二次大戦後になりますと、それは一口に 
いえませんが、大体 ei つ位の傾尚を示してきているのではないかと思うの 
です0 

日本人には、国際理‘のための基本的な図式があります。それは世界を 
四つに分け、義ん中に日本がくるものです。第一象限には、先進国でかつ 
自由主義の国々がくる。特に西ヨーロッパとアメリカであります0ぞれか 
ら M 二象 限にいくと、ここは主としてソピエト、それからソビエトを中心 
とした筵義国がきます0ここでは、ソ連の沿海州や、北方海域に面し 
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図 6-17 日本をとりまく国々 


II 先進社会主義 I 先進自由主義 

諸国 国家群 

-- 日 本 - 

III 非中国系... W 中国文化圏 

発展途上国 東南アジア 


たアジア • シベリアはアジアに入るのかどうか、という問題が台頭してく 

y 

るでしょう0第三象限にぐるのは、アラブの国々、それからアフリカとさ 
らにインドであります。第四象限にくるのは、これは中国文化圏、中国 
と東南アジアです。これは、栗本一男さんという人——この方はユネスコ 
に勤めている 一 ■が書いた『国際化時代と日本人』 （ NHK ブックス）とい 
う非常に面白い本が最近出ましたが、この人が示している図式です。大体 
その通り、私も賛成であります0 

こういうように世界を四象限に分けますと、日本人の备っている「頭 
の中の地図」では、第一に西欧先進国を中心としたイメージ、これがまず 
先頭にくる。ここから、西ヨーロッパとアメリカに追い付き追い越せ、キ 
ャッチ•アップせよ、という国家意識が出てくるのです。これが第一の¬ 
-です 。 

次に我々日本人には、インド世界と、中国、朝鮮、東南アジア、これが 
アジア世界であります。アラブ地域は霞んでいます。アジアの地域は、な 
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るほど日本も その? に a ってはいますが、日本苡并のイ ン ド、ち‘っ—、ち li 
蘇、 M 南アジアの世-は遅れた国である、というイメージが日本人の思考 
の基本にあったと思います。従って、ややもすれば日本では、 そこから 学 
ぶ签は清もないという考え方が支配してきました。特に現 W の科学技術 5 の 

K メめ ■ひようか 力、ん 

分野に ついては、 そのような評価をしてきたのです。そういう アジア 観で 
は、アジアは 日本にとって単なる資源の供給先であり、また日本の商品 
を販売するところの市場であるというように考える訳です0これは絶文 I 避 
けるべき発想の落とし穴です。 , 

従来、日本人は、インドとか中_、朝鮮、東南アジア等のアジアが持つ 
ところの 「アジア的価値」というものを、認めよ.うとしない。どうもそう 
いう態度が根本にありました0これまで日本人は、アジア地域に旅行して、 
そこから文化や価値を謙虚な態度になって学ぶという機会を、一般的に見 
たな.らば持とうとしなかったのです。しかし今日、日本人にも「アジア的 
価値」を再認識する人々が増加しはじめていると申せましょう。これは大 
変重要な変化であります0 

6 . 外からの日本イメージ 

それに対して、今度はアジアの他の国々の人は、どういうイメージを日 
本に対して持っておられるだろうか。ここでは特に東南アジアの例を申し 
上げますと、対日惑は住々にして反日という形で噴出してきました。先程 
申し上げた矢野先€が、『南進の¥秦』（中公新書)という本を書いておら 
れます。この本の中で、近い逼去をとってみる限り、日本に対して東南ア 
ジアの人々は、基本的に友好的でありますが、一方では反日という態度も 
持って いる という こと を述べておられる。 

せんご はんにち つぎちようりゆう たいへいようせんそうちゆうざん.ぎやくこうい 

戦後の反日には、次の潮流がありました。①太平洋戦争中の残虐行為 
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の fee に基柒するもの0②設菜策ぅのされたき蠢ぅ餐をぅけたェリートに 
よる反感。③日本の経済進出への批半 ij 。 ④日本の経済進出がもたらす好ま 
しくない政治的機能への批判0 

1977年に、日本の福田総理が東^®アジアを歴訪しました。ちょうどその. 
頃に、私はタイの奥地で、タイと日本の合同 チームの 人々と二緒に農村調 
査をしていました0バンコクでは、福田総理は歓迎もされましたが、しか 
し同時に、反日の気運も非常に盛り上がっていました。そういう時に、私 
どもは農村にいたわけです0 

そのとき、向こうの農村の一部の人たちが、「あなた方はデモンストレー 

サんでん ところ き 

シ 3 ンのために、つまり宣伝のためにこういう所に来ているのではない 
か」という言葉を口にされました 0 これは非常にきつい言葉ですね。 

我々は、世界銀行が行なった灌溉ブロジェクトがあって、そのブロジヱ 
クトのフィ. ー ジビリティ調査に関係していました。つまり、ブロジエクト 
がどれだけうまぐいったか、あるいはまた周辺の農村開発をこれからどう 

ち > スさ .ドん .. -. がみ .- rf - 2令ん 

するかについての調査です。ところが、 r 日本入のあなた方は宣伝のため 

46 .，と 1 金 - とう** 

に来ているのだろう」という言葉が聞かれたわけです。当時、それくらい 
日本は警戒されていました。 

アジアの人々がまず日本人に対して持っているところの基本認識には、 
あるいは無意識のうちの深いところには、好日と共に、そうしたいわば反 

にち こうぞう すく けいかいしん 

日の構造、少なぐとも警戒心というものがどうもあるらしい。これは、日 
本人として十 5 分に反省しなくてはなりま全ん。 

もちろん、ネパールとビルマあたりを境に、それ以東のアジア人という 
のは、人種的にはほとんどモンゴロイドであり、モンゴル系の人間です。 

したが ■にし .い とき ひがし かえとき ■じん 

従って、ビルマから西に行く時と、ビルマから東に帰る時とでは、日本人 
にとマて各地の人々が持つところのフイーリングは非常に違います。ビル 
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マから東に戻って来ますと、たいていの人々は「ホッとする」そうであり 
ます。これは世-を一周してみると分かることです。これは、根本は人種 
的なものがあるらしい。カロえて、文化の性質が作用するのでしょう。これ 
は栗本さんもおなじようなことを書いておられる。私もぞのようなことを 
感じました。 

アジアにはそういう親近さがあると同時に、しかし他方では、日本人に 
W する非常に 根 い「不信の構造 j というものがあると思います。これは 
中 国大陸にもあるし、いわんや 朝. 鮮半島の人々には根強く存¥すると备 
ってよろしいでしょう。この点を、日本人は深く心に留めておかなくては 
なりません。 . 

アジアの人々は、そういった基本の精神構造を持ちながら、これまで日 
本に対して大成三つくらいの—度を取っそきたと思^、ます。これは私個人 

かんそう かくこ.く. いくに'ん ひとびと いけん さんしよう 

の感想というだけではなく、アジア各国の幾人かの人々の意見も参照した 
うえでの最ブ^約数のつもりです（アセアンの反日問逢については萩原宣 
之 『 ASEAN 』 有斐閣選書を参照)。 

第一 は、過去にアジア各国の政府が日本を スケープゴート に 使' うという 
ことがあったことです。国内を治めたい時には外に敵らしきものを作る。 
これは政略の一つの原則であります。外の敵が自分たちの_を攻撃して 
くるのだということになれば、国内はよくまとまるのです。そのために、 
アジアでは日本が往 々に して犠牲の羊、 スケープゴート にされるという傾 
向がなきにしもあらずでありました。 

二番目の流れは、日本からより多くの援助を引き出すために、ある国の 
政権が日本を批判して反日の運動を盛り上げるということもあったようで 
す。そういう事態になると、日本の政府も国際的摩擦を減らさなければい 
けませんから、それに呼応して援助を増やすとか、あるいは何らかの国際 
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協力を考えるようになる。それをねらって反日の動きがでてくる。これ 

は非常に厳しい見方ですけれども、実際過去にはそういうものがあったと 
い 

言ってよいでしょう0 

それから三番目に、華僑の問題があります0中国#の人々は華僑、英語 

で Asian Chinese と呼ばれています。もちろん今日では、そういう人々の 

多くは華儒と呼ばれることを拒み i す。「私たちは中国人ではなく、声れ 

ぞれの国民なのだ」といって、各国の国民であることを強調します。しか 

しともかく、それらの人々は非常に勤勉であり、経済力も i いし、それか 

ら教育程度もよろしい。従って社会的に、いわば上層階級に属する人が 
おお 

多いといわれます。 

ところが国民の他の部分がそのエイシャン•チャイニーズの大きな影 
響を受けますので、ある国ではそういう人々の力を抑えるために、アジア 

しんしゆつ きぎよう ひはん .なぜ 

に進出している日本企業を批判するということもあったようです。何故 
かと言うと、日本企業と華僑系の人々とは、経済取り引ぎの上で録く結び 
ついている場合が多かったからであります。そこで日本を批判すれば、間 
接的に彼ら中国系の住民を批判することになり、彼等の行動を抑えるこ 
とになるというわけです0 

もちろん、このような傾向はもはや過去のものとなりつつあります。各 
国の人々も、以上のようなマイナスの側面ばかりでなく、日本の発達した 
工業•氣商国家の側面に熱い眼差しを向けています。しかし、日本と他 
のアジアとのつきあいは、こうした明と暗との両面をよくよく見すえたう 
えで、行なわれるのでなくてはなりません。 

7 . 周辺劇場国家日本 

こうした中で、我々日本人は、これからいかなる道を求めていかなけれ 
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図 6-18 世界文明地図 



ばならないのでしょうか。こういった様々な認識のギャッブあるいは対立 
というものを克服して、これから将来日本としてはと'ういう対応をしてい 
かなければならないか。これが我々の大きな課題だと思います。そこで、 
これにこたえる準備というか、参%•のために、アジアを舞台とした文明論 
的な、文明史的な検#、比較文化的な見方を¥し上げてみたいと思います。 
それはこういうことです0 

まず世界地図を書きましょう。世‘％図を i く時には、はじめ最ん¥に 
大きな菱形を書きます。ユーラシア大陸です0そしてその東の端に日本が 

にし はし 

あり、西の端にイギリスがあります。そしてアラブがあり、アフリカがあ 
る。一方、太平洋を囲んで逆三角形の北*があり南米、がある。これで世ゼ 
地図の基本が出来上がるわけです。この世界地図の上に、もう一つオース 
トラリアがあり、ニュージーランドがある。東南アジアもあります。アジ 
アには中国大陸とインドも含めます。朝鮮半島も含めますしミもちろん 
日本も入ります0 

そこで、日本の位置づけをアジアの中で考えてみますと、以下のことが 
いえると思います。すなわち、日本は、インドから仏教という形で基本的 
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なフィ ロソフィーを 邊こ叉ぅした0また、ち‘ぅ議からは S 篆 • S き蜜という螽* 
的なフィ ロソフ ィ ーを 輸入した。インドからは仏教という形で人4哲学、 
人間論を輸入し、中国からは政治哲学を、あるいは社会哲学を輸入しだ。 
こういうふうに言ってよろしいでしょう。もちろん、中国から仕入れた思 
想には人間論もあります0また、それなりの自然哲学、つまり易とか 、 k 
方のようないろいろな医学論も入りました。そういう中& 2系統の思想 
を輸入することによって、日本は今日まで自分たちのフィ ロソフ ィーを？^ 
成してきました 0 

思想は同時に文通を伴います0そこで日本の文明、は、こうしてんから輸 
入した思想を4かす形で、歴史的に幾つかの段階をたどって形威されてき 
ました。 

まず第一の段階は、中国から輸入したシナリォによって威治体制を『乍る 
という段階でした。これは「劇場国秦日本」（矢野暢教授による）という 
考え方です。シナリオは中国からやって来/•こ0いわば中_モデルです。 
それから第二の段！^は、これは明治維新後の時代であり、この時のシナリ 

にし き 

才は西ヨーロッパからやって来ました。 

日本の歴史を考えますと、基本的なフィロソフィーと^ ii 度は輸入品であ 
る。そしてその蠢け皿は、神道という土着の思想体系であります。神道は 
いわば器であり、中空の墓 5 であると言うことが出来ます。これを「主観的 
空虚性」という人もおります（梅棹忠夫•奏田道太郎 i 『日本文化の構造』 
講談社)。あるいは、神道は「着せかえ人形」であって、時代に応じて外‘ 
思想という衣を着替えてきたが、本体は変わらなかったのだという説もあ 
ります（石田一 g 『カミと日本文化』ぺりかん社)。 

ともかくそういうふうにして、日本は2度外部から思想を輸入するとい 
う経験を持っているわけです0特に中国やインドから輸入した段階'を第 
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二の Mi としますと、驚三のはョーロッパとアメリカから、ことに S 
二次大戦後はアメリカを中心に、思想がやってぐるという、こういう構造 
が続きました0 

ここで、ついでに 申しておきますと、 アジアに おける日本の位置を考え 
るうえで、日本とイギリスとを比較するのも有意義だと思います。イギリ 
スも同じように大陸の端に位置する小島であり、;陸から I 分たちの.国を 
造る フィロソフィーを、 しかも複数輸入してそれを プレン ドしています。 

イギリスの場合、一つは ユダヤ •キリスト教の 伝統で あり、ギリ シア •口 
- ■マを 経て輸入せられたもので へ ブライと ヘレニズムの伝統です。 また他 
の 一つには、 ゲルマンの 世界から、あるいは北欧 ノルマンの 世-から先程 
ケルト族の文化の中に乂ってきた土着的な思想がありましょう。 

これは明瞭な思想体系というふうには言えないかもしれませんが、そう 
いうものが入ってきて V 、ることは麵かです。こうしてイギリスの場合にも 
自分を造りあげる基本の思想は大陸から入ってきています。そういう森 
で日本とイギリスとは，これは今日本とアジア論が主題ですから余り関係 
はないようですけれども、大陸と島国の文通という観点から突 f 比してみる 
と、非常に面白いものが隠されているのであります0 

& •環太平洋圏と環インド洋圏 

以上は歴史的なことでありますけれども、日本の位置づけを現代につい 
て考えますとどうなるでしょうか。我々は一つは「環；丰洋圏」という地 
理的および文§1的な圏 k ( region ) を考えることが由蚤ます。それから同 
時に、あまり世間では提唱されていませんけれども、もう一つは「環イン 
ド洋圏」というものを考えることが出来るし、考えなければならないとい 
うことです。地球全成の見地としては、さらに「環大西洋圏」が-想され 
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ましょぅ。 4 E は、 i からすれば、麓关苹 i _、 i ィンド顯ぉょび 
環大西洋圏という M つの圏域をもちます。 

ともかく、アジアに ついて こういうふうに二つの環大洋:^萌鶴を力辜がえま 
すと、日本と特に東南アジア諸国とが、今後どのように箱互理龍とき嚴り:^くを 
すすめていけばよいかが明らかになるのです。 

日本から見た環矢苹洋圏というものはどのような茇 i • 安花から I ：り：5： 
っ ているかといえば、まず中 5 国流 7 の儒教 5 文花、そしてまた S き蠢っ、あるい 
は日本の神道、南洋の土着宗教、これに IT 备とキリストが 3 C ってい 
る、そういったものが基本的構造であります0これは濃厚にモンゴロイド 

紫の1、1でぁり、鶏でぁり、安花であります。1装は、关苹 iM にォー 

ストラリアも、南北アメリカも入り、そして極東シベリアも二して 
来ているのですけれども、これはもう一つ別の新しい課題です。 

ところが他方、環インド洋圏から発想しますと、同じアジアと i ■っても 

■がかなり篷ぃます。これは「ベンガル嚴萌菌」(讎憲美）とも备ぇ 

とうなん にし む にし む 

ます0まず東南アジアは西を向きます0西を向くというのはどういうこと 
かと申しますと、 一つはイン ド亜大陸の影響が非常に大きいということで 

ぶんめい はんとう ほう 

す。つまりヒンズーの文明です。マレー半島の方にいきますと、かつてイ 
ギリスのブランテーションがあり、植民主義者たちがインド人をどんどん 
そちらへ連れて来ました。そういう名残りがたぐさんあります。その本家 
のインド亜大陸は紛う方なくヒンズー文明圏であります。 

しかし同時に、この環インド洋圏には、西方にイスラムの本 M ；& アラブ 

きょうりょく えいきょう お上 

がひかえており、強力なイスラムの影響が及んでいます。そしてこのイ 
スラムの 影響は、今我々が問題にしているところの東南アジアに爸'義く M 
び、フィリピンの国内政治などにも顔を出しています。東南アジアの特に 
ア七アン (ASEAN) 諸国、なかんずくインドネシアとマレーの藝き#淫 


147 





第 6 章日本とァジァ 

M されるのは、その竺つの誌がち H 安 H あるいはインド茇花議ではな 
くて、イスラムの影響を強く受けているということによるのです0これは 
ァジア、特に東南アジァの動向を占う時に無視してはならない大きな問題 

てん 

点であります。 

従って東南アジアというのは、一方では、例えばシンガポールの最近の 

ひがし む 

スローガンに みられますように 、I ルック•イース ト」であります。東を向 
き、東に学べ、「日本に学べ」 という 姿_です。 ところが 他方では、 マレー 

2と A . デ电 

にせよ、シンガポールにせよ、インドネシアにせよ、もともと伝統的に「ル 
ック •ウェスト」 であります。西を向き、西欧から学ぶ。東南アジアは、 
こういう両面の性格を持っているのです。だから我々日本人が、東南アジ 
アに行きまして、向こうの人が日本を高く評価しているからといっていい 
気になりますと、足をすぐわれましょう0東南アジアの方々.は両面を見て 
います。 

ですから、1日本人は、日本からアジア世界を見るという時に、環太 
苹犛の猫からだけで1ていたら圣たぐ不十分なのです 0 必ず同時に環インド 
洋圏を視野に入れなければならない0しかしそれは、我々日本人にとって 
は^^に%かしい蠢麄であります。何故ならば、我々は環太 5 F 洋圏のことは 
いつも考えます。ところが、インド洋圏については我々はイメージが不足 
しているし、交流も不足しています。従って日本人にとっては、それはど 
うも明瞭な世-として浮かび上がってこない0非常につかまえどころのな 
い世#であります。こういう限界があります0この限界を克服し、日本人 
の世界認識を拡;していくことが、焦眉の急です。 

9 • 東西対立とアジア • 日本の命運 

それにもう一つ、 jk 上のような文明構造の中で、現代の時点において日 
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本がどのように物を考え対処していくべきか、そのことについて申し上げ 
ます0それは、まず政治•軍事の問題です0世界のダイナミズムは 、 Urn 
と軍事と宗教と、それからこの三つの要因を統合し調整する i 治とによ 
って、動いていきます0 

まず、日本はアメリカとの間で安全保障条約を持っていますが、アメ 
リカとの間.で、世‘%和の観点に立って、緊密な関威をしなければな 
りません0と同畤に、中国、朝鮮半島との間でこれからどのようにして苹 
和的な関係を築きあげていくかです。これは全く未知数であります。 

さらにもう一つ厄介^ょ問題があります。それは日っソ関ポで V ります。多 
棼ソ連は、关苹洋圏への進出を益々強イ(:してくるであろう。そういう中 
で日本は、日采関 g を強く維持しながら、ソ連の太平洋圏への進出 5 をいか 
に迎えていくか、それにどう対応していくか。こういう問題が、日本のこ 
れからの進路に対して大きな影響をもってきます。しかもそれだけでは 
ない。ソ連はベトナムのカムラン湾岸に強大な軍事基地を築いていると 
いわれます。日本が東南アジアと付き合おうという時、インドシナ半島の 
二為に、日本の荇動を自由にさせない、日本の荇動に#してちゃんと牽制' 
をするだけの強大な勢力の基地があるわけです。 

他方、アメリカもフイリピンに大きな軍事基地を持っています0沖縄に 
もありますけれども、それらを基地にして戦略を展開しようとしていま 
す0我々はべトナムのカムラン湾と、フイリピンや韓国のアメリカ基地、 
あるいは日本列島に存在するところの基地と、そういったものにこれから 
どう対処していくのか0これが、日本の将来にとっては大きな意味を持っ 
てまいります。 

東南アジアの人々は、こういう軍事的な面について、本音のところでは 
非常にアンビバレントな立場にあるのではないでしょうか0特にアセアン 
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は何生まれたか0これはベトナムの膨張主義に対抗するためであり、 

しやかいしゆぎせいりよく たいしよ 

アジアに おける社会主義勢力に対処するためでありました。ですから、ア 

ジア社会主義に^するためには、やはり自—主義の立場を同じくすると 

どろの日本が、軍事的にある程度強くなってもらいたいという必要性があ 

る。ところが、その日本が余りにも軍事的に強くなるということは、東南 

アジアの人々にと っ ては、また再びかつての大資亜共栄圏の悪夢が蘇乞て 

くることになるのです。だから日本と東南アジアとの関係は軍事的な面に 

ついて言えば、非常にアンビバレントな、あちら立てればこちら立たずと 

いう関係にあるわけです0各国がこれをどう処理していくか0それは、日 

本自身からみても極めて処理しにくい、対応しにくい問題であると言って 
ぉも. 

もよいと思います。 

さらにもう少し視野を広げますと、この軍事的な問題はインド洋圏のあ 
り方にまで影響”します。それはどういうことかと：备えば、日本の最大のエ 
ネルギー供給：源は;アラブである。目下のところ； E 油は、インドネシアも 
ありますが、非常に多くのものがアラブから来ています。と致しますと、 

この環イン:ド洋圏がどういう情勢になるかによ っ て、日本の死命が制せら 
れるわけです。環インド洋圏などは、日本の生存にとって関係ないように 
思えますけれども、そうではありません。日本の国際戦略からいっても非 
常に重要な；！味を#びています0従って、スリランカの人種対 S なども遠 
い所の他人事ではないのです。インド亜大陸とその周 7 辺がどのように動 
くかによって、 アメリカの 勢力が残るか、 ソビエトの 勢力が進出して く 

るかが決まり、それによって日本の経済的な繁栄が続くかどうか、東南ア 

-• • ' • 

ジアの政治地図が変わるか、それが極めて大きな影響を受けるのです。そ 
ういう点から%えましても、環インド徉圏という龜を、我々は無視して 
はならないのです0 
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ぽ丄ぅは日本のから1た sil 碎の§1でありますけれども、しかし 


単に日本だけの利害にとどまらず、東南アジアの将^というフ4から！て 
も、人々が経済的な繁栄を.実現出来るかどうかということに、_インド# 
圏は大きな影響を持つわけです。 

こういうふうに、アジアと日本との関係というものは、歴史的な文知. 
文化の構造を基盤とし、それから現在における軍事的および謹赛蘇な、そ 
して両者を結び付けるところの政治的な関係が重なり备い、寥 1 に贏^な 

だんかい き い おも いま 

段階に来ていると言ってよいと思います。日本は、今のところアメリカと 
手を結ぶことによって、ちょうど中ソ対立の間にあって、かろうじて苹表! 
を維持することができているのです。 

このアメリカと日本を基軸にした日米安保条約のシステムと、そしてま 
た日米の密接な経済関係とを基軸にした日本の戦をの Mii が、これか 
ら先どれだけ維持出来るか0それは多くの要因の成り行きによります。そ 
れは一つには米中、したがってまた中ソの関係がどうなるかということに 
かかっています0現の見通しでは、中国とソ連とはそう籥輦に# B りし 

なかなお いちまいいわ 

ないのではないか。仲直りして一枚岩のようになっても、やがて主たすぐ 
対立すると、こういう離接的な関“が続くと思うのです。しかし、篇歸ど 
も平和的な茭流を求める必然“はあります。それは特に内陸南での交 0 凝 
に知いてそうです。これは、色々な細かい説明がいりますけれども、大ま 
かに.申しましてそういうように見ることができましょう。以上のようなア 
ジア世界の基本構図の中で、麁質-をはらみながらも、れはしい茇萌 
を造っていく努力をしなければならない。これが日本から見た — 日本とア 


ジアの今後の課題であります。 


10. 人類精神の第三革命を迎えて 
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そのぎにっぃて、ゃゃち美ぅ逢のから茇 iiwii を14に¥し玉げて 
みたいと思います。それは、今我々は日本も含めて、人類史的にいって_ 
三の精神革命期にさしかかっているということです。我々がそれをどのよ 
うに創造していくかが、これからの課題です0 
_二の精神革‘とは、古代における人類の「高等宗教の革‘」です〇こ 
れが人類史を大きく動かした第一の革命です。これは、人間の圣き方、人 
間論の奋座から、人_に最も包括的な味の コスモス」、 つまり「世#観」 
を¥えました0 

それからぎとの精神革命というのは、17世紀ごろから興り今日ま で k ぃ 
ているところの「近 W 科学技 ff の革‘」です。これはョーロッパが先讀を 

き T 《にち 私 V 、备 せ/ 1 -ラき 

切りました。そして今日、アジア地域でいうならば、日本がその先頭を切 
り、指導的な立場にあります。1番先頭のところに先進国がきて、後の国 
がずっと並ぶ。しかもその先進国は、歴史の段階が進むにつれて交替して 
いく。先進国の地位は移り蠢わっていくのです。 

例えば、かつて 19 世紀においては、大英帝国が国際システムの中心で 

せいき はい 

ありました。それがパッグス•ブリタニカです0ところが20世紀に入り 
まして、特に威二次:^戦後になるとアメリカがその中心になります0ハ。ッ 
クス •ブリ タニ カからパッ クス •アメリ カーナヘの 移行です。そして 今、 
我々は、20世^から21世紀にかけての新しい段 ftf の国際関成と人類文明 
を模索しつつあります。次のシステムの中心になるのはどこの国であり 
ましょうか。あるいは、もはやそういう同心円的な国際システムは成り立 
たないのかも知れません0 

そこで、こういうことが考えられます。大英帝国は、石炭と鉄と船の技 
術を中心とした時<の文-のあり方であった。ハ。 ッ クス • ブリ タニ カと 
は、そういう文明を基盤にした国喊関_であった。それに対 1 して次のパッ 
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図 6-19 発展のパターン 


第3節アジアと日本の文化理解 


第 III 将来情報革命 


第 II 近代科学技術革命 


第 I 古代高等宗教革命 


クス•アメリカーナとは、石油と電気と電信を中心とした文明を基本に出 
来上がってきた国際関係の構図であった。 

そして今我々は、新しぐ第三の段階に入ろうとしている。これは 1 驗輩 
‘といぅものがその行方を、つまり人 i 茇 i の荇务をぅ盖なぅ、そぅぃぅ羅 
であります0だからアジアの次 W をになう諸君には、ここを一番強^し 
たいのです0 

発展途上のアジアは今、三重の課 M に直面しています。肇二の螽聖は 
農業革命と工業 5 革の達成であります。り] f 勞备わせて、花つまり 
インダストリアリゼーションであります。これは遅れてやって来た課題で 
す。なぜならそれは、もう先進国は既に達成してしまった課題なのです。 


いま だいぶぶん 


しよこく な と 


まずそれを今、大部分のアジア諸国は成し遂げなければならない。中 5 国も 
南北朝鮮も東南アジア諸国も全部そうであります。 

ところが、既に世界の人碱の先進部分は、情報箪莓の备筏に A りっっあ 
ります。これが▲との課題です 0 今後人蜮の文明を、鋤 i 苹洋圏も备めて 

じんるい ぜんぶん めい さゆう じようほうかく めい ゆくえ 

人類の全文明を左右するのは、この情報革命の行方であるといってよい 
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でしょぅ。し4がって誠 iMi のし#*を1がぇてぃく i には、拏崙のぁり 
方というものが大きな意味をもってくるのではないか。およそこういうふ 
うに考えられます。 

しかし、今始まろうとしている人嬙のの精神擎硌期には、二另では 
工業化、従って近代化があり、他力そのようなインダストリアリゼー ショ 
ンの一層の発展としての情報革命すすみますが、さらにそれと^為に、 

もう一つはかつての^等宗教に代表されるような世界観の変革と、これ 
ら三つが重なりあって出てくるであろうと思われます。特に、工業革# 
の延長としての情報革命と、それから2,000年昔の人類の精神革答をに 
なった高等宗教についての新たなる革‘と、二つが重なり合って新しい 
人類文明のあり方を i っ ていくだろう。これは、アジアもボ蘇ではありま 
せん。これはやや未来学的になりますけれども、大体 2050 年ぐらいまで 
に姿を現してぐるだろうと予想されます。 

こういう見通しに立って将策のヴィジョンを樹立するという義題が、日 
本とアジアの文明 • 文化圏についてはあるのです。長 5 期的にこういう大き 
な課題をにらみながら、我々は今後の日本の生きかたを探究していかなけ 
ればならないわけです。 

そういう点からみますと、日本は今、ますます外に開かれた匿として、 
自分たちの考え方と行動とを大きく？乍り変え、転換していくという—に、 
直面してきていると言うことが出来ると思います。これは、国際関 ll に 

おいて、 

① 慈悲もしくは愛——すべての人々をいつぐしみ育てあげる。 

② 寛大——すべての人々を、すべての個性を晏け入れる寛い心をもつ。 
という原理を、世界の中で、各民族、各国民の交わりの中で実行していく 
ことであると考えています。これが我々の実践課題です。 
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こうして、日本の役割どいうものを明らかにする時に、次の点は羊二夯 
に考慮しなく T はなりません 0 つまり、日本は地理的にいっても、あるい 
は文明論的にいっても、アジアの中にいるわけです。先程逢べたインドと 
中国というアジアの二つの大きな文明の影響を受けているということで 
す。これは非常に幸せなことだと思われます。何故か。これからの欠顏註 
‘は、ますます相互交流が激しくなってくるでしょう。そのとき、眞賓安 
明を体内にもっている者のほうが、対応力に富むからです。 

また、私は今からかれこれ7、8年前に書いた論文で、近い将柒の_顚餐 
序においては、国境の壁が徐々に取り払われていくだろうと述べました。 
近代に形成された国民国家というものが相^!化されていく、备いかえると 
国家主権が相対化されていくだろうと。では、どういぐ# e そうなるかと 
申しますと、自由主義 H 家群の間では、4まではまず#易の iS 花、それ 
から資本の自由化がありました。また新たに金融の自由花があり、そして 
さらに情報の自由化が迫られましょう。衛 i を打ち上げ、その si にょっ 

はい ぎやく 

てアメリカのテレビが日本に入ってくる、逆に日本のテレビがアメリカに 
行く。そうなると、言語の国際化もこ層すすむでしょう。 

さらに最後に残っているのは何か0それは、国籍を取り払うことです。 
国籍を取り払うというのは難しいかも知れませんが、誰でも働きたい所が 
あればどこへ行っても働くことが出来るようになります0そのような実験 
は、すでに EC 圏で行なわれてきています。これは、「労働と居住の 
化」であり、つまり「人間の自由化」です0これを、日本はこれからます 
ます考えていかなければならなくなります。 

そうした時に、ァジァは世#の高等宗教が全部_まって毒て函备い、 
しかも根を下ろしている。キリスト教しかり、イスラム、ヒンズー、仏 
教、中的な宗教•思想しかりです。日本にはまだイスラムはほとんど 
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来ていませんけれども、日本はそれらをすベて受け入れていく一つの大き 
な3器として神道というものを持っています0神道というのは極めて開かれ 
た構造を持っています。そして実は、アジア、特に東南アジアこそが、環 
关¥洋圏と環インド洋圏と二つの局面を持ち、東側と西側を持っている。 

じんるい なが れきし なか あいたいりつ 

アジアこそが、かつて人類の長い歴史の中で、そのように相対立しせめぎ 
合ってきた文が全部出会っている、地球上唯一の場所なのであります。 
EC には、単一のギリスト教しかありません。だが、こういうアジアのよ 
うな所からしか、我々は次の時代のものを造りあげていくことは出来ない 
と、思われるのです。その点、.文明の源流ではかえってだめで、むしろ 
「諸文明の由会う周を部の役割」が重要であります。ユネスコ憲章の起草 
にかかわった教%学者、 故ョーゼフ •ラワリーズ博士 （ロ ンドン大学教 
授） は、太の親日家でもありましたが、その広い 国際的 視野から、常に设 
上のようなことを語っておられました。 

そういう蠢昧で、アジアば人_走の実験の場所の一つである、とこうい 
うふうに思われます。東西文明の融合、合流という課-が、ごこから出て 
まいります0それに意識的に取り組むことが出来るのば、たぶん日本であ 
ろう。また他のアジア各国と協力して、日本がそれを成し遂げなくては 
ならない0 

しかしながら、東西文明の融合ということを促進するためには、もちろ 
ん日本が独善的に考えてはいけません。日本がそうした使命を持っている 
からといっても、日本だけが持っていると思い上がってはいけません。こ 
れからの地球文ボの建設には、各国のイニシアチブを尊重した相互理解 
と相互協力とが+可欠です。だから、排他性を持たずどんどん外国人を 
受け入れる、そして日本人も出掛けていくべきであります。日本のこの豊 
かな富は、そういうことのためにもっと有効に使ったらよい。日本は、.そ 
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ういういわば国籙流の土俵の一つになる。これが21世^己にむけての日 
本の偉大なる使#なのです 0 
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早稲田大学における国際交流 

——その歴史と現状—— 


I プロローグ 

1982年（昭和57年）10月21日、本大学は創立百周年の記念すべき日を 
迎えた。記念行事は、1980年8月18日の富山市における地方講演会を皮 
切りに、1983年3月26日の徳山市における地方講演会をもって盛会裡に 
幕を降ろした。その間さまざまな記念行事企画が実施されたが、何とい っ 
ても、その圧巻は10月21日の記念式典を挟んで行なわれた国際的行事の 
数々であった 0 パリ、ボン、モスクワ、高麗各大学総長には、両大学間の 
学術交流の維持発展に尽くした功績に対し、またマラャ大学アジス副学長 
にはマレーシアと日本との教育.研究交流に中心的役割を果たした功績に 
対し、小野梓記念講堂において名誉博士号が贈呈された。また、清水司総 
長主催招待晩餐会には、交換協定締結大学等本大学と関係の深い16大 
学 • 機関から総長 • 学長が21名、ならびに、世界著名大学総長またはその 
代理45大学•機関から52名が、本大学学内関係者とともに参会され、和 
やかな歓談 • 交流に花が咲いた。当夜の印象としては、「第二世紀を迎え 
て早稲田大学もようやく世界の大学の仲間入りができた」との感が深かっ 
た。記念式典には、さらに、駐日各外国大使を始め国内在住外国人来賓も 
多数加わり、国際色豊かなガウンが衆目をひき、会場に華麗な雰囲気をか 
もし出し、厳粛にして荘重なこの式典に花を添えた。 

また、国際シンポジューム「21世紀をめざす世界と日本」は、建学の理 
念のひとつである「東西文明の調和」の現代的発展の途をさぐることを目 
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的としたものであり、外国からの著名学者を招待して開催された。さらに、 
「世界の大学 （1) ——碩学が語る哲学•社会•教育」、「世界の大学 （2) 
—-現代における大学の役割」と題した特別講^^会が、外国人著名学者お 
よび来学した外国大学総長を講演者として開催され、多くの聴衆に感銘を 
与えた。これらの国際的行事は、創立記念諸プログラムのなかでも早稲田 
建学100年の歴史を象徴する際立った一大デ モンスト レー ション であって、 
先人達が築き上げてきた世界における早稲田大学の地位を再認識させるも 
のであり、わが国において本大学が国際交流の深化 • 発展に先駆的役割を 
果たすべき使命の自覚を改めて促すものであった。 

そこで、本稿では、主として、創立以来の早稲田大学における留学生交 
流の歴史を簡単に振り返り、現状を再確認して、今後の国際交流事業への 
新たな アプローチを 考える手がかりとしたい。 

II 国際交流の歴史 

11913年（大正2年）10月17日の創立三十周年記念祝典において、大 
隈重信総長は、「国を立て社会を為し、またこの国と社会とのために大学教 
育を施さんとするには、その根本として雄大な理想がなくてはならぬ。今、 
日本は、将に東西文明の接続点に立っている。吾人の大なる理想は文明の 
調和者として、東洋の文明と西洋高度の文明を並行せしめ、調和せしむる 
にある。吾人はこの理想の実現に努めなくてはならぬ。」と述べ、この理想 
実現のために、「学問の独立、学問の活用」を初めて本学の「教旨」として 
宣明した0 

この「東西文明の調和」という大隈侯の理想が、明治14年 （1881 年）の 
政変により野に下った後においても、「世界の道は早稲田に通ず」といわ 
れ、多くの海外の賓客が老侯を敬慕して大隈邸を訪れた所以であろう。明 
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治•大正 • 昭和と時代が移り変わっても、この理想は発展的に継承され、 
本学の伝統•学風を規定するものとして定着しているのである。 

2本学における最初の外国への留学生は、1884年（明治17年）の卒業 
生であり、1889年ミシガン大学へ留学した。1902年（明治35年)、東京専 
門学校は早稲田大学と名称を変更するが、このときを予期して教員充実の 
ために、講師•校友数名を英、独、仏等各国へ留学派遣するようになった 
のは1900年（明治33年）からであった。それ以前にも自費または大学の 
奨学金を得て留学した者もいたので、1902年（明治35年）までの海外への 
留学生総数は53名にのぼり、その留学先は アメリカ、 オースト リア、 ドイ 
ツ、イギリス、清国、フランスであった0大学の教員海外派遣制度は、戦 
前まで継続して実施されてきたが、戦後は「在外研究員制度」として復活 
し、再開されたのは1953年（昭和28年）のことである 0 

3早稲田大学に初めて学んだ留学生は、朝鮮からの留学生であり、1884 
年（明治17年）頃在籍していたといわれるが、定かな記録はない。したが 
って、記録に残る最初の留学生は、1889年（明治32年）に入学した清国か 
らの留学生である。わが国への清国留学生の数はそれ以後増加するが、と 
くに1904年（明治37年)頃には1万人以上であったといわれる。清朝政 
府が近代化を目指し、また「科挙」の廃止など教育制度の改革実現のため 
に、普通教育の補完を急ぐ必要から日本へも留学生を送り、日本政府も速 
成教育をもってこれに協力した0この日本政府の協力は、「中国大陸進出」 
を考慮した結果であったという評価もある0 

これらの急増する清国留学生に対する特別教育機関として、本学では 
1905年（明治38年）7月「清国留学生部」を設置し、むしろ上述の速成教 
育の是正に努めたのである。同部には、日本語および普通学を教える予科 
課程（1年）と本科課程 （2 年）ならびに研究科（1年）が設置された。本 
科課程は、政治理財科、師範科（物理化学科•歴史地理科•博物科）なら 
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びに商科を置き、これらの課程の主眼は師範教育と実業教育にあった。初 
年度予科に入学した留学生は約600名で、本学では寄宿舎も一棟用意した 
ほどであり、中国人の間でもこの3年制の教育は高い評価を得たという。 

ところで1905年（明治38年）11月、日本政府は、清国政府の要請に応 
じ、速成•営利学校と堕落留学生を取り締まることを表面上の理由として、 
「清国人ヲ入学セシムル公私立学校二関スル規定」を公布した。これが世 
にいわれる「清国留学生取締規則」であるが、留日学生の革命活動の取り 
締まりを狙いとするものだとして反対運動が起こり、帰国する者が続出し 
た。また、その頃、清国政府にあっても、教育制度の整備にもとづく赴日 
留学政策の変更がみられた。その結果、清国でも、海外に留学し普通教育 
を習得する者が次第に減少し、自国で普通教育を修了してから、海外にお 
いて高等専門教育を修める者が増加するようになったのである。「清国留 
学生部」もこめような情勢の変化にともない、予科第1回卒業生327名は 
日本人学生と同一課程で教育を授けるのがより便益であるとして、専門部 
各科への入学と同一の取り扱いをするよう同部の組織の一部を改正した結 
果、同部本科は師範科のみが存在するという変則的な状態となった。諸般 
の事情があったにせよ、「清国留学生部」が日中両国の交流にとって一定の 
役割を果たしたことは、衆目の一致するところであるが、1910年（明治43 
年) 7月12日、普通科（旧課程予科1年と本科2年）47名の卒業生を送り 
出したのを最後に、「清国留学生部」は閉鎖されるに至ったのである。 

1907年（明治40年）以降日本への清国留学生は減少したといわれている 
が、本学においては留学生部、大学部および専門部に依然として多くの清 
国留^：生が在籍していた。例えば、1907年（明治40年）1015名（留学生 
部850名、大学部 • 専門部165名）、1908年889名 （394 名、495名）、1909 
年823名 （242 名、531名）、1910年475名（大学部 • 専門部のみ)、1911年 
207名、1912年166名、1913年(大正2年）84名、1914年168名であっ 
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1911年（明治44年）2月「早稲田学報」に掲載の「清国校友近時の発展」 
によれば、帰国清国留学生の中央 • 地方各省師範学校、法政学校、商業 • 
工業学校、高等•中等学校などの校長、教頭または教師と.なって新しい教 
育の普及に尽くしている人は、枚挙にいとまがない、と卒業生の教育界に 
おける 活躍が報じられ ている。 

4 1910年（明治43年）8月の日韓併合により、朝鮮半島はわが国の統 
治下（植民地化)におかれ、この統治下では差別教育が行なわれたり、内地 
留学に対する抑制策がとられたりしたが、民族独立運動たるいわゆる 三 • 
一運動 (1919 年）を契機として、内地に準拠した教育改革（内鮮一体化） 

が強行され、朝鮮からの留学生は在内地朝鮮学生と称せられた。ちなみに、 
1924年（大正14年）〜1925年に、本学には朝鮮から145名、中華民国 
(1911 年10月辛亥革命により成立）から114名の学生が在籍していた。 

また、わが国の中国大陸侵攻後は、南京政府下の中華民国留学生および 
1932年（昭和7年）3月に日本が建国した満州国の留学生が多数在籍して 
いる。1935年（昭和10年）〜1936年には、朝鮮から267名、台湾112名、 
中華民国121名、満州国88名という数字がある。 

5第二次世界大戦下の1943年（昭和18年）4月、日本政府は、「南方諸 
地域より有為な人物を簡抜し我国に留学せしめ可能なる限り短期間に我学 
芸及び実務を習得せしめると共に我国民性の真随に触れしめ以て帰国ごは 
現住民を率い大東亜共栄圏建設に協力邁進すべき人材を育成する」ことを 
目的に した 南方特別留学生事業を発足 させ、ビルマ、フィリピン、ジャワ、 
スマトラ、セレベス、ボル ネオ、タイ、仏印から116 名が 留学生と して 来 
日した0 

本学では、戦時下のこれら留学生のために、1944年（昭和19年）12月、 
「臨時留学生部」を設置して、留学生に対する教育と補導に当たろうとした 
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が、同年12月29日には、「留日留学生非常措置要綱」が閣議決定され、戦 
況の急迫にともなう人身の安全と防諜上の理由から、満州国留学生は東北 
大学と北海道大学に、中華民国留学生 • 南方特別留学生は京都大学に集め 
ちれた。この非常措置要綱により、本学における留日学生の教育は、事実 
上中断せざるをえないことになったのである。 

6敗戦後、再開された本学の国際交流の初期段階において特筆.される 
べきことは、 1) 1953年（昭和28年）「在外研究員制度」の再開、 2) 1955 
年（昭和30年）留学生受け入れ制度の創設、 3) 1956年（昭和31年）ミシ 
ガン大学交流協定の締結、 4) 1961年（昭和36年）スタンフォード大学日 
本研究センターへの協力であり、大浜信泉総長の大英断によって開始され 
た0 

「在外研究員制度」は、大学創立時から自前で教員養成の必要性を認め 
て、財政的に相当の努力を払ってきたが、戦時中はこれを中断せざるをえ 
なかった。それを、敗戦後の経済状態の混乱期で極端な外貨事情の悪い時 
期に再開に踏みきったのは、本学執行部の見識を示すものであった。当時、 
学外の奨学金により海外留学の機会をえた者は希れであり、よほどの幸運 
がなければ到底その機会には恵まれな いという 状況 だっ たのである。 

1955年（昭和30年)、特別選考による留学生受け入れ制度を新たに創設 
した。この制度は教育の根本理念である「教育の機会均等」の精神に立脚 
して創設されたものであり、留学生のみならず日本人子弟であっても海外 
生活の長い者に対し、所定の条件を満たしていれば、留学生に準じて取り 
扱うことが可能であった。今日いわれるところの帰国子女の受け入れ制度 
は、本学ではすでに1955年（昭和30年）から実施していたことになる。 

ミシガン大学と交流協定を締結したのは、1956年（昭和31年）4月であ 


る。この協定は「生産性の向上およびこれに関連する諸問題の研究」を目 


的とし、ミシガン大学から36名の教授 • 研究者が来日し、本学からは56 
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名の教員が派遣された。当時としては国立大学教員から羨ましがられるほ 
どの大がかりな交流であり、.その後の本学国際交流の発展に大きな イ ンパ 
クトを与えている 0 本協定は、その締結に至るまで相当の紆，余曲折があっ 
たが、4年間にわたって継続され、大きな成果をあげた（協定締結の経緯に 
ついては 「早稲田 フォーラム」 8号 （1975 年）5頁以下に詳しい）。 

スタンフォード大学では、以前からドイツ、.フランス等にセンターを設 
置し、同大学の学部学生のために海外教育プログラム事業が実施されてい 
だ0そこで、同大学より日本語研修を主体としてセンターを東京に開設し 
たいとの希望の申し出があり、本学はこれに協力するようになった。日本 
研究のために、外国人に対する日本語教育は当時としては大きな注目を浴 
び、このセンターは、本学のほか、東京大学、慶応義塾大学、日本女子大 
学の協力により運営された0本学では主として文学部が協力し、本学「国 
際部」発足の端緒のひとつともなったのである〇このセンターは、その後、 
大学連合機関として発展し、現在は「アメリカ*カナダ十一大学連合日本 
研究センター」となって着実な成果を挙げており、ここで学んだ者は、学 
者、教育者、法律家、ジャーナリスト、金融機関専門家などとして各分野 
で活躍しているという。 

III 国際交流の現状 

これまで、本学における国際交流の歴史的経緯について、その概略を述 
ベてきたが、以下においては、本学の国際交 M ； の現状について概観する。 

〔1〕 研究者の交流 

1本大学から教員を海外に派遣する制度は、戦前にも行なわれていた 
ことはすでに述べた通りであるが、戦後これが「在外研究員制度」として 
復活したのは1953年（昭和28年）である。当時大学財政に余裕がなか っ 
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たこともあるが、為替管理が厳しい時代であり、この年の派遣者はわずか 
3名にすぎなかった。以後派遣者数を次第に増やし、1984年（昭和59年） 
度、在外研究員（交換教授 • 研究員を含む）は45名、職員海外研修員は3 
名、奨学金による留学者は4名、その他海外において教育、研究、調査に 
従事し、国際会議、学会で論文発表等のため出張した者は294名に達して 

いる。 

21984年度より、「外国人研究者招聘ブログラム」が発足した。これ 
は、本大学「国際交流基金」 （1976 年設定）により、旅費 • 滞在費等を本学 
が負担して外国の大学•研究機関における中堅の外国人研究者を年間5名 
招聘するブログラムである。初年度は、西ドイツ、イギリス、ルー マニア、 
アメリカ、スリ•ランカより、1985年（昭和60年）度は、アメリカ、西ド 
イツ、イギリス、フランスより、大学•研究機関の教授•研究者を招聘し、 
本学教員とめ共同研究、セミナー、講演会を開催した。 

また、日本学術振興会、国際交流基金、日米教育委員会等の機関を通じ 
て、海外から研究者•教授を受け入れる件数も年々増加しており、さらに、 
発展途上国からの派遣研究員も受け入れて研究上の協力が行なわれている。 
1984年度においては、これらの受け入れた研究者•教授の数は、西ドイツ 
2名、中国9名、カナダ2名、韓国4名、ポーランド、ソ連、インドネシ 

ア、インド、アメリカ、イギリス、フィリピン、チェコスロバキア各1名 

(合計25名）であった。 

3このような研究者 • 教授の交流のほかに、最近では、本学を訪れる外 
国人学者•学術代表団も著しく増えてきている。1984年度、 1) 外事課扱 
いの来訪者としては、学長•副学長クラス13件、学者•研究者その他大学 
関係者40件、大使•政府関係者16件、ジャーナリスト2件、 2) 学部•大 
学院等への来訪者としては、学部19件、大学院28件、研究所等10件、と 
いう状況であった。これら外国人学者との個々の本大学教員の学術交流、 
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学術的懇談などは、大学における研究 • 教育の前進のために計り知れない 
効果が期待しうるし、また著名人による学術的講演は、学生にとって大き 
な刺激となろう。 

〔2〕 大学間協定による学術交流 

1ミシガン大学との間で1956年（昭和31年）に協定が結ばれたことは 
前述した0次いで、セントルイス市ワシントン大学との間で教授および資 
料の交換協定が結ばれたのは1963年（昭和38年）であり、当方から6名、 
先方から5名の教員交流があり、各々の大学において、 r 日本および米国ビ 
関する講義」が行なわれ、1967年（昭和42年）に協定を終了した。1965年 
(昭和40年)に、韓国漢陽大学との間で、同大学理工学部関係の教員養成 
計画に協力するための協定を結び、約20名の同大学教員を受け入れ、また 
同大学が主催する「経営管理講座」に本大学教員を講師として派遣したが、 
1972年（昭和47年）にすベて終了した〇1966年（昭和41年)、ロンドン 
めリバヒューム財団から、日豪大学間の教育交流のためフニロー シップ提 
供の申し出があり、これによりオーストラリアの大学で研究または講義を 
行な っ た教員は9名、本大学に受け入れた教員は2名であった。 

2早稲田大学とソ連との研究者交流の歴史は、1959年（昭和34年）に 
さかのぼり、ソ連科学 アカデミ ーとの接触が最初である。 これは 1回の交 
流で終わるが、1965年（昭和40年）モスクワ大学との間に、研究者を2年 
間交換する協定が締結され、その後1972年（昭和47年)再開され今日に 
及んで いる。 現在では、研究、教授、語学教員の研修、資料の交換のほか 
共同研究も含まれる広範な内容をもつ学術交流協定に発展し、両大学間の 
研究員 • 教授の往来が盛んである。 

1960年（昭和35年)、フランス•パリ大学、西ドイツ•ボン大学と研究 
員の交流協定を結んだ。原則と して 毎年各1名の相互交流が行なわれてお 
り、将来とも交流を継続す る 意思が両大学との間で確認され ている。 1963 
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年（昭和38年)、アメリカ五大湖私立大学連盟（現在中西部私立大学連盟 
も含む）と、毎年1名の教員を講義のため交換する協定が結ばれた。本学 
では、「国際部」（後述）で講義を行ない、相手方大学では、「日本語または 
日本に関連する科目」について講義を行なう。1973年.（昭和48年）には、 
韓国の名門高麗大学と、研究員、大学院学生、学術資料の交流を内容とし 
た協定を締結した。同大学の スグール カラーは、本大学とよく似ていると 
いわれる。1980年（昭和55年）には、南カリ フォルニア 大学から、同大学 
創立百周年を記念して、学術交流の申し出があり、現在研究者の交流が行 
なわれている 0 また、中国の大学等の学術機関からの交流希望の申し出も 
多いが、1982,年（昭和57年）に、本大学と古くから関係の深い北京大学と 
研究者および学術資料の交流協定を結び、さらに、1984年.（昭和59年）に 
は、上海交通大学とも学術交流協定を締結した。 

フィリピンのラ •サール大学とは、1975年（昭和50年）以来、双方の教 
員が相互に講義を行なうことを内容とする交流が続けられている。同大学 
において、日本の経済•政治•文学•建築等の講義が行なわれ、本大学で 
は、 フィリピンの 政治、歴史、言語等の講義がなされ、双方の大学におい 
て一定の成果を収めているが、この交流が縁で、同大学では、'1982年（昭 
和57年）に「日本学 ブログラム」 が発足した。 

3大学間の交流協定のほかに、本学理工学研究所は、ブラジル • カンピ 
ーナス大学の宇宙線研究所と、1980年（昭和55年）に「宇宙線の共同研 
究」に関する協定を結び、また、本学システム科学研究所は、1983年（昭 
和58年）、ボストン大学経営学部との間に「経営学の共同研究」について 
覚書協定を結んでいる。 

ところで、最近になって、外国の諸大学から学術交流に関する協定締結 
の申し出が急速に増えてきたこともあり、本学では、新しい型の協定であ 
るいわゆる「友好協定」にもとづく交流協定方式を発足させることとした。 
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すなわち、協定の実施内容は、その都度相互の協議によって定めることを 
基本にするものであるが、通常は研究者の相互受け入れと共同研究をその 
主要な内容としている。この方式の協定大学等は、1984年（昭和59年）以 
降、 アウダスブルダ 大学 （西ドイツ）、タマサート 大学 （タイ）、 南開大学 
(中国）、 リヨン 商科大学 （フランス）、シド ニー大学 （オーストラリア）、 
復旦大学（中国）、 スターリング 大学 （スコットランド）、 韓国外国語大学、 
ユニ バー シティ •カレッジ • ダブ リン（アイルラン ド）、 マギーノレ 大学 （力 
ナダ）、口ー マ 大学 （イタリア） などであり、 さらにインド•アカデミー と 
も協定締結の合意に達している。 

〔3〕 留学生の交流 

1文部省は、1954年（昭和29年）に、国費による留学生の受け入れ制 
度を発足させたが、この時期から§費による来日学生で、本大学に学ぶこ 
とを希望する者も増えてきた。留学生に対して日本人学生と同じ方式の入 
学試験を実施するのでは、事実上受け入れは不可能になるということもあ 
って、学内で慎重審議の結果、他大学に先駆けて、1955年（昭和30年）か 
ら留学生のための特別選考による受け入れ制度を実施することになった。 

この制度の発足以来今日までに入学した留学生の数は、学部学生1,500 
名以上、大学院学生1,000名以上に達して いる。 1985年（昭和60年）11 
月現在、留学生在籍者総数は、571名 （33 か国）であり、学部所属学生147 
名、大学院所属学生206名、国際部学生100名、語学教育研究所日本語科 
専修生118名となって いる。 国籍別上位5か国は、韓国176名、台湾118 
名、 アメリカ 111名、中国35名、 マレーシア 30名であり、 マレーシア か 
らの 留学生増加が際立って いる0 

1984年（昭和59年)、「大学院外国人留学生招致 プログラム」がスター ト 
した0対象としては主に東南アジア諸国の10大学を指定し、 これらの 大 
学に在学中の大学院学生を、本大学「国際交流基金」により、毎年度5名 
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ずつ原則として1年間留学させる奨学金ブロダラムである 0 1984年度に 
は、パジャジャラン大学（インドネシア）、シンガボール国立大学、シヱフ 
ィールド大学（イギリス）、フィリピン国立大学およびチ ュ ラロンコン大学 
(タイ）から、1985年度には、ラ • サール大学（フィリピン）、インドネシ 
ァ国立大学、マラャ大学から、大学院生、卒業生、所属大学専任講師など 
がこの制度により来学した0 

1983年（昭和58年）8月、21世紀への留学生政策懇談会から、内閣総理 
大臣および文部大臣に、「21世紀への留学生政策に関する提言」が提出さ 
れ、それを具体化するために、文部省から委嘱された「留学生問題調査 • 
研究に関する協力者」により基本的方策が検討され、「21世紀への留学生 
政策の展開」として整理発表された報告書がある0ここに述べちれている 
予測値は、21世紀には10万人の留学生を受け入れる体制の整備を必要と 
するというものであったが、そこでいう年度毎の増加率は、1984年度統計 
上、すでにその予測を上回る増加を示しており、本学においても1985年度 
の留学生在籍者数571名は、戦後最大の受け入れ数となった。 

2国際教育交流のなかで、留学生受け入れ数の増加とその教育•厚生 
補導等の対応強化は、本学では最重要課題のひとつと考えており、種々施 
策を講じてきている。1984年度から、留学生日本語教育充実のため、夏休 
み期間中にインテンシブ•コースを設けるとか、また1986年度から、学部 
留学生のために、各学部共通設置科目「日本事情講座」を全学的に実施す 
るなどの対応策を講じてきた。とりわけ、後者については、設置科目とし 
ては、日本の法律制度、産業と経営、教育、地理、社会、科学技術、産業 
化と公害などを置き、さらに語学教育研究所には討論形式の「日本研究講 
座」を設けるなどして、これらの科目を留学生が16単位まで一般教育科目 
として振り替えることができるよう配慮した。また、大学院留学生のため 
には、商学研究科に、英語とフランス語による3科目の日本研究科目が設 
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置され、各研究科の留学生に対して開放されている。 

留学生宿舎問題は、留学生諸問題のなかでもとりわけ難問中の難問であ 
るが、幸い、本学と創立以来密接な関係にある「早稲田奉仕園（財団法人)」 
の協力をえて、本部キャンパス近接の同奉仕園内に「国際学舎」が建設さ 
れ、1985年18室、さらに1987年には19室の確保が予定されている。こ 
れは、宿舎の管理運営に大学が直接関与しないという、いわゆる「第三セ 
クター方式」による最初の試みである0ここには日本人学生も少数混住さ 
せているが、大学院留学生 • 若手研究者の入居者からは、その居住性につ 
いてかなりの評価を得ている。 

本学では、学部•大学院正規学生で、とくに優秀な留学生に対して、「大 
隈記念奨学金」を毎年16名に支給している。また、外国人留学生の教育効 
果を高め、さらに学内外における学生の交流を深め、広く留学生の留学目 
的の達成に寄与するため、留学生に対する教育•補導上の特別指導および 
社会見学等の科外活動を助成する目的で1969年（昭和44年）に「外国人 
留学生教育助成基金」が設定され、大いに活用されている。 

3アメリカの諸大学では、外国の大学または教育機関に一定期間在学 
して、そこで取得した単位を卒業単位に加算する Study abroad Program 
が盛んであるが、わが「国際部」は、こうした要請に応えて、外国人学生 
に対し1か年の教育を行なう特別課程として発足したものである。現在四 
つの協定大学グルーブ（五大湖私立大学連盟•中西部私立大学連盟、ォレ 
ゴン州立大学連盟、カリフォルニア州立大学連盟、南カリフォルニア私立 
大学連盟）および準協定大学（セントルイス•ワシントン大学）からの学 
生と協定大学以外の大学からの学生若干名とを受け入れている。講義内容 
は、アジア • 日本に関する政治•経済•社会•文化•芸術等で、学部3 *4 
年相当のレベルにおける教育水準を維持しており、短期間の滞日でもある 
ので、日本語の学習を必修としているが、講義はすべて英語で行なう。学 
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期は9月に始まり、6月に終わる3学期制である。留学生は日本人家庭に 
宿泊するという、留学生にとってきわめて恵まれた生活環境にある。国際 
部学生の主流は、アメリカからの留学生であるが、最近では少数ではある 
が、フランス（リヨン商科大学）、カナダ（トロント大）、西ドイツ（ベル 
リン自由犬）、イギリス（ケンブリッジ大）などからも入学者があり、また 
アメリカからも、ハーバード大、ジョンズ•ホブキンス大、ジョージタウ 
ン大、シカゴ大などの著名大学からの学生もいて、入学者は19か国におよ 
んでいる。「国際部」は、一昨年創設二十周年を迎えたが、これまでに在籍 
した学生数は、1,800名以上にのぼり、卒業後は日本またはアメリカ社会 
の各分野で活躍している。なお日本人学生でも、学内試験により英語能力 
が受講資格ありと判定された者は、国際部の授業に出席を許され、そこで 
得た単位を卒業単位に加算することができる。 

4留学生を受け入れるに当たって、日本語教育は非常に重要な問題で 
ある。本学の語学教育研究所には「日本語科」があって、本学に学ぶ留学 
生の日本語教育をここで実施する体制が整っている。このいわゆる語研に 
は、単に留学生に対する日本語教育に限らず、日本語教員養成のための研 
修コースもあり、毎年夏期に開催される「日本語教育公開講座」は、日本 
語教員あるいは日本語教員志望者にすこぶる評判がよく盛況である。また 
大学院文学研究科には、「現代日本語」専攻コースが、日本語教員をめざす 
留学生の修士課程として設置されており、実力と資格とを備えた日本語教 
員養成コースとして、学内外から注目されている。 

5本学の学生で、自費または奨学金により正規に海外へ留学する者の 
数は、10年前に比して倍増している。1984年（昭和59年）度には、12か 
国へ総数68名（学部44名、大学院24名）が留学した 0 これらの学生は、 
留学先大学で取得した単位を卒業単位として振り替えることが認められる。 

学生の交換協定には、現在10ブログラムが存在する。学部学生につい 
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ては、「国際部」と協定を締結している四つの グルーブ およびセ ントルイス 
市•ワシントン大学がある〇1984年度には、29名の本学学生がこの協定 
により交換学生として派遣された。 ラ • サール 大学には、1980年（昭和55 
年） から 学部学生または大学院学生を派遣しており、高麗大学、 シカゴ 大 
学、 フランス*リョン 商科大学、 タ マサート大学とは毎年大学院学生の交 
流が行なわれている0 

いわゆる「帰国子女」受け入れ制度は、1982年（昭和57年）度より、新 
たな制度を設けて積極的な取り組みが開始された。その受け入れ数は、 
1982年度8名、1983年度16名、1984年度29名、1985年度37名である。 
なお、本学附属本庄高等学院では、毎年40名の定員枠で帰国子女を受け入 

れ ている0 

6広い意味で留学生交流に含めることができるものとしては、本学の 
学生が団体で行なう海外遠征などのケースもある。オリンピッグ大会、世 
界選手権、アジア大会等の国際競技会に日本代表選手として参加し本学の 
名声を高めるケースとか、学生の会、 サークル などが海外へ出かけて、大 
いに国際親善を深めるケースなどは、学生達にとってみれば、青春時代に 
得る海外交流経験として非常に貴重なものになろう。最近では、1982年 
(昭和57年）に、「体育部ラグビークラブチーム」が全早大の名で行なった 
英•仏単独遠征があり、本年 （1986 年）2月から3月にかけて、「早稲田大 
学交響楽団」のョーロッパ演奏旅行、学生の会「青嵐舎」の中国植樹旅行 
などがあり、過去にきかのぼれば、新聞紙上を賑わしたものを含めて枚挙 
にいとまがない。ちなみに、海外から本学を訪れた学生団体は、1984年度 
は7件あり、ボン大学から14名、マラャ大学から9名、中国青年団の30 
名等で、本学キャンパスにおいて行なわれた セミナー、 会議等により、本 
学学生との友好を深めている。 
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早稲田大学における国際交流 

⑷文化交流 

1大隈老侯生前にはその私邸を訪れる者が門前市をなすという盛況を 
呈したといわれるが、老侯は、訪れた内外著名人に対して如才なく講演を 
依頼した。この「科外講義」の伝統は、現在では「科外講演部」の事業と 
して引き継がれている。戦前の数多くの来訪者のなかで、ひときわ注目さ 
れるのは、1933年（昭和8年）3月に来学したイギリスの文豪バーナー 
ド.ショウ翁であり、演劇博物館で開催中のショウ翁に関する展示に大い 
に感激したという。また1922年（大正11年）11月には、「相対性原理」で 
高名なベルリン大学教授アルベルト•アインシュタイン博士が来学され、 

「中央校庭にある故総長銅像前で万余の教職員ならびに学生に挨拶された」 
と校友会機関誌「早稲田学報」は報じている。1955年（昭和30年）4月以 
降の「科外講演部」における主な講演者には、コロンビア大学カーク総長、 
中国科学院郭沫若院長、インド.ネール首相、ソ連科学アカデミー会員才 
パーリン博士、フランス哲学者マルセル博士、世界連邦協会会長ダべデマ 
博士、ソ連ミコヤン副首相、インドネシア•スカルノ大統領、イギリスの 
詩人ブランデン氏、駐日アメリカ大使•ライシャワー氏、アメリカ司法省 
ロバ—卜 • ケネディ長官、ソ連宇宙飛行士ガガーリン氏等々多彩な顔ぶれ 
がみられる。 

1957年（昭和32年）3月、本大学は、「名誉博士」贈呈に関する規則を 
制定した。これは、「学問芸術社会または人類のため、顕著な貢献をした者 
で、本大学において特に顕彰することが適当と認められる者」に対して贈 
られる栄誉である。本大学が今日までに「名誉博士」を贈呈した外国人は、 
インド•ネ ー ル 首相、 西ドイツ*アデ ナウ ァ ー首相、 アルゼンチン•フロ 
ンディシ 大統領、 ミシガン 大学 ハッチ ャー総長、 コロンビア 大学 カーク 総 
長、国際復興開発銀行 ブラック 総裁、韓国赤十字社崔斗善総裁、 インド • 
ガンジー 首相、 アーラム 大学 ボーリング 総長、 マックス•ブランク 外国. 
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Ill 国際交流の現状 


国際刑法研究所イニシニック所長、ベルリン•フィルハーモニー指揮者力 
ラヤン 氏、 フランス•ミッテラン 大統領、 アメリカ 上院議員 フルブライト 
氏、中日友好協会廖承志会長、 ボン 大学クリ ュンメル 総長、 パリ 大学 タバ 
ト ニ 総長、モスクワ大学 ログノフ 総長、高麗大学金相俠総長、 マラャ 大学 
アジス副学長、韓国東亜日報社金相万会長である。 

21976年（昭和51年）12月、エジプトに「早稲田大学 ルクソール 考古 
学研究所」（ワ セダ•ハウス）が 開設された0本学の考古学教授を中心とし 
た「古代エジプト調査隊」は、1971年（昭和46年）12月以降文部省科学 
研究費補助金の交付をうけ、4回にわたり、かつてのエジプト首都テーベ 
(ルクソール） において、 マル カタ 遺跡の 発掘調査に当たった。1974年（昭 
和49年）古代エジプト文明がもっとも繁栄したといわれる約3400年前の 
第十八王朝、この八代目の王であった アメン へテプ三世に関係ある美しい 
彩色階段と建物の基礎を発見し、関係者に大きな反響を与えた。現在も 
「ワ セダ•ハウス」 では、諸外国エジブト調査隊に伍して調査に当たり、大 
いに気を吐いている。 

坪内逍遥博士記念「演劇博物館」は、わが国で唯一の演劇に関する資 
料 • 図書を収集 • 展示する博物館であり、海外の演劇博物館に比較して勝 
るとも劣らぬ東洋一のものであるとの評価が確立して いる。 収集品は、現 
在、博物（物品）4万6, 972点、図書12万6, 854冊、錦絵（芝居絵）2万 
5,090点、写真22万3,622枚であり、外国人の来館者が絶えない。海外か 
らの展示要望も強く、すでに スイス、ベルギー、フランス、イタリア、ド 
イツ、オーストラリアの 諸国で展覧会を開催して いる。 わが国における諸 
外国との文化交流の一翼を担うものとして自負するにたるものである。 

本学には、約276 方 冊 （1985 年3月末現在）の蔵書が ある。 図書館本館 
の所蔵は約132万冊で あり、 国内でも有数の図書館のひとつに数えられて 
いる。 .また、 ここには、 図書のほかに貴重な資料も数多く収蔵され ている。 
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早稲田大学における国際交流 - 

海外諸機関との相互協力も年々増加しており、現在約230機関と資料の寄 
贈交換を行なっている。資料の国際相互利用も盛んに行なわれており、 
1985年度海外に申し込んだ件数は683件、1986年3月末現在で現物•マ 
イクロフィ ルム等の借用が236件、複写物の入手が196件となっている。 
研究•教育の交流とならんで、学術資料の交換•交流も学術的文化交流と 
して重要な地位を占めるものといえよう。なお、本学百周年記念事業の大、 
きな柱のひとつとして、総合学術情報センター（新中央図書館）を1989年 
オープン予定で本部キャンバスに建設することになった。この新中央図書 
館は、システム化により学内分館（専門図書館）を機能的に統合すること 
はもとより、国内 • 外の諸機関とも結び、ユーザー本位の利用し易い協力 
関係を一大ネット •ワーク • システムとして 構築する ことを目指しており、 
完成すれば、大学図書館としては世界でも有数の存在となろう。 

IV エピローグ 

以上述べてきたように、本学における「国際交流」の現況はきわめて多 
岐にわたる展開を遂げてきており、歴代当局が並々ならぬ努力をこの面で 
払ってきたことが理解されよう0しかし、学内には「国際交流」をさらに 
強力に推進すベしという議論がある一方で、現状のあり方についての批判 
も存する。研究•教育についていえば、共同研究体制の確立と学生の相互 
交流の拡大の必要性がいわれ、明治以来の学問輸入（受益型）•直流型か 
ら、研究•教育の輸出（授益型）•交流型へ脱皮すべきという警鐘も鳴らさ 
れている。また、留学生受け入れについていえば、学位問題、日本語教育 
問題、奨学制度問題、宿舎問題、社会的偏見問題等々改善すべき問題点は 
余りにも多い。本大学は、交流のあらゆる側面において、さらなる積極的 
な取り組みを世界の国々から期待されているのである。 
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IV エピローグ 


それにつけても……と本学の国際交流を顧みて想うことがある。留学生 
受け入れに対する明治の先哲達のなんという大らかさであろう。なんとい 
う抱擁力であろう。なんという使命感であろう。これと較べると、現在の 
われわれ早稲田人の姿勢は狭量とさえいうべきもののように思われる。せ 
めて、早稲田大学の原点ともいうべき「東西文明の調和」を説いた先哲の 
教えに立ち戻ることこそ今日の急務であろう。古き皮袋に盛るべき新酒は、 
われわれ自身の不断の努力の中で造り出して行かねばならない ので ある。 


《参考文献》 

「特集•大学の国際的使命」早稲田フォーラム8号（昭和50年3月30日） 
『早稲田大学百年史』第2卷（昭和56年9月14日） 

『稿本早稲田大学百年史』第3巻下（第2分冊）（昭和58年3月31日） 
国際交流研究委員会報告『国際交流の新展開を求めて一現状 • 課題 • 提言一』 
(昭和60年12月17日、大学基準協会） 
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◊編集後記 ◊ 


本書の企画は、国際協力事業団 （ JICA ) が現在実施を担当している「21 
世紀のための友情ブログラム」への本大学の全面的協力を機縁として生ま 
れた。本大学は、かねてから、アジアを中心とする国際交流を重点施策の 
一つとして取り組んできているが、本書は、その交流窓口である外事課の 
事業の一環として、短期日ではあったが、執筆者と事務局たる外事課が全 
力をあげて完成したものである。 

本書の特色は、およそ以下の2点に要約できる。第一に、本書は主とし 
てアジアからの留学生用のテキストたることを念頭におき、アジアの留学 
生の立場からみた日本理解の入門書となるよう心がけて執筆されている点 
である。それが成功しているか否かは、読者諸賢の評価に委ねるほかはな 
いが、今後改訂を重ねることによって、少しでも日本理解のための本格的 
手引書となるよう努めていきたい。そして、できうれば、 JICA と協力し 
て、本書の英語版も出版したい。第二に、本書は平易な入門書であるとは 
いえ、早稲田大学の総力を結集して、学問的水準を維持することに努めて 
いる点である。その意味では、入門書としてはやや難解なところがあるや 
も知れぬが、この点も今後の改訂において是正すべきところは是正し、名 
実ともに「日本入門」の決定版としたい。 

なお、編者である「早稲田大学アジア交流委員会」とは、いわば執筆者 
全員の総称にすぎず、単なる任意団体でしかない。しかし、この委員会こ 
そは、早稲田大学が今後アジア諸国の大学 • 研究機関との交流を進めてい 
く上で、その強力な推進母胎となるであろう。 

アジア諸国と日本との相互理解を深めるためには、まず日本がアジアの 
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一員であることを、自覚し認識するところから出発する必要があろう〇こ 
のささやがな試みが、アジア諸国と日本との友情のきずなを強める契機と 
もなることを願って、本書を世に送る。 


1986年4月16日 


早稲田大学教務部長 
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